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様式２－１－１ 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 平成２６年度（第３期） 
中長期目標期間 平成２３～２７年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 下村博文 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）、西條正明 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、村上尚久 
 
３．評価の実施に関する事項 
平成27年6月16日・平成27年7月7日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（以下「部会」という。）の委員による実地調査を行った。 

平成27年7月8日 部会（第１回）において、法人による自己評価の結果について、理事長・監事による説明を含むヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たって

の科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成27年7月27日 部会（第２回）において、法人による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助

言を受けた。 

平成27年8月21日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第２回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
平成 27 年 5 月 15 日 国立研究開発法人の業務実績の評価等に当たって、科学的知見等に即して主務大臣に助言するための文部科学省国立研究開発法人審議会の第１回が開催されるとともに、同審議会

の下に、物質・材料研究機構に係る事項を審議するための部会（物質・材料研究機構部会）が発足。 
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様式２－１－２ 年度評価 総合評定 
１．全体の評定 

評定※１ 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な

業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められる。 

（参考）本中長期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
業務の質の向上 Ａ Ａ Ａ 

Ａ  業務運営の効率化 Ａ Ａ Ａ 
財務内容の改善 Ａ Ａ Ａ 

評定に至った理由 
項目別評定について、業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項がすべてＢ以上であり、かつ、研究開発成果の最大化

その他業務の質の向上に関する事項の大部分がＡ以上であることから、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるため、文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準に基づきＡとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
○我が国の社会のあらゆる分野を支える基盤である物質・材料分野における基礎・基盤研究の中核機関として顕著な研究成果が得られており、研究領域の重点化、成果の実用化、国際化、人材育成の強

化、内部統制の充実・強化等にも継続的に取り組んでいる。 

○運営費交付金が減少傾向にある中、業務の効率的な運営と外部資金の獲得に一層取り組むとともに、理事長が強力なリーダーシップを発揮し、国立研究開発法人の第一目的である研究開発成果の最大

化を目指して、物質・材料研究分野において、社会に求められる役割を果たすべく、長期ビジョンを踏まえた戦略的かつ効果的な事業の実施が求められる。 

 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
○物質・材料研究分野の全体像及び国際的潮流、国立研究開発法人に求められる役割を踏まえ、研究ビジョンの更なる明確化を図るとともに研究統括面での指揮機能の強化を期待する。 

○基盤研究・応用展開の位置づけと相互関係を明確化するとともに、機構内の各領域間や他機関との連携、更には研究の多様性に配慮しつつも研究内容の重複排除に一層取り組むべき。 

 
４．その他事項 

国立研究開発法人審議

会の主な意見 

○研究活動については、世界最高水準・世界初の研究成果、社会実装の実例、論文のインパクト・ファクタ値、知的財産の活用状況等から、物質・材料科学分野の先端的研究に

おける当法人の成果は極めて高いと評価。物質・材料分野の研究は、対象が広く、取り組んでいる技術も多様であることから、国の政策や当該分野の国際的潮流を踏まえ、ど

のような技術を担保する必要があるのかを含め、基盤研究とその応用展開について、全体を俯瞰した活動の把握、成果の共有、シナジーの発揮等が重要。 

○広報・アウトリーチ活動は、材料科学への理解増進に資する取組を中心に顕著な成果を上げている。研究成果の発表についても、学会発表・論文発表を含め概して積極的にな

されている。今後は機構内での良例も参考にしつつ、世界トップレベル・世界初の成果等をハイインパクト国際誌に積極的に掲載するなど、更なる成果創出を期待する。 

○外国人研究者・女性研究者・若手研究者の採用や、研究者・技術者の資質向上への取組、エンジニア職の体系整備等のこれまでの取組を評価。一方で、能力に応じた採用や技

術流出のリスクへの対応に留意すべきである。 

監事の主な意見 

○法人の長の強いリーダーシップの下、年度計画に基づく事業運営が円滑に実施されていることが認められる。 

○独立行政法人整理合理化計画の趣旨及び独法における内部統制の指針に沿い、事業運営の改善の努力が認められる。 

○会計監査において、独立行政法人の会計基準に準拠し機構の財政状態、運営状況等全ての点について適正に表示され、事業報告が機構の財政状況を正しく示しており、適正に

運用されていることが認められる。  

以上、NIMS事務事業の執行に関し、通則法及び機構法等に違反する重大な事実は認められない。 
※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  
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Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式２－１－３ 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 項目別調書

№ 
備考 

 
 中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 項目別

調書№ 
備考 

 
H23

年度 
H24

年度 
H25

年度 

H26

年

度 

H27

年度 

  H23

年度 
H24

年度 
H25

年度 
H26

年度 
H27

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
－ 

 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 

－ 
 

 １．物質・材料科学技術に関する基礎研

究及び基盤的研究開発 － － － －  
－    １．組織編成の基本方針 

Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ⅱ-1  

１．１ 重点研究開発領域における基礎

研究及び基盤的研究開発 － － － －  
－    ２．業務運営の基本方針 

－ － － －  
－  

１．１．１ 新物質・新材料創製に向け

たブレークスルーを目指す横断的先端

研究開発の推進 
－ － － － 

 
－ 

   （１）内部統制の充実・強化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ⅱ-2-(1) 

 

１）先端的共通技術領域 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  Ⅰ.1.1.1    （２）機構の業務運営等に係る第三者評価 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅱ-2-(2)  
２）ナノスケール材料領域 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ  Ⅰ.1.1.1    （３）効果的な職員の業務実績評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅱ-2-(3)  

 １．１．２ 社会的ニーズに応える材料

の高度化のための研究開発の推進 － － － －  
－    （４）業務全体での効率化 

－ － － －  
－  

１）環境・エネルギー・資源材料領域 
Ａ Ａ Ａ Ｓ 

 
Ⅰ.1.1.2 

   ①経費の合理化・効率化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 Ⅱ

-2-(4)-
① 

 

１．２ シーズ育成研究の推進 
Ａ Ａ Ｓ Ａ 

 
Ⅰ.1.2 

   ②人件費の合理化・効率化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 Ⅱ

-2-(4)-
② 

 

１．３ 公募型研究への提案・応募等 
Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅰ.1.3 

   ③契約の適正化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 Ⅱ

-2-(4)-
③ 

 

２．研究成果の情報発信及び活用促進 
－ － － － 

 
－ 

   ④保有資産の見直し等  
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 Ⅱ

-2-(4)-
④ 

 

２．１ 広報・アウトリーチ活動及び情

報推進 － － － －  
－    （５）その他の業務運営面での対応  

Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ⅱ-2-(5)  

 ① 広報・アウトリーチ活動の推進 
Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  

Ⅰ.2.1.①   Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画

及び資金計画  Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅲ  

 ② 研究成果等の情報発信 Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅰ.2.1.②   Ⅳ 短期借入金の限度額 － － － －  Ⅳ  

 ２．２ 知的財産の活用促進  
Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅰ.2.2 

  Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込ま

れる財産がある場合には、その処分に関する計

画 

Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅴ 

 

 ３．中核的機関としての活動 － － － －  －   Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲 － － － －  Ⅵ  
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渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画 

 ３．１ 施設及び設備の共用 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  Ⅰ.3.1   Ⅶ 剰余金の使途 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅶ  

 ３．２ 研究者・技術者の養成と資質の

向上 Ａ Ａ Ａ Ｂ  
Ⅰ.3.2   Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する

事項 
－ － － －  － 

 

 ３．３ 知的基盤の充実・整備 Ａ Ｓ Ｓ Ａ  Ⅰ.3.3    １．施設・設備に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅷ-1  
３．４ 物質・材料研究に係る国際的ネ

ットワークと国際的な研究拠点の構築 Ａ Ａ Ａ Ｂ  
Ⅰ.3.4    ２．人事に関する計画 

Ａ Ａ Ａ Ａ  Ⅷ-2  

３．５ 物質・材料研究に係る産学独連

携の構築 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ  
Ⅰ.3.5    ３．中期目標期間を超える債務負担 

Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅷ-3  

３．６ 物質・材料研究に係る分析・戦

略企画及び情報発信 Ａ Ａ Ａ Ｂ  
Ⅰ.3.6    ４．積立金の使途 

Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅷ-4  

４．その他 － － － －  －   
 ４．１ 事故等調査への協力 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ⅰ.4.1   
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線 
 
※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発

成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発

成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率

的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率

的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の

120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改

善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．１ 新物質・新材料創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発の推進 １）先端的共通技術領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） － 299.40 287.62 299.23 295.89   予算額（百万円） － － － －  
論文 
（件/人） 

－ 2.6 2.74 2.67 2.71   決算額（百万円） 
838 

6，518 
の内数 

6，279 
の内数 

6，186 
の内数 

 

口 頭 発 表

（件） 
－ 838.32 817.54 887.54 823.51   経常費用（百万

円） 
－ － － －  

特 許 出 願

（件） 
－ 74.50 75.50 68.50 61.87   経常利益（百万

円） 
－ － － －  

実 施 許 諾

（件） 
－ 18.00 19.00 21.50 24.30   行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 121 121 117 115  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 我が国、そして世

界をリードする物

質・材料研究を推

進するためには、

先進材料の研究開

発において、共通

的に必要となる技

術の水準を世界ト

ップレベルに高め

ていく必要があ

る。その際には、

先端的な共通技術

本領域では、物

質・材料研究に

おいて共通的に

必要となる先端

技術の研究開発

を行う。表面か

ら内部に至る包

括的な材料計測

を行うための世

界最先端の計測

技術（例：走査

透 過 電 子 顕 微

本領域では、物

質・材料研究に

おいて共通的に

必要となる先端

技術の研究開発

を行う。表面か

ら内部に至る包

括的な材料計測

を行うための世

界最先端の計測

技術（例：走査

透過電子顕微

１．着実かつ効

率的な運営によ

り、各プロジェ

クトにおいて、

顕著な成果が得

られたか。 

（科学的･技術

的観点，社会的･

経済的観点，国

際的観点，時間

的観点，妥当性

の観点，科学技

術イノベーショ

ン創出・課題解

決のためのシス

１．先端的共通技術領域のマネジメント 

領域会議と速やかな情報伝達による効

率的運営を行うとともに、シーズ育成連携

研究、日英パンフレットの発行、国際シン

ポジウムやオープンセミナー等の開催に

よる国内外の産学官研究者との連携交流

を促進した。領域内研究設備の共通化、先

端設備の内外共用促進によるイノベーシ

ョン創出に貢献するとともに、高度ナノテ

ク研究人材育成事業を開始した。 

 

 

 

 

 

１．先端的共通技術領域のマネジメント 

S：ボトムアップ型のシーズ育成連携研究、

共通設備整備、緊急即応制度などは PDS サイク

ルによる先端共通技術開発に寄与し、世界初の

研究成果の創出に貢献した。先端設備共用化、

研究人材育成、内外連携活動を主導するなど、

多様なニーズに応える先端共通基盤の役割を

果たした。 

本領域においては、新規非接触 AFM 計測法開

発による 3 次元立体分子サブ分子分解能の達

成、世界最高磁場の 1,020MHｚ固体 NMR システ

ムの開発、オーダーN 法第一原理計算における

20 万原子系の構造最適化と電子構造計算の成

功、通信波長帯ではたらく高対称 InAs 量子ド

ットの開発、微小単結晶粒子を用いた物質探索

評定 Ｓ 

物質・材料研究を進める上で共

通的に必要となる計測技術等

の分野において、世界初・世界

最高水準の特に顕著な成果が

数多く得られており、国内外の

物質・材料研究における課題解

決や科学技術イノベーション

の創出に資する世界最高水準

の先端的共通技術基盤を確立

している。これまでに得られた

成果を活用した新規技術展開
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基盤の構築を進め

るという観点に加

え、このような先

端的共通技術が新

たな研究分野を切

り拓くという観点

も重要である。 

そのため、機構は、

将来のブレークス

ルーの原動力とな

る計測・分析手法

等の先端的共通技

術のさらなる高度

化を目指す。 

具体的には、機

能・特性を発現さ

せるメカニズムの

精緻な理解を可能

とする包括的な先

端材料計測技術、

機能・特性の変化

を予測するシミュ

レーション技術、

材料の構成要素か

ら材料へと組み上

げるための設計・

制御手法や新規な

作製プロセスの開

拓など、物質・材

料研究に共通的に

必要となる先端技

術について、既存

技術では不可能な

高精度化、可視化、

対象とする物質・

領域・物性の拡大

等を実現する。 

また、機構は、先

端的共通技術によ

り機構全体の材料

研究を牽引すると

鏡）、物性を高精

度に解析・予測

するためのシミ

ュレーション技

術（例：第一原

理シミュレーシ

ョン）、材料の構

成要素（粒子、

有機分子など）

から材料へと組

み上げるための

設計手法や新規

な作製プロセス

の開拓など、共

通的に必要とな

る先端技術を開

発する。 

 研究開発の実

施 に 当 た っ て

は、多様な研究

課題の解決に対

する先端的共通

技術の貢献の可

能性を常に追求

するとともに、

技術の普及の過

程において、先

端的共通技術の

高度化に向けた

技術的ニーズの

抽出、新たな目

標へのフィード

バックを行い、

先端的共通技術

の発展へとつな

げていく。 

具体的なプロジ

ェ ク ト と し て

は、  

 

 

鏡）、物性を高

精度に解析・予

測するためのシ

ミュレーション

技術（例：第一

原理シミュレー

ション）、材料

の構成要素（粒

子、有機分子等）

から材料へと組

み上げるための

設計手法や新規

な作製プロセス

の開拓等、共通

的に必要となる

先端技術を開発

する。 

研究開発の実

施に当たって

は、多様な研究

課題の解決に対

する先端的共通

技術の貢献の可

能性を常に追求

するとともに、

技術の普及の過

程において、先

端的共通技術の

高度化に向けた

技術的ニーズの

抽出、新たな目

標へのフィード

バックを行い、

先端的共通技術

の発展へとつな

げていく。 

平 成 26 年 度

は、中期目標達

成のためのコア

コンピタンスと

なる要素技術の

テムの推進の観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法による新規蛍光結晶の効率的発見、ラマン増

強度 107 倍かつ増強度揺らぎ 25%以下の高性能

SERS（表面増強ラマン分光）基板の開発など、

特に優れた顕著な実績が多数得られている。こ

れらの実績は、科学的･技術的観点において独

創性、革新性、先導性、発展性が十分であり、

国際的観点においても世界最高水準の成果が

得られているほか、社会的・経済的観点、科学

技術イノベーション創出・課題解決のためのシ

ステムの推進の観点からも特に顕著な成果を

挙げていると認められ、さらに技術目標に関し

ても目標を大幅に超える進捗状況といえるこ

とから、S評定に相当するものと認識している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の可能性の明確化とその発

信・投稿によって、更なる成果

の最大化に向けた取組を期待

する。 

【主な研究成果】 

（１）先端材料計測技術の開発

と応用において、①世界最高磁

場での 1GHz 超の固体 NMR シス

テムを開発、②非接触原子間力

顕微鏡法における新規の高分

解能三次元計測モードの開発

及び三次元立体分子での分子

内の化学結合イメージングの

成功 

（２）新物質設計シミュレーシ

ョン手法の研究開発において、

実材料・実デバイスの複雑な構

造や現象を高精度で明らかに

できる計算手法（オーダーＮ法

第一原理計算手法）を用いて、

20 万原子系の構造最適化・エネ

ルギー固有値の計算を達成 

（３）新材料創出を可能にする

粒子プロセスの開発と応用に

おいて、サイアロン系の微小単

結晶粒子による物質探索法を

確立し、10 個の新規蛍光結晶を

発見 

（４）有機分子ネットワークに

よる材料創製技術において、工

業用濾過フィルターへの応用

につながることが期待される

ナノ粒子の網目状会合体を開

発 
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ともに、我が国の

研究者コミュニテ

ィ等への最先端技

術の普及に取り組

む。さらに、普及

の過程において、

先端的共通技術の

高度化に向けた技

術的ニーズの抽

出、新たな目標へ

のフィードバック

を行い、技術の発

展へとつなげてい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測

技術の開発と応

用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム化に注

力 す る と と も

に、産業界や学

界等の先端的共

通技術へのニー

ズに対応した応

用計測技術の開

発を実施する。

そのために産学

独の連携と異分

野融合に資する

シンポジウム、

ワ ー ク シ ョ ッ

プ、オープンセ

ミナー等のアウ

トリーチ・外部

連携活動を積極

的に展開する。 

具体的には、

次の5つのプロ

ジェクト 

 

・先端材料計測

技術の開発と応

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測

技術の開発と応

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測技術の開発と応用 

世界初の液体窒素温度における超高分

解能非接触 AFM 分子内結合計測、物質内電

子の非弾性平均自由行程（IMFP）を導くエ

ネルギー損失関数の精密解析、先端電子顕

微鏡高分解能 EELS による Li 定量計測、超

高圧極低温単結晶中性子回折計測、世界最

高磁場 1020MHz-NMR 計測、蛍光Ｘ線イメー

ジング技術の信号対バックグラウンド比

向上など世界トップ水準の先端材料計測

手法の開発に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測技術の開発と応用 

S：強磁場固体 NMR における 1,020MHz（24T）

の達成と液体窒素温度における超高分解能非

接触 AFMによる分子内結合計測の成功は世界初

かつトップの成果である。エネルギー損失関数

精密解析や STEM-EELS による Li 分析は世界ト

ップ水準であり、幅広い応用展開に寄与する成

果である。 

【定量的根拠】 

高温超伝導体と金属超伝導体のハイブリッ

ドマグネットを用いて世界最高磁場（24 テス

ラ）での 1020MHz-固体 NMR システムの開発に世

界で初めて成功、従来超伝導技術（NbTi 及び

Nb3Sn）では超えられない 1GHz の壁を越えて、

高温超伝導体を用いた NMRマグネットの有用性

を実証するなど、世界最高水準の成果を挙げ

た。これらは国際的観点から特に顕著な成果で

ある。 

【定性的根拠】 

超高真空非接触原子間力顕微鏡法において

新規の高分解能 3 次元計測モードの開発に成

功、従来は 2次元平面分子において液体ヘリウ

ム温度かつ特殊な分子修飾探針でのみ実現さ
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・新物質設計シ

ミュレーション

手法の研究開発  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料

技術の開発と応

用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を

可能にする粒子

プロセスの開発

と応用  

 

 

 

 

 

 

・新物質設計シ

ミュレーション

手法の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料

技術の開発と応

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を

可能にする粒子

プロセスの開発

と応用 

 

 

 

 

 

 

 

・新物質設計シ

ミュレーショ

ン手法の研究

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料

技術の開発と応

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を

可能にする粒

子プロセスの

開発と応用 

 

 

 

 

 

 

 

  

・新物質設計シミュレーション手法の研究

開発 

近年注目を集めているトポロジカル絶

縁体は、系の幾何学的対称性に起因して表

面のみが金属状態になり、不純物・欠陥に

影響されないという新たな状態であるが、

この考え方を磁性体へ適用し、磁性状態に

おいても幾何学的対称性に起因する状態

が存在していたことを見出した。磁気モー

メントの制御に有用な知見を与えるもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料技術の開発と応用 

従来の CO2センサー用赤外光源は、プラ

ンクの法則に支配された熱放射を用いる

ので、CO2 分子の赤外吸収とは無関係な波

長成分がスペクトルの大部分を占める。そ

こで、これまでに我々が開発したメタ表面

創製技術を応用して、プラズモン共振器ア

レイによる波長選択的赤外光源を開発し、

CO2センサーの消費電力を 34％低減した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を可能にする粒子プロセスの

開発と応用 

層状水酸化ナノシートをプリカーサー

として易燒結性ナノ粒子を作製し真空焼

結 に よ り 直 線 透 過 率 80% の 透 光 性 

(Y,Eu)2O3 セラミックスの作製に成功し

れていたサブ分子分解能計測を 3次元立体分子

において液体窒素温度かつ通常探針を用いて

世界で初めて達成するなど、国際的観点から世

界最高水準の成果である。 

 

 

・新物質設計シミュレーション手法の研究開発 

S：トポロジカル絶縁体の考え方は、従来の

物質の金属・非金属状態の起源を原子種や結合

状態に求める考え方と異なり、時間反転などの

対称性により決まるという全く新しい概念で

あり、今回の磁性状態での発見は、今後物質観

を様々に大きく変化させるという科学的発展

性が期待される。 

【定性的根拠】 

近年注目を集めているトポロジカル絶縁体

は、系の幾何学的対称性に起因して表面のみが

金属状態になり、不純物・欠陥に影響されない

という新たな状態であるが、この考え方を磁性

体へ適用し、磁性状態においても幾何学的対称

性に起因する状態が存在していたことを見出

した。これは、磁気モーメントの制御に有用な

知見を与えるものであり、科学的・技術的観点

から革新的で、特に顕著な成果である。 

 

・革新的光材料技術の開発と応用 

Ｓ：各サブテーマともロードマップに沿って

当初の計画以上に進展しており、波長選択的赤

外光源の開発と CO2 センサーの消費電力の低減

等，産業応用が可能な具体的成果も得られた。

ナノインプリント法を用いた素子作製である

ことから，量産化が容易であり、コスト低減も

期待できる。 

【定性的根拠】 

本プロジェクト研究で開発したメタ表面創

製技術を応用して、プラズモン共振器アレイに

よる波長選択的赤外光源を開発し、CO2センサー

の消費電力を 34％低減した。ナノインプリント

法による素子作製であることから，量産化が容

易であり、コスト低減も期待できる。これは、

安全・安心な社会の創出に資するもので、社会

的・経済的観点から特に顕著な成果である。 

 

・新材料創出を可能にする粒子プロセスの開発

と応用 

 S：高度に形状・組織制御された微粒子作製

技術、単結晶に匹敵する透光性セラミックスの

作製、高圧下での材料創製技術、電磁場を利用

した高強度・高靱性、高強度・伝導性セラミッ
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・有機分子ネッ

トワークによる

材料創製技術  

等に取り組む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのプロジ

ェクトにより、

2015 年度までに

特に以下の技術

目 標 を 達 成 す

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有機分子ネッ

トワークによる

材料創製技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において、平

成26年度は以下

の技術目標を達

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有機分子ネッ

トワークによる

材料創製技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における2015年

度までに特に達

成すべき以下の

技術目標の進捗

状況は適切か。 

（科学的･技術

的観点，社会的･

経済的観点，国

際的観点，時間

的観点，妥当性

の観点，科学技

術イノベーショ

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

た。また、高圧処理により高硬度（Hv= 

30GPa 以上）を有する高圧相 TaN 焼結体の

作製、複合アニオン化により２価の Mn, Ni

などの平面４配位構造を実現することに

成功した．電磁場を利用した粉体プロセス

により高強度・高靱性の配向炭窒化物セラ

ミックス、高強度・電気伝導性セラミック

スを創製した。 

 

 

 

 

 

・有機分子ネットワークによる材料創製技

術 

ラマン増強度が 107倍、増強度揺らぎが

25%以下の SERS（表面増強ラマン分光）基

板を開発した。本研究では、新しい分子修

飾技術により、50 nm 径の Au@Ag コアシェ

ル粒子を均一かつ 80%以上の被覆率で２

次元配列させた。これにより、従来の数桁

の増強度揺らぎを極小化させ、超高感度ウ

イルス感知用センサーとしての応用展開

が可能になった。 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クスの創製、など特に顕著な成果が得られたと

評価できる。 

【定量的根拠】 

層状希土類水酸化物の層間に SO4 を挿入した

ナノシートを低温で直接合成に成功し、これを

プリカーサーとして易燒結性の(Y,Eu)2O3 ナノ

粒子を作製し、1,700℃ の真空焼結により

633nm での直線透過率 80%（単結晶：81%）の高

透光性 (Y,Eu)2O3 セラミックスの作製に成功す

るなど、世界最高水準の顕著な成果を挙げた。

これは革新的な意義があり、科学的・技術的観

点から特に顕著な成果である。 

 

・有機分子ネットワークによる材料創製技術 

S：通常の SERS（表面増強ラマン分光）基板

は、励起光照射位置により信号が数桁変動する

ため、センサー応用に不可欠な分光信号の信頼

性が無かった。今回、高い増強度と低い揺らぎ

が両立したことは、極めて重要かつ顕著な成果

と考えられる。  

【定量的根拠】 

ラマン増強度が 107 倍、増強度揺らぎが 25%

以下の SERS（表面増強ラマン分光）基板が開発

され、センサー応用に不可欠な分光信号の信頼

性が大幅に向上したことで、超高感度ウイルス

感知用センサーとしての応用展開が可能にな

るなど、科学的・技術的観点からは今後の発展

性に大きな期待を抱かせる成果であり、同時に

安全・安心な社会の創出に資する非常に顕著な

成果である。 

 

２．各技術目標において、当初の計画以上に顕

著な成果が得られており、技術目標の進捗状況

は適切であると評価できる。 
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・物質・材料中

における単一原

子レベルの多元

的状態の計測技

術を開発する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・異なる物質間

の電子移動等の

解析のための計

算手法を開発す

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・液滴エピタキ

シーを用いた等

方的な量子ドッ

トの作製により

 

 

・極限場ナノプ

ローブ計測、ス

ピン偏極顕微計

測、広域表層 3

次元高速分析、

単原子分析/3 次

元可視化電子顕

微鏡、強磁場固

体 NMR、中性子実

環境計測、迅速 X

線イメージング

等、先端材料計

測技術のシステ

ム化と先進材料

への応用展開を

図る。 

 

・オーダーN法に

よる分子動力学

解析の高効率化

等の第一原理計

算手法の高度化

と半導体ナノ構

造等の大規模系

への適用、トポ

ロジカル絶縁体

等の量子機能物

質の理論的探索

による特性解明

等、材料物性の

シミュレーショ

ン技術のさらな

る 高 度 化 を 図

る。 

 

・通信波長帯量

子ドットの高品

質化、窒素等電

子トラップのパ

 

 

①物質・材料中

における単一原

子レベルの多元

的状態の計測技

術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②異なる物質

間の電子移動

等の解析のた

めの計算手法

を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③液滴エピタキ

シーを用いた等

方的な量子ドッ

トの作製により

量子もつれ合い

 

 

①非接触 AFM 超高分解能計測法による分

子内結合可視化、フェムト秒透過・反射率

微小変化計測によるグラフェンのキャリ

ア寿命解明、収差補正電子顕微鏡による単

原子鎖状炭素観察、世界最高磁場 NMR 開発

の成功と感度分解能向上、X線小角散乱の

広 Qレンジ化、超薄膜のÅレベルリアルタ

イムＸ線反射率計測など多元的状態計測

技術の開発に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②オーダーN法において、大規模第一原理

計算を高精度かつ高効率で行うための

局在軌道を利用した計算に成功した。こ

れは、密度行列や波動関数を各原子に局

在する擬原子波動関数の重ね合わせで

表し、精度を保持しながら計算量を大幅

に削減するものである。さらに 20 万原

子系について構造最適化に加えてエネ

ルギー固有値の計算が可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③液滴エピタキシー法により、通信波長帯

で発光する高対称 InAs 量子ドットの作製

法を確立し、量子もつれ光子対発生の性能

指標の一つである、励起子微細構造分裂

（FSS）の大きさを単一ドット顕微分光法

 

 

①従来不可能であった非接触 AFMによる３次元

立体的形状を有する分子内結合の可視化、世界

最高磁場 NMRによる高分解能かつ高感度固体計

測、超高速の電子状態計測、低加速単原子レベ

ル電子顕微鏡観察、ACV 法の Q レンジ拡大など

世界トップの多元的状態計測の開発が進展し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今回、局在軌道を適切に取り込む手法を考案

し、大規模計算での計算精度・効率において有

効性を確認できた。この手法は、オーダーＮ法

以外にも応用が可能であり、大きな波及効果が

ある。また、１電子固有値の計算にも成功し、

電子状態についての詳細な情報を手に入れる

ことが可能となった。 

【定量的根拠】 

オーダーN 法において、大規模第一原理計算

を高精度かつ高効率で行うための局在軌道を

利用した計算に成功した。これは、密度行列や

波動関数を各原子に局在する擬原子波動関数

の重ね合わせで表し、精度を保持しながら計算

量を大幅に削減するものである。さらに 20 万

原子系について構造最適化に加えてエネルギ

ー固有値の計算が可能となった。これらは技術

的課題に大きなインパクトを与えるものであ

り，科学的・技術的観点から特に顕著な成果で

ある。 

 

 

③研究が計画を大幅に上回るスピードで進展

し、平成２５年度には高対称 GaAs 量子ドット

を開発して当初目標を達成し、世界最高の量子

もつれ忠実度 86％を実現した。平成２６年度に

はさらに目標を高め、通信波長帯の新材料開発
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量子もつれ合い

光子対の発生を

実証する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高度に形状･組

成制御された微

細な粒子・細孔

の作製プロセス

を開発する。 ・

巨大分子の架橋

化による多孔性

シートの構築技

術を開発する 。 

ーセル効果、プ

ラズモン共振器

赤外光源の実装

素子、メタ表面

による蛍光増強

基板と高性能偏

光子、1000cm2級

コロイド結晶、

および光波領域

の光ディラック

コーンの実現を

図る。 

 

・ナノ粒子・ナ

ノ 細 孔 制 御 技

術、ハイブリッ

ド・配列化技術、

電場と強磁場を

印加した成形、

先端焼結、超高

圧利用等のプロ

セス要素技術の

高度化を実現す

るとともに多機

能材料の開発を

図る。 

 

 

・大面積多孔性

カーボン膜の連

続成膜のための

要素技術を開発

し、サブナノメ

ートルの細孔を

形 成 す る こ と

で、色素分子の

阻止性能を 99％

以上に向上させ

る。 

 

光子対の発生を

実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④高度に形状・

組成制御された

微細な粒子・細

孔の作製プロセ

スを開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤巨大分子の架

橋化による多孔

性シートの構築

技 術 を 開 発 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で評価した。FSS の平均値は 25μeV で，

従来法による InAs 量子ドット（250μeV）

よりも格段に優れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④サイアロン系の微小単結晶粒子を用い

た物質探索法を確立し、結晶構造、組成を

明らかにすることにより新規蛍光結晶を

効率良く発見でき１０個の新規蛍光結晶

を発見した。また、 Si ナノ結晶を用いた

電流注入型白色 LED 作製、フラーレンウィ

スカーの形状制御、フラーレンナノマテリ

アルを用いた有機薄膜太陽電池の高機能

化、に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤高分子のナノ沈殿法を改良することで、

ナノ粒子の網目状会合体を形成させ、これ

を濾過することで、10 nm 粒子の阻止性能

が 99％、80 kPa での透水性が 1800 L/m2h

以上の高性能 UF 膜を製造することに成功

した。開発された約 1000 cm2の UF 膜は、

乾燥後も高い透水性を維持し、架橋化によ

り有機溶媒耐性が向上することが明らか

となった。 

 

を実施し、高性能な量子もつれ実現につながる

左記の成果を得た。 

【定量的根拠】 

すでに平成２５年度に高対称 GaAs 量子ドッ

トを開発して、励起子分子準位からのカスケー

ド発光による偏光状態の量子もつれ光子対発

生に成功、忠実度の従来値 72％に対して世界最

高の忠実度 86％を達成した。平成２６年度には

さらに目標を高め、通信波長帯ではたらく高対

称 InAs 量子ドットを開発し、従来値よりも１

桁小さい FSS（25μeV）を達成した。世界最高

水準の成果が得られ、科学的・技術的観点から

先導的意義の大きい特に顕著な成果である． 

 

 

④高度に形状・組成制御された微細な粒子・細

孔の作製プロセス研究は Si ナノ結晶を用いた

電流注入型白色 LED 作製、フラーレンナノマテ

リアルを用いた有機薄膜太陽電池の高機能化、

微小単結晶粒子を用いて 10 個の新規蛍光結晶

を発見するなど、技術目標を超えて進捗してい

ると評価できる。 

【定性的根拠】 

サイアロン系の微小単結晶粒子を用いた物

質探索法を確立し、結晶構造、組成を明らかに

することにより新規蛍光結晶を効率良く発見

でき１０個の新規結晶を発見した。また、ナノ

シリコン結晶を用いた電流注入型白色 LED 作

製、フラーレンウィスカーの形状制御、フラー

レンナノマテリアルを用いた有機薄膜太陽電

池の高機能化、に成功するなど、これらはいず

れも国際的観点から世界最高水準の成果であ

る。 

 

⑤市販されている UF 膜は、乾燥により透水性

が著しく低下する。本研究では、乾燥後にも高

い透水性が維持されることから、工業用濾過フ

ィルターとしての幅広い用途につながり、

COI-STREAM で展開しているカーボン系 RO 膜の

支持膜としての用途も期待できる。 

【定性的根拠】 

独自開発したナノ粒子の網目状会合体の高

度分散液を濾過することで、高性能の UF 膜（限

外濾過膜）を製造することに成功し、乾燥後の

高い透水性、架橋化による有機溶媒耐性の向

上、大面積化や濾過フィルターとしての品質の

向上など、実用化に不可欠な顕著な成果が得ら
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３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当なし 

 

れた。これらは、科学的・技術的観点から独創

的な成果であるばかりでなく、革新的技術シー

ズを事業化へつなげるもので、科学技術イノベ

ーション創出・課題解決のためのシステムの推

進の観点からも特に顕著な成果である。 

 
４．その他参考情報 
－ 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．１ 新物質・新材料創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発の推進 ２）ナノスケール材料領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） － 273.73 298.19 258.02 271.22   予算額（百万円） － － － －  
論文 
（件/人） 

－ 3.70 3.77 3.31 3.48   決算額（百万円） 
477 

6，518 
の内数 

6，279 
の内数 

6，186 
の内数 

 

口 頭 発 表

（件） 
－ 682.79 791.44 723.70 742.55   経常費用（百万

円） 
－ － － －  

特 許 出 願

（件） 
－ 50.68 57.17 76.51 53.90   経常利益（百万

円） 
－ － － －  

実 施 許 諾

（件） 
－ 7.50 7.00 5.00 5.80   行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 86 89 89 95  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 
 新物質・新材料

を創製するため

の技術シーズを

世界に先駆けて

発掘、育成して

いくためには、

無機、有機の垣

根を越えて発現

する、ナノサイ

ズ特有の物質特

性等を利用する

ことが重要であ

本領域では、ナ

ノ（10 億分の 1）

メートルのオー

ダーでの原子・

分子の操作・制

御等により、無

機、有機の垣根

を越えて発現す

る、ナノサイズ

特有の物質特性

等を利用して、

新物質・新材料

本領域では、ナノ

（10億分の1）メー

トルのオーダーで

の原子・分子の操

作・制御等により、

無機、有機の垣根を

越えて発現する、ナ

ノサイズ特有の物

質特性等を利用し

て、新物質・新材料

を創製する。5～10

年後に材料実用化

１．着実かつ効率的

な運営により、各プ

ロジェクトにおい

て、顕著な成果が得

られたか。 

（科学的･技術的観

点，社会的･経済的

観点，国際的観点，

時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イ

ノ ベ ー シ ョ ン 創

出・課題解決のため

のシステムの推進

の観点） 

 

１．ナノスケール材料領域のマネジメント 

本「ナノスケール材料領域」は、文部科

学省「世界トップレベル研究拠点育成促進

事業」の研究拠点としての「国際ナノアー

キテクトニクス研究拠点」 (MANA) に対応

する。そのマネジメントには多くの工夫を

凝らしているが、重要な３本柱は、異分野

融合、国際化、若手研究者育成であり、そ

れらのいずれもが顕著な成果を上げてき

ている。 

 

 

 

 

 

１．ナノスケール材料領域のマネジメント 

S：左欄に記したマネジメントはいずれも特に顕著な

成果を上げており、世界トップレベルの優れた研究成

果、外国人研究者の割合が半分以上という国際化、本

領域で研究経験を積んだ多くの若手研究者の世界での

活躍などが実現している。 

全固体型電気二重層トランジスタおよびその関連デ

バイスの開発、表面超伝導において原子ステップがジ

ョセフソン接合として働くことの発見、ナノシートだ

けで作られたナノキャパシタの開発、ナノシート技術

によるメタマテリアルの実現、フッ化物を用いた極薄

膜高誘電率材料の電界効果トランジスタへの応用、超

高感度・超並列分子センサーの開発、温熱療法と化学

療法とを同時に行える癌治療ナノファイバーメッシュ

の開発などは、いずれも独創的で革新性に富んだ世界

評定 Ａ 

全固体電気二重層ト

ランジスタの開発、

電気伝導測定による

表面超伝導特性の観

測と理論計算によっ

て超伝導デバイス機

能の発現に必要不可

欠な「ジョセフソン

接合」を大量作製で

きることの発見、高

温コンデンサーへの
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る。また、単に

ナノサイズ特有

というだけでな

く、次代の成長

領域の芽となる

ような、既存の

材料・デバイス

を置換し得る、

あるいはものづ

くりのプロセス

にイノベーショ

ンをもたらし得

るほどの革新的

な物質特性等に

焦点を当てるこ

とも必要であ

る。 

そのため、機構

は、ナノスケー

ルにおける先進

的な合成手法を

開発・利用して

全く新しいナノ

構造を生み出す

とともに、ナノ

チューブ、ナノ

シート等のナノ

スケール物質が

持つ特異な機能

を最適に組み合

わせて、それら

の有機的な相互

作用から飛躍的

な機能向上を可

能とするシステ

ム化研究に取り

組むなど、新物

質・新材料を創

製するための革

新的技術シーズ

を創出する。 

を創製する。 5

～10 年後に材料

実用化への目途

を付けるという

中長期的な時間

スケールで研究

を進めることか

ら、単にナノサ

イズ特有という

だけでなく、既

存の材料・デバ

イスを置換し得

るほどの、ある

いは、ものづく

りのプロセスに

イノベーション

をもたらし得る

ほどの革新的な

物質特性等に焦

点を当てる。 

本領域には、

エレクトロニク

ス、化学、バイ

オテクノロジー

等の研究分野が

含まれているこ

とから、このよ

うな複数の研究

分野の課題・成

果の共有化を進

めつつ、多様な

ナノスケール物

質等を組み合わ

せて機能発現の

ためのシステム

化を行う。領域

内の研究者の日

常的な交流の促

進など、マネジ

メントの工夫等

に取り組むとと

への目途を付ける

という中長期的な

時間スケールで研

究を進めることか

ら、単にナノサイズ

特有というだけで

なく、既存の材料・

デバイスを置換し

得るほどの、あるい

は、ものづくりのプ

ロセスにイノベー

ションをもたらし

得るほどの革新的

な物質特性等に焦

点を当てる。 

本領域には、エレ

クトロニクス、化

学、バイオテクノロ

ジー等の研究分野

が含まれているこ

とから、このような

複数の研究分野の

課題・成果の共有化

を進めつつ、多様な

ナノスケール物質

等を組み併せて機

能発現のためのシ

ステム化を行う。領

域内の研究者の日

常的な交流の促進

等、マネジメントの

工夫等に取り組む

とともに、他のナノ

テクノロジー関連

研究機関とも連携

していく。 

平成26年度も、領

域内の異分野の研

究者の融合研究な

らびに外部の関連

研究機関との連携

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・システム・ナノテ

クノロジーによる

材料の機能創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・システム・ナノテクノロジーによる材料

の機能創出 

全固体の電気二重層トランジスタを初

めて開発したこと、表面超伝導の存在を初

めて確認しかつ表面の原子ステップがジ

ョセフソン接合として働くことを初めて

発見したことなどは、世界を先導する画期

的な研究である。この他にも世界を先導す

る研究成果が数多く得られた。 

を先導する特筆に値する研究成果である。これらは科

学的･技術的観点、国際的観点において特に顕著な成果

であり、社会的・経済的観点からは社会的価値の創出

をもたらしていると認められ、さらに科学技術イノベ

ーション創出・課題解決のためのシステムの推進の観

点からも S評定に相当するものと認識している。 

【定量的根拠】 

H26 年度、ナノスケール材料領域 （MANA） からは 488

報の論文が公表されたが、その中の 13 報がいわゆる 

「世界トップ 1 % 論文」（被引用数が世界のトップ 1 % 

に入る論文）であった。論文の被引用数は研究内容の

質を直接的に反映するものでは必ずしもないが、この

数値は成果が国際的水準に照らして大きな科学的意義

を持つことを示しており、科学的・技術的観点から特

筆に値する成果である。 

超高感度・超並列分子センサーの開発は H26 年度に

実用化研究の段階に入ったが、内外の 50 社から共同開

発の申し込みがきている状況である。これは、成果が

社会ニーズに適合している証で、発展の橋渡しの観点

から，今度の大きな発展の可能性を持つことを示した。

よって、社会的・経済的観点や妥当性の観点から特筆

に値する成果である。 

湿潤組織接着性はブタ大動脈に対して市販品の最大

12 倍、ラット肺に対して２倍以上高い耐圧強度を実現

した。今後の外科的治療に大きな革新をもたらすもの

で，社会的なインパクトは非常に大きく、社会的・経

済的観点から特に顕著な成果である。 

【定性的根拠】 

ナノスケール材料領域 （MANA） においては多くの

独創的，革新的、先導的な基礎研究、将来の実用化に

有望で発展が期待される応用研究が行われている。こ

れらは科学的・技術的観点から S 評価に十分に値する

顕著な成果である。 

合成した新規コレステロール親和性材料より、生体

膜から効率がよくコレステロールを引き抜くことに成

功した。薬学、医学の世界に大きなインパクトを与え

る可能性があり、産業の将来ニーズを反映した研究で、

科学技術イノベーション創出・課題解決のためのシス

テムの推進の観点から特に顕著な成果である。 

 

・システム・ナノテクノロジーによる材料の機能創出 

S：左欄に記した研究成果は、世界を先導する画期的

なものであり、 かつ将来の有望な応用にもつながる

ものである。 

 

 

 

 

 

応用が期待される極

薄・高静電容量・耐

高温のナノキャパシ

ターの作製をはじめ

とする本分野を先導

する顕著な成果を出

し、その応用への可

能性も示している。

また、世界トップ

１％論文数や論文被

引用数も高い値を示

している。 

今後も、機構内他領

域の装置の活用、若

手育成、基盤技術か

ら応用展開に向けた

ビジョンの明確化、

重点分野へのリソー

ス投入等を図りつ

つ、優れた成果が得

られることを期待す

る。 



17 
 

また、本領域に

おいては、多様

なナノスケール

物質等を組み合

わせるシステム

化研究を行うこ

とから、他の研

究機関との連携

も含め、分野横

断的に研究を進

める。 

もに、他のナノ

テクノロジー関

連研究機関とも

連携していく。 

具体的なプロ

ジェクトとして

は、  

・システム・

ナノテクノロジ

ーによる材料の

機能創出  

・ケミカル・

ナノテクノロジ

ー に よ る 新 材

料・新機能の創

出  

・ナノエレク

トロニクスのた

めの新材料・新

機能の創製  

・ナノバイオ

テクノロジーに

よる革新的生体

機能材料の創出  

等 に 取 り 組

む。  

これらのプロ

ジ ェ ク ト に よ

り、2015 年度ま

でに特に以下の

技術目標を達成

する。  

・ “ Beyond 

CMOS”ナノエレ

クトロニクスの

開発のための原

子スイッチとそ

れに関連するデ

バイスを開発す

る。  

・元素の価数

研究をさらに促進

する。研究目標とし

ては、ますます進展

する情報通信革命

を支えるための革

新的コンピュータ

ーの実現に向けた

新材料と新デバイ

スの開拓、診断と治

療に革新をもたら

す新複合材料の開

発を目指す。 

具体的には、次の

4つのプロジェクト 

・システム・ナノテ

クノロジーによる

材料の機能創出 

・ケミカル・ナノテ

クノロジーによる

新材料・新機能の創

出 

・ナノエレクトロニ

クスのための新材

料・新機能の創製 

・ナノバイオテクノ

ロジーによる革新

的生体機能材料の

創出 

において、平成26

年度も以下の技術

目標を達成する。 

・従来の“CMOS デ

バイス”を超える新

しいデバイスの実

用化の研究、それを

発展させた脳神経

網型の集積デバイ

スの開発、革新的な

超伝導デバイスの

開拓などを行う。 

・ナノシートやナノ

 

・ケミカル・ナノテ

クノロジーによる

新材料・新機能の創

出 

 

 

 

 

 

 

 

・ナノエレクトロニ

クスのための新材

料・新機能の創製 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ナノバイオテクノ

ロジーによる革新

的生体機能材料の

創出 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画にお

ける 2015 年度まで

に特に達成すべき

以下の技術目標の

進捗状況は適切か。 

（科学的･技術的観

点，社会的･経済的

観点，国際的観点，

時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イ

ノ ベ ー シ ョ ン 創

出・課題解決のため

のシステムの推進

 

・ケミカル・ナノテクノロジーによる新材

料・新機能の創出 

バイオマスを原料とする新しい合成法

を開発し、元のバイオマスの形態をほぼ保

ったまま数～数十nmの厚みのBNナノシー

ト（単結晶状）の合成に成功した。さらに

得られた BN ナノシートをポリマー中に分

散させ、この複合材料が高い熱伝導率、低

い熱膨張率を示すことを明らかにし、絶縁

性放熱基板としての有望性を示した。 

 

・ナノエレクトロニクスのための新材料・

新機能の創製 

Geチャネルを使ったMOSFETやトンネル

電界効果型トランジスタ（TFET)が注目さ

れている。しかし、チャネル材料によって

Higher-k ゲート絶縁膜を変える必要があ

る。多様なチャネルに直接接合が可能で共

通に使える Higher-k ゲート酸化膜の観点

からフッ化物誘電体に注目し、Ge 上で安

定かつ急峻な界面をもち誘電率 30 を超え

るフッ化物 Higher-k 材料の開発に成功し

た。 

 

・ナノバイオテクノロジーによる革新的生

体機能材料の創出 

キトサンにシクロデキストリンをグラ

フトしたコレステロール親和性材料を合

成し、生体膜からコレステロールを引き抜

くことに成功した。さらに pH 応答性ペプ

チドを設計し、これとコレステロール親和

性材料と複合化することで弱酸性環境で

のみ効果が増強される材料となり、動脈硬

化治療への展望が開けた。 

 

２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ケミカル・ナノテクノロジーによる新材料・新機能

の創出 

S：本成果は本研究の中で開発した独自の Chemical 

blowing 法をさらに発展させたユニークな方法であり、

植物などの天然材料を原料として高品質の BN ナノシー

トを大量合成できる点が特徴である。さらにポリマー

と複合化させることで放熱材料としての応用の可能性

を示した点も評価される。 

 

 

 

・ナノエレクトロニクスのための新材料・新機能の創

製 

A：世界で初めてフッ化物誘電体薄膜を作製し、それ

をゲート酸化膜として機能させることに成功した。こ

の材料は Ge だけでなく、Si や GaAs に対しても反応層

を持たない Higher-k となる。この材料を使って将来的

に TFET が実現できると産業の活性化の観点から S評価

となる。 

 

 

 

 

 

・ナノバイオテクノロジーによる革新的生体機能材料

の創出 

 S：ナノバイオテクノロジーを巧妙に活用して、生体

膜からコレステロールを引き抜く新しい材料の開発に

成功した。動脈硬化や脂質異常症の人工材料による世

界初の治療の可能性が拓かれたので、社会的価値の創

出の観点から特に高く評価できる。 

 

 

 

 

２．各技術目標において、当初の計画以上に顕著な成

果が得られており、技術目標の進捗状況は適切であ

ると評価できる。 
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制御など、組成、

構造の精密制御

を実現すること

により新規のナ

ノスケール材料

を創製する。  

・Si に直接接

合 可 能 な

Higher-k 材料、

実効仕事関数差

の大きい非晶質

金属ゲート材料

を開発する ・循

環器系疾患に対

応した自己治癒

力を誘導する複

合生体材料を創

製する 。 

チューブの創製プ

ロセス及びその特

性評価方法を確立

してそれらの実用

化を進めるととも

に、元素の価数制御

をはじめとする組

成や構造の精密制

御を実現して新規

なナノ材料を創製

する。 

・従来の”CMOS デ

バイス”の性能向上

のためのゲート材

料の開発をさらに

進める。 

・循環器系、運動器

系、脳神経系の疾患

に対応する自己治

癒力を誘導する複

合生体材料などの

創製を行う。 

の観点） 

 

①“Beyond CMOS”

ナノエレクトロニ

クスの開発のため

の原子スイッチと

それに関連するデ

バイスを開発す

る。 

 

 

 

②元素の価数制御

など、組成、構造

の精密制御を実現

することにより新

規のナノスケール

材料を創製する。 

 

 

 

③Si に直接接合可

能な Higher-k 材

料、実効仕事関数差

の大きい非晶質金

属ゲー 

ト材料を開発す

る。 

 

 

④循環器系疾患に

対応した自己治癒

力を誘導する複合

生体材料を創製す

る。 

 

 

 

３．上記の評価基準

以外の事項で、CSTI

指針を踏まえ評価

すべき事項 

該当なし 

 

 

①原子スイッチから派生した“Beyond 

CMOS”デバイスとして、一つのデバイスで

ありながら外部信号によって機能を切り

替えることのできるオンデマンド型ナノ

デバイス（スイッチ、ダイオード、キャパ

シターの機能のどれでも選べる）、フレキ

シブルな有機薄膜の上に集積して回路網

を形成しうる新しい原子スイッチの開発

に成功した。 

 

②高誘電性ペロブスカイト型酸化物ナノ

シートと導電性酸化物ナノシートをビル

ディングブロックとしてレイヤーバイレ

イヤー累積することによりナノキャパシ

タを製作した。本 MIM デバイスは厚さ 30 

nm 弱と世界最薄でありながら、現行素子

の2000倍に当たる27.5 µFcm-2の高容量を

発揮することを実証した。 

 

③ コ ン ビナ ト リアル 手 法 を使 っ て

Higher-k 材料、それに対応するメタルゲ

ートの開発の過程で、Al2O3/(Ta/NbO)x の

積層構造をつかうことで、その界面に電荷

を蓄積し 400℃でも安定に動作するチャ

ージトラップメモリの開発に成功した。こ

れは次世代フラッシュメモリ用材料とし

て有望である。 

 

④高窒素ステンレス鋼(HNS)上の血管内皮

形成を市販医用金属材料と比較し、溶出ニ

ッケルイオン制御による血管内皮促進効

果および生体親和性を明らかにした。疎水

性分子と水溶性高分子との複合化により

湿潤生体組織接着性を有する生体接着剤

を分子デザインし、ブタ大動脈に対して市

販品の最大 12 倍、ラット肺に対して２倍

以上高い耐圧強度を達成した。 

 

 

 

①左欄に記した２つのデバイスの開発に成功したよう

に、当初の技術目標に関わる研究は極めて高水準で進

展している。 

 

 

 

 

 

 

 

②本成果は我々独自のナノシート技術により現行水準

を大幅に上回る静電容量を発揮するナノキャパシタの

製作に成功したものであり、学術的な進歩性が極めて

高いことに加えて、簡便、安価、低環境負荷の溶液プ

ロセスで実現可能であることから実用展開に向けても

大きな一歩と言える。 

 

 

 

③より低消費電力で安定的動作が求められる不揮発性

メモリの分野で 400℃まで安定で電荷を蓄積する材料

と構造を見つけたことの科学的意義は大きい。この材

料に対応する仕事関数制御型非晶質メタルゲートの開

発が求められる。 

 

 

 

 

④高窒素ステンレス鋼(HNS)は NIMS オリジナルの材料

であり、内皮細胞接着性促進効果は循環器の内科的処

置のための材料として有用であると大いに期待でき

る。また、生体接着剤は循環器の外科的処置のための

材料として有望であり、内科外科的観点からの材料創

製が大いに進捗した。 

 

 
４．その他参考情報 
（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．２ 社会ニーズに応える材料の高度化のための研究開発の推進 １）環境・エネルギー・資源材料領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ③ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） － 557.87 502.19 580.75 548.9   予算額（百万円） － － － －  
論文 
（件/人） － 3.42 3.69 4.09 4.32   決算額（百万円） 3,613 6,386 

の内数 
6，452 
の内数 

6，498 
の内数  

口 頭 発 表

（件） － 1348.89 1261.02 1354.76 1112.08   
経常費用（百万

円） － － － －  

特 許 出 願

（件） － 156.82 140.33 134.99 100.40   
経常利益（百万

円） － － － －  

実 施 許 諾

（件） － 27.50 28.00 20.50 25.00   
行政サービス実

施コスト（百万

円） 
－ － － －  

         従事人員数（人） 195 191 193 195  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 第４期基本計画に

おいては、世界最

先端の低炭素社会

の実現に向け、グ

リーンイノベーシ

ョンを強力に推進

し、我が国が強み

をもつ環境・エネ

ルギー技術の一層

の革新を促すとさ

れている。また、

本領域では、再

生可能エネルギ

ーの利用を普及

させるために不

可欠な、太陽光

発電、蓄電池、

超伝導送電等の

ための新材料を

創製する。また、

現在大きなエネ

ルギーを消費し

本領域では、再生

可能エネルギーの利

用を普及させるため

に不可欠な、太陽光

発電、蓄電池、超伝

導送電等のための新

材料を創製する。ま

た、現在大きなエネ

ルギーを消費してい

る産業・家庭におけ

るエネルギー利用を

１．着実かつ効

率的な運営によ

り、各プロジェ

クトにおいて、

顕著な成果が得

られたか。 

（科学的･技術

的観点，社会的･

経済的観点，国

際的観点，時間

的観点，妥当性

の観点，科学技

術イノベーショ

１．環境・エネルギー・資源材料領域のマ

ネジメント 

最終年度を控え、さらなる成果の社会実

装を目指し、企業等を対象とした啓蒙的、

あるいは、ブレーンストーミング的なセミ

ナーや勉強会を実施し、シーズとニーズの

マッチングを加速するとともに、個々のプ

ロジェクトの進捗に合わせたリソース配

分などを実施した。 

 

 

 

 

１．環境・エネルギー・資源材料領域のマネ

ジメント 

Ｓ：特に、機動的なリソース配分などによ

って、ペロブスカイト太陽電池の進展などの

当初想定以上の特に顕著な成果が得られるよ

うになってきた。また、企業との懇談による

ニーズ発掘によって、最終年度においてさら

に進めるべき課題の抽出などの成果が得られ

た。 

電池材料のエネルギー密度において、最終

年度を前にした段階で、ほぼその数値目標を

達成し、最終年度において、目標を大きく上

回る可能性が示され、また、チタン合金にお

評定 Ｓ 

産業界との連携の下、多くの

テーマで社会実装まで至る

特に顕著な成果を上げてお

り、基盤構築や材料物性の基

礎研究も高い水準にある。 

多くの優れた成果が得られ

たことを踏まえ、社会ニーズ

や研究の進捗に応じた目標

の引き上げの検討や他プロ

ジェクトとの更なる連携を
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資源、エネルギー

などの国際的な獲

得競争が激化し、

これが中長期的な

世界の経済成長の

ひずみや、世界経

済と政治の不安定

化をもたらすこと

への懸念が示さ

れ、資源再生技術

の革新、レアメタ

ル、レアアース等

の代替材料の創出

に向けた取組を推

進するとされてい

る。 

そのため、機構は、

本領域の取組とし

て、グリーンイノ

ベーションによる

成長とそれを支え

る資源確保に不可

欠な材料科学技術

に焦点を当て、課

題解決に必要な技

術の原理とメカニ

ズムを徹底的に理

解した上で、材料

の設計、機能・特

性の最適化を行う

ことにより、既存

の技術開発の延長

では達成し得ない

ブレークスルーを

目指す。 

具体的には、再生

可能エネルギー利

用の飛躍的拡大、

産業・家庭におけ

るエネルギー利用

の高効率化等を可

ている産業・家

庭におけるエネ

ルギー利用を高

効率化させるた

め、長期にわた

り安定して作動

し かつ低コス

トの燃料電池を

開発するととも

に、既に多数の

用途に使用され

ているモーター

等 に 用 い る 磁

石、ワイドギャ

ップ半導体、Ｌ

ＥＤ照明等にお

けるブレークス

ルーに向けた技

術開発を行う。

さらに、省エネ

ルギーに資する

移動構造体等の

材料の軽量化、

火力・原子力発

電所等への適用

を目指した高強

度 耐 熱 鋼 の 開

発、原子炉材料

等の損傷評価技

術 の 高 度 化 な

ど、材料技術の

革新に向けた研

究開発を行う。

また、大気・水・

土壌などの環境

における有害物

質の無害化を目

指し、光触媒等

の材料を開発す

る。さらに、震

災からの復興、

高効率化させるた

め、長期にわたり安

定して作動し かつ

低コストの燃料電池

を開発するととも

に、既に多数の用途

に使用されているモ

ーター等に用いる磁

石、ワイドギャップ

半導体、LED照明等に

おけるブレークスル

ーに向けた技術開発

を行う。さらに、省

エネルギーに資する

移動構造体等の材料

の軽量化、火力・原

子力発電所等への適

用を目指した高強度

耐熱鋼の開発、原子

炉材料等の損傷評価

技術の高度化等、材

料技術の革新に向け

た技術開発を行う。

また、大気・水・土

壌等の環境における

有害物質の無害化を

目指し、光触媒等の

材料を開発する。さ

らに、震災からの復

興、再生と、今後起

こり得る災害時の被

害低減に向けて、機

構がこれまで培って

きた基盤的な構造材

料技術を全面的に活

用し、災害に強い建

造物及びその補修・

補強のための材料技

術を開発する。 

さらに、従来から

取り組んできた元素

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代環境再

生材料の研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端超伝導材

料に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高性能発電・

蓄電用材料の研

究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代環境再生材料の研究開発 

ナノ光触媒の構築により太陽光利用二

酸化炭素のメタン化に大幅な活性向上が

得られた。また分子鋳型を用いた電解めっ

きにより、熱的に不安定な金のナノ多孔化

に成功した。さらに、これまでに開発した

Ｎｉ基貴金属フリー触媒を上回る高活性

を発揮する新たな貴金属フリー触媒

Cu51Zr14 を発見し、またジオマテリアルの

表面改質で多様な吸着剤の開発に成功し

た。 

 

 

 

 

 

・先端超伝導材料に関する研究 

鉄系超伝導体の中でもっとも単純な構

造を持つ FeＳｅについて、極低温・強磁

場中で抵抗を測定し、量子振動の観測に成

功した。その解析から、この超伝導の発現

には、電子の強い相関とＦeの３ｄ電子の

強いスピン軌道相互作用が重要な役割を

持つことを明らかにし、この分野の研究に

大きな進展をもたらした。 

 

・高性能発電・蓄電用材料の研究開発 

添加材のない非晶質ケイ素（a-Si）固体

電解質において、高い容量（3000 Ah kg−1）

いても、プロジェクト数値目標である、650℃

で137MPaの条件下で１千時間のクリープ耐性

をすでに実現するなど、多くのプロジェクト

において、想定以上の数値目標を最終年度に

達成できる目処が立ってきている。これらは

いずれも実用材料、または実用材料に近い材

料で社会的なインパクトは極めて大きい。な

かでも疲労寿命が 10 倍の新制震材料は、名古

屋 JP タワーに実装されており、産業の活性化

への寄与は大きく、社会的・経済的観点から

見ても、科学的イノベーション創出の観点か

らも特に顕著な成果である。また、Fe, Al, 

Cu,Ti などの金属や FRP や PDMS などの有機材

料の水和物架橋を用いた 150℃での新接合技

術開発を達成するなどの、独創的で先導的な

新しい技術の開発も行われており、想定以上

の進展が見られている。これらの実績からＳ

評定に相当する特に顕著な成果が得られてい

るものと認識している。 

 

・次世代環境再生材料の研究開発 

S：各サブテーマとも適切な運営によりロー

ドマップに沿って、当初の計画以上に進展し

ている。要素材料間の複合化等の材料探索・

機能高度化に計算科学を活用し、環境再生性

能の大幅な向上を実現した。特に、清浄化触

媒などの環境再生材料に関しては、すでに産

業界と実用化に向けた連携に着手しており、

成果の橋渡しの観点から大きな進展といえ

る。 

【定性的根拠】 

ナノ光触媒の構築により太陽光利用二酸化

炭素のメタン化に大幅な活性向上が得られ

た。科学的な意義が大きく、科学的・技術的

観点から特に顕著な成果といえる。 

 

・先端超伝導材料に関する研究 

Ａ：新物質探索、物性評価、超伝導メカニ

ズム解明、ボルテックス制御、線材開発など

でおよそ予定通りに研究が進行した。高い Tc

を持つ新規超伝導体の発見や、Bi 系線材で臨

界電流密度の飛躍的な上昇があればＳ評価で

あろう。 

 

 

 

・高性能発電・蓄電用材料の研究開発 

Ａ：全固体電池において最終目標の 200 

Wh/kg を達成できるレベルの特性を合成の自

期待する。 

【主な研究成果】 

（１）社会インフラの復旧、

再生に向けた構造材料技術

の開発において、疲労寿命が

従来材の 10 倍になる新制震

鋼を開発するとともに名古

屋地区の高層ビルに実装 

（２）次世代太陽電池の研究

開発において、次世代太陽電

池（ペロブスカイト太陽電

池）での世界最高効率を達成 

（３）低炭素化社会を実現す

る耐熱・耐環境材料の開発に

おいて、チタン合金へのガリ

ウム添加により強度と耐酸

化性に優れたトップレベル

の高温用材料（合金）を開発 

（４）エネルギー関連構造材

料の信頼性評価技術の研究

開発において、高サイクル疲

労強度特性を評価予測する

技術を開発するとともに多

くの共同研究・公的機関から

の受託研究を実施 

（５）ワイドバンドギャップ

光・電子材料の研究開発にお

いて、同位体純度を高めつつ

不純物濃度を極めて低く制

御したダイヤモンドを合成 

（６）次世代環境再生材料の

研究開発において、岩石鉱物

の表面特性の制御により環

境に適応した吸着剤を開発 
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能とする新規材料

の実現や、高い信

頼性・安全性を確

保しつつ耐熱化、

軽量化、長寿命化

を可能とする革新

的材料技術を創出

する。また、長年、

物質・材料研究に

取り組んできた機

構の総合力を活か

し、レアメタル、

レアアース等の希

少元素を可能な限

り海外に依存しな

いことを目的とし

た研究開発を組織

的に推進する。な

お、レアメタル、

レアアース等の国

際需給情勢等によ

りニーズが変化し

ていく可能性もあ

るため、中長期的

視点から課題設定

を検討する。 

本領域のプロジェ

クトを遂行するに

当たり、機構の創

出した成果が活用

され、環境・エネ

ルギー・資源等に

係る多様な課題の

解決に貢献してい

くよう、企業、他

の研究機関等との

連携体制を主体的

に構築するととも

に、経営層のトッ

プマネジメントに

より、連携活動の

再生と、今後起

こり得る災害時

の被害低減に向

けて、機構がこ

れまで培ってき

た基盤的な構造

材料技術を全面

的に活用し、災

害に強い建造物

及びその補修・

補強のための材

料技術を開発す

る。 

機構は、従来か

ら取り組んでき

た元素戦略に基

づく研究を再編

成して、構造材

料、磁性材料、

触媒材料等にお

ける希少元素の

減量・代替・循

環のための材料

技術に関するプ

ロジェクトを設

置し、研究開発

を組織的に実施

する。なお、希

少元素の問題は

決して今に始ま

ったわけではな

く、かねてより、

中国、インド等

の急激な経済成

長により国際的

な需給逼迫が懸

念されてきた。

今後も、国際情

勢の変動等によ

り問題となる元

素種が変化して

戦略に基づく研究を

再編成して、構造材

料、磁性材料、触媒

材料等における希少

元素の減量・代替・

循環のための材料技

術に関するプロジェ

クトを設置し、研究

開発を組織的に実施

する。なお、希少元

素の問題は決して今

に始まったわけでは

なく、かねてより、

中国、インド等の急

激な経済成長により

国際的な需給逼迫が

懸念されてきた。今

後も、国際情勢の変

動等により問題とな

る元素種が変化して

いく可能性もある。

本プロジェクトは、

現時点で海外依存度

の高い元素にのみ焦

点を当てるのではな

く、中長期的視点に

立って課題設定を常

に検証しつつ実施す

る。 

平成 26 年度にお

いては、これまでに

得られた知見の実用

的波及に向けた検討

を加速する。すなわ

ち、開発した制震ダ

ンパー鋼の高層ビル

への実装、量産化可

能な電気化学的なプ

ロセスの開発に着目

する等、研究成果の

社会的波及に向けた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代太陽電

池の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・元素戦略に基

づく先進材料技

術の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・エネルギー関

連構造材料の信

頼性評価技術の

研究開発 

と出力性能を達成した。この材料は添加材

を均一分散させる必要がないため合成の

自由度が高く、実用材料となりうるものと

考えられる。また、酸化物系固体電解質の

エピタキシャル合成にも取り組み、粒界の

影響を大幅に低減することで 7 x 10−4 S cm
−1 の伝導度を示す固体電解質層の作製に

成功した。これらは世界トップの成果であ

る。 

 

 

 

 

・次世代太陽電池の研究開発 

これまでメカニズム研究の成果を活用

し、色素増感太陽電池の発展形であるペロ

ブスカイト太陽電池のモフォロジーを制

御することにより、高い効率のセルを再現

性良く作製でき、標準サイズ（面積 1cm2）

のセルで世界最高効率 15%が公認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・元素戦略に基づく先進材料技術の研究 

第 1 原理計算などの計算科学とナノイ

ンデンテーション法などの解析技術の両

面から元素機能解明に向けた研究を行っ

た。低合金フェールセーフ鋼について炭化

物の分散によって強度×延性×靭性バラ

ンスの制御が可能である事を明らかにし

た他、粒界制御や微量元素添加などにより

優れた強度×延性バランス有するマグネ

シウム合金、チタン合金を実現した。従来

の 5 倍の熱凝集耐性を有するシリカナノ

フラワー触媒担持体や、3次元スポーク構

造を有するメソポーラスシリカによる抽

出反応加速を見いだした。 

 

 

・エネルギー関連構造材料の信頼性評価技

術の研究開発 

クリープ強度に及ぼす Ni の影響が、海

外に先駆けて経済産業省の規格改訂に反

由度の高い材料を用いて正極、負極、電解質

で得ており、高く評価できる。燃料電池も最

終目標の 150 mW/cm3 に迫る 128 mW/cm3 を達成

し、水素製造材料、熱電材料も順調に進展し

ている。最終的に電池等に組み上げて目標性

能を達成すれば Sといえる。 

【定量的根拠】 

添加材のない非晶質ケイ素（a-Si）固体電

解質において、高い容量（3000 Ah kg−1）と出

力性能を達成した。これは社会的・経済的観

点から特に顕著な成果といえる。 

 

 

・次世代太陽電池の研究開発 

S：次世代太陽電池のメカニズム研究によ

り、新規ペロブスカイト太陽電池で目標であ

る効率 15%が公認された、また、新規ホール輸

送材料の開発でセルの安定性を大幅に改善し

た。これらの成果はいずれも同分野において

先導的な位置にあり、科学的意義が十分に大

きなものである。 

【定量的根拠】 

ペロブスカイト太陽電池のモフォロジーを

制御することにより、高い効率のセルを再現

性良く作製でき、標準サイズ（面積 1cm2）の

セルで世界最高効率 15%が公認された。世界最

高水準の大きな意義のある成果で、国際的観

点から特に顕著な成果といえる。 

 

・元素戦略に基づく先進材料技術の研究 

A：鉄鋼・マグネシウム合金等の構造材料と

触媒材料について材料特性における元素機能

の解明に向けて実験と計算科学の両面から追

求し、希少元素使用量の削減への道筋を見出

した。メソポーラスシリカを用いた希少元素

高効率抽出の高速化技術を開発したのも大き

な進展といえる。 

【定性的根拠】 

低合金フェールセーフ鋼について炭化物の

分散によって強度×延性×靭性バランスの制

御が可能である事を理論計算などを含めた取

り組みから明らかにした。応用の効く新しい

取り組みであり、社会的・技術的観点から特

に顕著な成果と評価できる。 

 

・エネルギー関連構造材料の信頼性評価技術

の研究開発 

S：クリープ及び水素脆化に関する本研究の

成果が各種規格等に反映されている。さらに、
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進捗を管理する。

特に、本領域のプ

ロジェクトを通じ

て、つくばイノベ

ーションアリーナ

の参画機関・企業

との連携・協力を

より一層深める。 

加えて、本中期目

標期間中において

も、機構の分析・

戦略企画活動等を

通して国家戦略、

社会的ニーズ等を

柔軟に取り込みつ

つ、必要に応じて

プロジェクトを見

直す。 

いく可能性もあ

る。本プロジェ

クトは、現時点

で海外依存度の

高い元素にのみ

焦点を当てるの

ではなく、中長

期的視点に立っ

て課題設定を常

に検証しつつ実

施する。 

本領域のプロジ

ェクトの遂行に

当たっては、機

構の研究成果を

実用化する側の

機関と研究開発

の初期段階から

連携することが

重 要 で あ る た

め、各プロジェ

クトリーダーを

実用化側機関と

の協力枠組みに

初期から組み込

み、理事長等が

連携の進捗を直

接管理する体制

で臨む。また、

プロジェクト進

行途中において

も、社会的課題

自体の変化、課

題解決に必要な

技術の進展等の

外的要因により

プロジェクトの

見直しが必要に

なる可能性があ

る。従って、担

当研究者による

取り組みを加速す

る。また、材料余命

の予測に向けた材料

信頼性に関する材料

変化挙動の定式化

や、未解明になって

いる酸化物電子材料

中の水素不純物の挙

動解明など、重要で

あることがわかって

いながら、さらなる

基盤的な知見の蓄積

や集積された知見か

らのより一般的な物

性・特性予測のため

の数理モデルの提示

など、材料設計・開

発の指針の提供に関

する検討も併せて加

速する。 

具体的には、次の

11 のプロジェクト 

・次世代環境再生材

料の研究開発 

・先端超伝導材料に

関する研究 

・高性能発電・蓄電

用材料の研究開発 

・次世代太陽電池の

研究開発 

・元素戦略に基づく

先進材料技術の研究 

・エネルギー関連構

造材料の信頼性評価

技術の研究開発 

・低炭素化社会を実

現する耐熱・耐環境

材料の開発 

・軽量・高信頼性ハ

イブリッド材料の研

究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・低炭素化社会

を 実 現 す る 耐

熱・耐環境材料

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・軽量・高信頼

性ハイブリッド

材料の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ワイドバンド

ギャップ光・電

子材料の研究開

発 

映されるとともに、水素脆化感受性の評価

方法が日本鋼構造協会の遅れ破壊評価法

ガイドラインとして制定された。内部疲労

破壊がき裂伝ぱ支配であることを解明し、

304 鋼の SCC き裂が{111}面に沿って進展

することを明らかにした。探傷装置を用い

た割れ検出技術の実機運用が JAXA にて検

討されている。 

 

・低炭素化社会を実現する耐熱・耐環境材

料の開発 

チタン合金は Ga 添加による固溶強化と

析出物強化によりクリープと酸化特性に

優れた合金を見いだし、プロジェクト数値

目標 650℃/137MPa/１千時間をクリアし

た。Rolls-Royce 製エンジンに搭載されて

いる商用 IMI834 合金の使用温度 600℃に

対して 50℃以上の向上が期待でき、さら

に耐酸化性でも優れている。特許出願中で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

・軽量・高信頼性ハイブリッド材料の研究

開発 

軽量移動体などを対象としたハイブリ

ッド材料の実用化や新規材料開発の際に

経験や勘によらず、材料科学技術に立脚し

た研究開発を支援するためのツール技術

開発、及び既存技術の延長に無い接合接着

技術の開発を行った。Fe, Al, Cu,Ti など

の金属や FRP や PDMS などの有機材料の水

和物架橋を用いた 150℃での新接合技術

開発や生物模倣による新接合技術の国際

標準化にも取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

・ワイドバンドギャップ光・電子材料の研

究開発 

同位体（12C）の純度を 99.998%まで高め、

かつ、シリコン不純物濃度をｐｐｂのオー

材料内部のき裂進展挙動を定量的に解明する

とともに、非破壊検出技術の実機運用が検討

される等の極めて顕著な成果を挙げており、

信頼性評価技術の開発成果がすでに社会に貢

献していることは高く評価できる。 

 

 

 

 

・低炭素化社会を実現する耐熱・耐環境材料

の開発 

S：既存合金に対して 100K の耐熱性向上とい

う挑戦的な数値目標を設定し、チタン合金と

二種類の耐熱綱について目標値を達成しつつ

ある。これらは耐酸化性についても既存合金

を格段に上回る。高温形状記憶合金、耐酸化

コーティング、高温トライボロジー膜につい

ても極めて有望な成果を得た。 

【定量的根拠】 

チタン合金へのGa添加による固溶強化と析

出物強化によりクリープと酸化特性に優れた

合金を見いだし、プロジェクト数値目標 650℃

/137MPa/１千時間をクリアした。これは高温

用材料としてトップレベルの値であり、社会

的・経済的観点およびから特に顕著な成果と

いえる。 

 

・軽量・高信頼性ハイブリッド材料の研究開

発 

S：プロジェクト研究として培ってきた研究

成果を実用技術に結びつけ、国際的技術とす

るるために重要な標準化を積極的に行った。

また、既存の接着接合技術とは異なる発想の

技術開発に成功し、軽量構造材料として社会

的に重要な材料系への可能性を実証したのも

イノベーション創出の観点から意義が大き

い。 

【定性的根拠】 

Fe, Al, Cu,Ti などの金属や FRP や PDMS な

どの有機材料の水和物架橋を用いた 150℃で

の新接合技術の開発を達成した。新しい概念

の環境に負担がなく，汎用の高い接着法であ

り、社会のニーズに適合している．妥当性の

観点から顕著な成果といえる。 

 

・ワイドバンドギャップ光・電子材料の研究

開発 

S：世界で初めてのダイヤモンドからの単一

光子発生や表面・界面素子の開発に加え、多
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対応はもちろん

のこと、3.6 に述

べる分析・戦略

企画活動におい

て関連動向を把

握し、研究現場

への情報提供を

行う。 

さらに、本領域

のプロジェクト

リーダーは、つ

くばイノベーシ

ョンアリーナの

参画機関等と連

携・協力し、実

用化のためのニ

ーズを随時反映

させる形で研究

計画の修正を行

いながらプロジ

ェ ク ト を 進 め

る。 

具体的なプロジ

ェ ク ト と し て

は、  

・次世代環境再

生材料の研究開

発  

・先端超伝導材

料に関する研究  

・高性能発電・

蓄電用材料の研

究開発  

・次世代太陽電

池の研究開発  

・元素戦略に基

づく先進材料技

術の研究  

・エネルギー関

連構造材料の信

頼性評価技術の

・ワイドバンドギャ

ップ光・電子材料の

研究開発 

・省エネ磁性材料の

研究開発 

・社会インフラ復旧、

再生に向けた構造材

料技術の開発 

において、平成26

年度は以下の技術目

標を達成する。 

・環境再生材料では、

異種材料の複合化に

よるシナジー効果の

発現による環境再生

機能の高度化を進め

るとともに、量産性

を考慮して実用化検

討を推進する。また、

理論と実験の緊密な

連携によって予測と

検証を繰り返すこと

で、材料設計指針の

提案を目指す。 

・超伝導材料に関し

ては、新規超伝導体

の探索と超伝導揺ら

ぎなどの基礎物性の

測定・解明を継続し、

超伝導の本質に迫る

とともに、超伝導体

を用いたTHz発振の

効率化や液体窒素冷

却で運転できる高温

超伝導磁石などの応

用技術の開発を加速

する。 

・発電・蓄電用材料

に関しては、燃料電

池用複合電解質膜・

電極構造（MEA）の最

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・省エネ磁性材

料の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会インフラ

の復旧、再生に

向けた構造材料

技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における2015年

度までに特に達

成すべき以下の

技術目標の進捗

状況は適切か。 

（科学的･技術

的観点，社会的･

経済的観点，国

際的観点，時間

ダーで制御したダイヤモンドの合成に成

功し、カラーセンターを用いた単一光子発

生を世界で初めて実現し、また、原子レベ

ル・ナノレベルからの解析によって、素子

機能発現の機構解明を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・省エネ磁性材料の研究開発 

高スピン分極強磁性材料や新規磁石材

料などの新規磁性材料の探索と素子化技

術、ナノ構造解析など各サブテーマを有機

的に連携させることにより、磁気記録媒

体、磁気センサー、スピントロニクス素子

で世界最高値をデモ、企業との共同研究を

積極的に進めることにより出口を意識し

た基盤研究を効率的に推進した、国内外の

連携企業からも高い評価を得た。 

 

・社会インフラの復旧、再生に向けた構造

材料技術の開発 

プロジェクト前半で開発した疲労寿命

が従来材の約 10 倍の新制震鋼を用いて、

16 基のせん断パネル型制振ダンパーを製

造し（淡路マテリア株式会社による）、実

構造物への適用を達成した。適用対象は、

名古屋駅前に建設中の超高層ビルＪＰタ

ワー名古屋（株式会社竹中工務店施工、平

成 27 年 11 月竣工予定）である。 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

くの企業との連携による研究成果の波及が認

められており、広く、社会・産業に貢献する

成果が得られていることから、S評価が妥当で

ある。 

【定性的根拠】 

同位体（12C）の純度を 99.998%まで高め、

かつ、シリコン不純物濃度を ppb のオーダー

で制御したダイヤモンドの合成に成功し、カ

ラーセンターを用いた単一光子発生を世界で

初めて実現した。世界トップの成果であり、

科学的・技術的観点から特に顕著な成果とい

える。 

 

・省エネ磁性材料の研究開発 

S：次世代 HDD 用熱アシスト磁気記録媒体開

発ならびに磁気センサー応用を目指したホイ

スラー合金 CPP-GMR の研究、さらに新規材料

を用いたスピントロニクス素子開発では世界

のチャンピオンデータを更新し、科学的意義

が極めて大きく、国内外の企業との共同研究

でも高い評価を得ている。 

 

 

 

・社会インフラの復旧、再生に向けた構造材

料技術の開発 

S：補修・補強用溶接材料、高力ボルト、耐

候性鋼、制震ダンパー鋼のいずれも極めて顕

著な成果をあげている。特に制震ダンパー鋼

については、せん断パネル型制振ダンパーの

芯材として実構造物への適用を達成し、科学

的イノベーション創出の観点から特筆すべき

成果である。 

【定量的根拠】 

疲労寿命が従来材の約10倍の新制震鋼を開

発した。この材料は、名古屋 JP タワーに実装

され、成果の社会実装に至った特に顕著な実

例である。 

 

２．各技術目標において、当初の計画以上に

顕著な成果が得られており、技術目標の進捗

状況は適切であると評価できる。 
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研究開発  

・低炭素化社会

を 実 現 す る 耐

熱・耐環境材料

の開発  

・軽量・高信頼

性ハイブリッド

材料の研究開発  

・ワイドバンド

ギャップ光・電

子材料の研究開

発  

・省エネ磁性材

料の研究開発  

・社会インフラ

の復旧、再生に

向けた構造材料

技術の開発  

等に取り組む。  

これらのプロジ

ェクトにより、

2015 年度までに

特に以下の技術

目 標 を 達 成 す

る。  

・燃料電池につ

いて、電極用 Pt

触媒のCOによる

劣化問題を根本

的に解決できる

150℃で使用可

能なハイブリッ

ド電解質膜を開

発し、現状の家

庭用燃料電池並

み の 出 力

150mW/cm2 を実

現する。  

・蓄電池につい

て、安全性の高

い全固体電解質

適化を行い、無加

湿・温度150℃で

120mW/cm2の出力密

度を達成し、全固体

二次電池においては

電極活物質の組成、

構造、合成法を最適

化し、電極活物質設

計指針を確立する。 

・次世代太陽電池に

ついては、25年度に

得たデバイス解析結

果に基づき、色素増

感太陽電池の開始・

開放電圧の向上や、

耐久性を考慮した有

機太陽電池の開発、

量子ドット太陽電池

実現のための電荷分

離の実現などを推進

する。 

・元素戦略において

は、鉄鋼・チタン合

金・マグネシウム合

金等の材料特性にお

ける元素機能のミク

ロ・マクロレベルで

の解明に向け、実験

と第一原理計算、有

限要素法の連携を深

化させるとともに、

希少元素の高選択性

高効率抽出に資する

材料技術を確立す

る。 

・構造材料の信頼性

評価では、クリープ

に伴う組織変化過程

の定式化、応力腐食

割れに関する臨界ミ

クロ組織条件の定量

的観点，妥当性

の観点，科学技

術イノベーショ

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

①燃料電池に

ついて、電極用

Ｐｔ触媒の CO

による劣化問

題を根本的に

解 決 で き る

150℃で使用可

能なハイブリ

ッド電解質膜

を開発し、現状

の家庭用燃料

電池並みの出

力 150ｍW/cm 2

を実現する。 

 

②蓄電池につ

いて、安全性の

高い全固体電

解質を用い、高

性能プラグイ

ンハイブリッ

ド自動車のた

めに十分なエ

ネルギー密度

で あ る

200Wh/kg を実

現する正極材

料を開発する。 

 

 

 

③超伝導送電

について、Bi 系

超伝導線材の

臨界電流性能

を実用化レベ

ル の 400A/mm2

（77K）まで引

き上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①高温型燃料電池用ポリマー電解質膜で

ある Nafion-azole-H3PO4 複合電解質膜と

電極の界面抵抗を低減することに成功し、

無 加 湿 ・温 度  150 ℃ で 年 度目 標 の

120mW/cm2を超える出力密度128 mW/cm2を

達成した。これは 150℃無加湿のデータと

しては世界トップレベルの値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②正極材料の性能実証を薄膜電池の形態

で行った。安定性の高い酸化物（Li3PO4）

を固体電解質として用いたことで、105 Ah 

kg−1の容量が確認され、この特性から a-Si
と組み合わせた際のエネルギー密度を算

出して、活物質重量当たりで 380 Wh kg−1

を達成した。電池内の活物質量を 50%と低

く見積もっても電池のエネルギー密度は

190 Wh kg-1 となり、5 年間の目標である

200 Wh kg-1をほぼクリアーしている。 

 

 

 

 

 

 

③Ｂｉ2223 系の超伝導相生成過程を検討

するための前駆体薄膜法の研究を進め、拡

散距離の影響を調べるなどして、長尺線材

と同程度の Tc=106.9K の超伝導高温相合

成に成功した。また、長尺線材の安定生産

実現のための線材プロセス技術高度化へ

の協力を通じ、Bi 系線材を用いた送電ケ

ーブル実証（他機関）の進展に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①界面抵抗を低減化することで、年度目標を

超える出力を達成している。ここまでも順調

に目標をクリアしており、最終目標の 150 

mW/cm2 を達成できる見込みであり、大いに進

展していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②開発してきた正極材料と、負極として a-Si
と組み合わせた際のエネルギー密度を算出す

ると活物質重量当たりで 380 Wh kg−1を達成し

ており、5 年間の最終目標である 200 Wh kg-1

は、ほぼクリアできると見込まれ、大いに進

捗していると評価できる。 

【定量的根拠】 

安定性の高い酸化物（Li3PO4）を固体電解質

として用いたことで、105 Ah kg−1 の容量が確

認され、この特性から a-Si と組み合わせた際

のエネルギー密度を算出して、活物質重量当

たりで 380 Wh kg−1を達成した。これは全固体

二次電池の実用化に近づけるものであり、社

会的・経済的観点や科学的イノベーション創

出の観点から特に顕著な成果といえる。 

 

③ほぼ計画通りに進んでいる。線材臨界電流

の飛躍的向上の種となる基礎研究の進展とそ

れを反映した新プロセス構築が待たれる。薄

膜法で得られた知見を反映したプロセスでの

線材作製に早々に取り組む必要がある。 

【定性的根拠】 

長尺線材の安定生産実現のための線材プロ

セス技術高度化への協力を通じ、Bi 系線材を

用いた送電ケーブル実証（他機関）の進展に

貢献した。実用化に向けた連携研究の結果で
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を用い、高性能

プラグインハイ

ブリッド自動車

のために十分な

エネルギー密度

である 200Wh/kg

を実現する正極

材 料 を 開 発 す

る。  

・超伝導送電に

ついて、Bi 系超

伝導線材の臨界

電流性能を実用

化 レ ベ ル の

400A/mm2（77K）

ま で 引 き 上 げ

る。  

・高強度耐熱材

料について、タ

ービンの圧縮機

など中温域（500

～900℃）で用い

られるチタン合

金や耐熱鋼に着

目し、従来材料

とは異なる組織

や強化法を導入

し て 耐 熱 性 を

100K 以上向上さ

せる。 ・太陽光

発電について、

業務用電力料金

並みの発電コス

ト（14 円/kWh）

の2020年までの

実現に向けて、

変換効率を飛躍

的に向上させる

革新的材料とデ

バイス技術を開

発する 。  

化や亀裂発生機構モ

デルの提案等、余寿

命予測のための数値

モデル構築を進展さ

せ、余寿命予測に有

用な材料評価法の開

発を行う。 

・耐熱・耐環境材料

については、各耐熱

合金の開発フェーズ

に合わせて合金組

成・組織の最適化と

実用化に必要な特性

取得に努める。また、

低摩擦BN薄膜の特性

向上を目指しつつ、

そのベアリングへの

適用についての検討

を開始する。 

・軽量ハイブリッド

材料については、ハ

イブリッド材料特有

の機能発現効果を利

用するための技術的

手法の開発を継続す

るとともに、界面力

学特性や界面熱特性

の評価技術を引き続

き開発する。さらに、

新しい界面接合技術

の基礎研究及び応用

技術展開も行う。 

・光・電子材料では、

これまでに試作に成

功したスイッチング

素子の機能向上のた

めの材料・界面構造

の精査を進めるとと

もに、水素不純物な

どの未解明な特性支

配要因の検討、所望

 

 

 

 

 

④高強度耐熱材

料について、タ

ービンの圧縮機

など中温域（500

～900℃）で用い

られるチタン合

金や耐熱鋼に着

目し、従来材料

とは異なる組織

や強化法を導入

し て 耐 熱 性 を

100K 以上向上さ

せる。 

 

 

 

 

⑤太陽光発電に

ついて、業務用

電力料金並みの

発電コスト（14

円/kWh）の 2020

年までの実現に

向けて、変換効

率を飛躍的に向

上させる革新的

材料とデバイス

技 術 を 開 発 す

る。 

 

⑥建築構造物の

重量低減効果、

耐震性等を大き

く向上させる構

造 部 材 に つ い

て、安価な金属

元素を用いて寿

命を2倍にする。 

 

⑦多数の部材の

接合を必要とす

る橋梁等の構造

物において、靱

性 を 確 保 し つ

 

 

 

 

 

④新しい Fe-Ni 基超合金(SINM (Super 

Iron- Nickel Metal))は、従来 Fe-Ni 基超

合金のチャンピオン材の GH2984 より耐熱

温度が約 76℃高く、 Ni 基超合金 CCA617

の性能を超える。さらに 5000 時間まで優

れた耐酸化性を示す。Fe を 40%程度含むた

めに、Ni 基に比して 40%以上の低コストを

実現、優れた C/P と製造性についても確認

済みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ペロブスカイト太陽電池の安定性を向

上させるため、高ホール移動度を有する新

規ホール輸送材料を開発した。従来の材料

より太陽電池の安定性を 4 倍以上改善し

た。量子ドット太陽電池において、２段階

光吸収による光電流生成を実証するとと

もに、ドット内のキャリアの挙動やその密

度変化を明らかにした。 

 

 

 

 

 

⑥プロジェクト前半で開発した疲労寿命

が従来材の約 10 倍の新制震鋼を用いて、

16 基のせん断パネル型制振ダンパーを製

造し（淡路マテリア株式会社による）、実

構造物への適用を達成した。適用対象は、

名古屋駅前に建設中の超高層ビルＪＰタ

ワー名古屋（株式会社竹中工務店施工、平

成 27 年 11 月竣工予定）である。 

 

⑦橋梁等の部材を模擬した構造体につい

て、開発溶接材料を使用し高能率立向き補

修溶接と横向き補修溶接を行い、止端部の

残留応力が低減することを実証した。さら

あり、革新的技術シーズを事業化に繋ぐ橋渡

しの役割を果たしており，科学技術イノベー

ション創出・課題解決のためのシステムの推

進の観点から非常に意義のある成果である。 

 

④社会的価値の創出の観点から極めて顕著な

進捗である。NIMS の新型 Fe-Ni 基超合金が実

用化され、700℃－350 気圧の蒸気条件で火力

発電プラント（A-USC)が操業できれば、需要

が激増している火力発電のエネルギー効率を

向上させて燃料を節約し、CO2排出量の 20％削

減が期待できる。 

【定量的根拠】 

新しい Fe-Ni 基超合金(SINM (Super Iron- 

Nickel Metal))では、従来 Fe-Ni 基超合金の

チャンピオン材の GH2984 より耐熱温度が約

76℃高く、 Ni 基超合金 CCA617 の性能を超え

る超合金の剛性を実現し、さらに 5,000 時間

まで優れた耐酸化性をもつことを示した。こ

れは世界最高水準の値であり、国際的観点か

ら特に顕著な成果といえる。 

 

⑤新規高性能ホール輸送材料の開発により、

太陽電池の効率のみならず、安定性を 4 倍以

上改善したことは顕著な進展である。量子ド

ットの原理解明と実証も顕著な成果を上げて

いる。これらの成果は PJ の目標に合致したも

のであり、大いに進捗していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥新制震鋼の大型部品化の課題を克服し、せ

ん断パネル型制振ダンパーの芯材として実構

造物への適用を達成した。安価な金属元素の

みを用いた疲労寿命従来比 10 倍の新合金で、

建築構造物の耐震性向上に貢献した。進捗状

況は当初計画以上である。 

 

 

 

⑦橋梁等の部材を模擬した構造体での開発溶

接材料の有効性を実証するとともに、新制震

ダンパー材の溶接ワイヤの開発を達成した。

進捗は当初計画以上である。 

【定性的根拠】 
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・建築構造物の

重量低減効果、

耐震性等を大き

く向上させる構

造 部 材 に つ い

て、安価な金属

元素を用いて寿

命を2倍にする。 

・多数の部材の

接合を必要とす

る橋梁等の構造

物において、靭

性 を 確 保 し つ

つ、補修工期の

半減を可能とす

る溶接接合技術

を開発する。 

の分極構造を発現さ

せるための界面原子

構造の解明などを推

進する。 

・省エネ磁性材料で

は、1.5Tbit/in2の熱

アシスト磁気記録、

2Tbit/in2以上の高

密度磁気記録用磁気

センサーに向けた材

料・素子の開発、

10-6A/cm2でのスピン

注入磁化反転可能な

垂直磁気トンネル素

子開発等を継続して

行う。 

・社会インフラ復旧、

再生に向けた構造材

料については、橋梁

部材の模擬構造での

高能率補修溶接の検

証、形状最適化した

ボルトで摩擦接合継

ぎ手の強度評価を実

施するとともに、こ

れまでに開発した制

震ダンパー鋼の高層

ビルへの実装などを

達成する。 

つ、補修工期の

半減を可能とす

る溶接接合技術

を開発する。 

 

 

 

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当なし 

 

に、長寿命制震ダンパー鋼材の溶接施工を

可能とする溶接ワイヤを開発した。 

橋梁等の部材を模擬した構造体について、

開発溶接材料を使用し高能率立向き補修溶接

と横向き補修溶接を行い、止端部の残留応力

が低減することを実証した。社会の安心・安

全に資するもので、社会的･経済的観点から特

に顕著な成果といえる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．２ シーズ育成研究の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ④ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） － 254 223 242 265   予算額（百万円） － － － －  
論文 
（件/人） 

1 2.75 2.56 2.50 2.30   決算額（百万円） 
725 12,905 

の内数 
12,732 

の内数 
12,683 

の内数 
 

口頭発表 － 590 592 595 669   経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 12 12 10 10  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 社会的課題解決を

起点としてプロジ

ェクトを推進する

のみでは、課題の

設定時に把握可能

な技術への重点化

に偏り、革新的技

術の中長期的な育

成が弱体化する懸

念がある。本中期

目標期間中におい

本中期目標期間

中に、国家戦略

に基づく社会的

ニーズが変動す

る、もしくは新

たに発生する可

能性がある。こ

れに柔軟に対応

するため、機構

の技術基盤を不

断に多様化する

プロジェクト

を実施する過程

において得られ

た、新たな現象

の発見、当初想

定していなかっ

た 用 途 の 可 能

性、他分野との

融合の見込み、

社会が未だ認識

していない潜在

１．着実かつ効

率的な運営によ

り、各研究テー

マにおいて、顕

著な成果が得ら

れたか。 

（科学的･技術

的観点、社会的･

経済的観点、国

際的観点、時間

的観点、妥当性

の観点、科学技

術イノベーショ

１．平成 26 年度は理事長のトップマネジ

メントにより、材料研究のフロンティアを

開拓する重要なシーズとなり得る先導的

で挑戦的な研究として、研究ユニット・グ

ループ体制下で、グループを研究単位とす

るシーズ育成型研究を 122 課題、ユニット

横断的な研究体制によるインターユニッ

トシーズ育成研究を 18 課題実施した。本

シーズ育成研究においては、新たに高い円

偏光発光異方性を持つ新規螺旋分子の合

成、植物細胞の中でのセシウムの分布状態

の可視化に成功などの顕著な成果が得ら

れた。特に、高い円偏光発光異方性を持つ

１．シーズ育成研究では、新たに高い円偏

光発光異方性を持つ新規螺旋分子の合成、

植物細胞の中でのセシウムの分布状態の

可視化に成功などの顕著な成果が得られ

た。また、成果報告会等によりフォローア

ップが行われ、結実している。さらに、グ

ループ単位、ユニット横断的な研究体制と

することで、プロジェクト化へ向けたフィ

ジビリティ・スタディの要素を取り入れる

など工夫が見られることは評価できる。 

シーズ育成研究制度を整備・拡充し、フ

ォローアップを適切に実行することによ

り、目覚ましい研究成果が得られ、また、

評定 Ａ 

高度かつ先進的なハイリスク研究の

推進により、植物細胞中でのセシウ

ムの分布状態の可視化（セシウムの

生物内動態の解明や植物を利用した

除染法の開発促進への寄与が期待）、

高い円偏光発光異方性を持つ新規ら

せん分子の合成（高輝度液晶ディス

プレイの光源・光通信用デバイス等

への応用が期待）などの成果が得ら

れ、シーズ育成研究の成果による論
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て、社会的ニーズ

の変化を受け、国

家戦略の方向性が

変わる可能性もあ

る。そのような状

況変化に柔軟に対

応していくため、

戦略性を持ってシ

ーズ育成研究を推

進する。 

研究を進めるに当

たっては、短期的

な成果を求めるこ

とはせず、長期的

な展望に立ち、将

来のプロジェクト

化をはじめ、シー

ズの発展の可能性

を評価する。また、

シーズ育成研究に

取り組む研究者間

の情報交換を進

め、異分野融合を

進めるとともに、

育成されたシーズ

の発展を促進する

制度の構築・運用

を行う。 

 

必要がある。 

1.1.1、1.1.2 で

述べたプロジェ

ク ト に つ い て

は、その進捗に

伴い予想外の展

開があり得る。

かかる展開を技

術基盤の多様化

の貴重な機会と

とらえて、プロ

ジェクト化の可

否を検討する。

具体的にはプロ

ジ ェクトを実

施する過程にお

いて得られた、

新たな現象の発

見、当初想定し

ていなかった用

途の可能性、他

分野との融合の

見込み、社会が

未だ認識してい

ない潜在的ニー

ズなどを基に研

究課題を戦略的

に設定し、プロ

ジェクト化に向

けたフィジビリ

ティ・スタディ

を行う。 

また、将来のプ

ロジェクトの重

要なシーズとな

り得る先導的で

挑戦的な研究を

積極的に行う。 

これらの研究活

動における研究

テーマの選定に

的ニーズ等を基

に研究課題を設

定し、プロジェ

クト化に向けた

フ ィ ジ ビ リ テ

ィ・スタディを

行うと同時に、

現時点ではプロ

ジェクト化され

て い な い も の

の、将来のプロ

ジェクトの重要

なシーズとなり

得る先導的で挑

戦的な研究を積

極的に行う。 

具体的には機

構内で公募を行

った上で、理事

長の審査方針に

基づき、応募テ

ーマのスクリー

ニングを行う。

平成26年度も、

研究ユニットを

横断した研究者

間の協働を促進

するための研究

テーマへの取り

組 み を 継 続 す

る。これにより、

機構内における

分 野 融 合 を 進

め、今後変化し

ていくであろう

様々な社会ニー

ズに柔軟に対応

できるだけの研

究開発ポテンシ

ャルを蓄積、強

化する。シーズ

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下の

目標の進捗状況

は適切か。 

（科学的･技術

的観点、社会的･

経済的観点、国

際的観点、時間

的観点、妥当性

の観点、科学技

術イノベーショ

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

①シーズ育成研

究による研究成

果の誌上発表件

数は、国際的に

評価の高い学術

雑誌に積極的に

投稿・発表する

など、論文の質

の向上に努めつ

つ毎年平均で１

件／人程度を維

持する。 

 

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

（ハイリスク研

究、学際・融合

領域・領域間連

携研究等推進の

観点） 

新規螺旋分子の合成は、高輝度液晶ディス

プレイや３次元ディスプレイの光源、高密

度な光通信用デバイス、セキュリティー用

の蛍光インクなどへの応用が期待される。

また、終了課題に対しては成果報告会を実

施し、機構内での成果の敷衍を図った。 

 

 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究成果の誌上（CHEMICAL REVIEWS、

NATURE CHEMISTRY 等）発表件数は、2.30

件／人であった。また、シーズ育成研究に

関わる論文の平均ＩＦ値は 4.75(前年

度:4.03)と大きく増加し、研究の質の向上

が明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３．本シーズ育成研究の実施にあっては

新分野開拓を目指すようなリスクを伴う

先導的で挑戦的な材料研究課題を、インタ

ーユニットシーズ育成研究にあってはこ

れに加えて複数の領域間連携に基づく研

究課題を、それぞれ採択することとし、こ

れらを募集時に条件化した。また、インタ

ーユニットシーズ育成研究の一部の課題

成果としての学術論文においても明らか

な質の向上が得られたことは高く評価で

きる。 

【定性的根拠】 

高い円偏光発光異方性を持つ新規螺旋

分子の合成、植物細胞の中でのセシウムの

分布状態の可視化などの顕著な成果が新

たに得られたことは高く評価できる。 

 

２．シーズ育成研究制度の着実な実施によ

って絶え間ないシーズ創出に取り組み、目

覚ましい研究成果が得られ、また、成果と

しての学術論文においても中長期計画値

を大きく超えているので目標の進捗状況

は適切であると評価できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①シーズ育成研究による研究成果の誌上

発表件数は 2.30 件／人と数値目標を大き

く上回りつつ、論文の平均 IF 値が前年度

4.03 から 4.75 と向上しており、顕著な成

果が得られていると評価できる。 

【定量的根拠】 

本制度の地道な推進と報告書に基づく

適切なフォローアップにより、論文の平均

IF 値が 4.75（前年度：4.03）と極めて高

い水準まで大きく向上し、また、学術論文

数にあっても目標値（毎年平均で１件／人

程度）を大きく超える 2.3 件となったこと

は明瞭な成果として高く評価できる。 

 

３．シーズ育成研究制度の実施に際して、

リスクを伴う挑戦的な研究、又は領域間連

携研究を支援する制度であることを明示

し、研究者のハイリスク研究を促進したこ

とは評価できる。加えて、継続中の課題に

あっても適宜フォローアップを行い、必要

な措置を講じたことは評価できる。 

【定性的根拠】 

文数が目標の 2 倍を超える水準（1

人当たり年間 2.3 件）に達し、その

質を示す値（論文平均 IF 値）も前年

水準(4.03)を大きく上回る極めて高

い水準(4.75)を示している。 

更なる成果創出に向けて、当機構の

ミッション遂行に必要なシーズ技術

を特定し、最先端の研究を有機的に

実施する仕組みづくりや、目標設定

の一層の高度化・多様化を期待する。 
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当たっては、機

構内公募なども

活用し、理事長

のトップマネジ

メントによるス

クリーニングを

経た上で決定す

る。研究の遂行

に必要な場合に

は、機構の研究

者を分野横断的

に結集した研究

体 制 を 構 築 す

る。 

シーズ育成研究

による研究成果

の誌上発表件数

は、国際的に評

価の高い学術雑

誌に積極的に投

稿・発表するな

ど、論文の質の

向上に努めつつ

毎年平均で１件

／人程度を維持

する。 

育成研究による

研究成果の誌上

発表件数は、国

際的に評価の高

い学術雑誌に積

極的に投稿・発

表する等、論文

の質の向上に努

めつつ1件/人程

度を維持する。 

 

 においては中間報告書を踏まえたインタ

ビューを実施し、新たな所内連携研究者の

あっせん等を行った。 

インターユニットシーズ育成研究の研

究期間終了課題に対して機構内にて成果

発表会を実施し、職員の目による評価と成

果の機構内への敷衍を図ったことは、本研

究のさらなる進展を促すものとして高く

評価できる。 

 
４．その他参考情報 
（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．３ 公募型研究への提案・応募等 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑤ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） － － － －  
        決算額（百万円） 14,431 

の内数 
12，905 

の内数 
12，732 

の内数 
12,683 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 36 45 38 40  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 なお、機構は、公

募型研究資金制度

等に積極的に提

案・応募していく

ことにより、その

技術シーズ、研究

ポテンシャルを活

用して、社会的ニ

ーズへの的確な対

応、成果の更なる

発展、応用研究へ

機構は、外部機

関からの要請に

的確に応えると

ともに、自らの

研究活動に対す

る社会的認知度

の向上、研究現

場における競争

意識の高揚など

につなげていく

ため、機構にお

機構は、これ

までの技術シー

ズ、研究ポテン

シ ャ ル を 基 盤

に、公募型研究

資金制度等に積

極的に提案・応

募していくこと

により、成果の

更なる発展、応

用研究への橋渡

１．着実かつ効

率的な運営によ

り、成果の更な

る発展、応用研

究への橋渡しな

どにおいて、顕

著な成果が得ら

れたか。 

（科学的･技術

的観点、社会的･

経済的観点、国

際的観点、時間

的観点、妥当性

の観点、科学技

１．引き続き、公募説明会及びインターネ

ット等を活用した公募情報の収集に努め

るとともに、構内ＨＰ等を活用した効果的

な情報発信・提供等により新規制度等への

積極的な申請を行った。各種公募型研究制

度に対して、新規研究課題の提案を積極的

に行い、基盤技術の確立だけでなく実用化

へ向けた取組を推進し、平成 26 年度は、

公募型研究、受託研究等の研究資金等の合

計 417 課題（総額 6,417 百万円）を獲得し

た。 

特に、内閣府が主導する府省の枠や旧来

の分野の枠を超えたマネジメントに主導

的な役割を果たすことを通じ、科学技術イ

１．公募型競争的外部資金の効果的な情報

収集等、着実かつ効率的な運営を行うとと

もに、 効果的な情報発信・提供等により

新規制度等への積極的な申請を行い、昨年

度の公募型研究とほぼ同等の 6,417 百万

円（前年度 6,500 百万円）獲得したことは

着実に取り組んだ成果であると評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

公募型競争的外部資金についての効

果的な情報収集、外部資金への積極

的応募、民間企業等からの研究資金

獲得のための連携促進方策等の諸取

組の結果、戦略的イノベーション創

造プログラム（ＳＩＰ）への 11 課題

の採択を含め、当初の目標額を 2 割

以上大きく上回る外部資金を獲得し

ている。 

更なる成果創出に向けて、世界トッ
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の橋渡しなどを進

める。また、民間

企業からの研究資

金等を積極的に導

入する。 

け る 技 術 シ ー

ズ、研究ポテン

シ ャ ル を 基 盤

に、公募型研究

資金制度等に積

極的に提案・応

募していくこと

により、成果の

更なる発展、応

用研究への橋渡

し な ど を 進 め

る。 

特に、国内外の

優れた研究者を

結集させるため

の場を形成し、

運営するような

事 業 に つ い て

は、それを実施

することが我が

国全体の物質・

材料科学技術の

水準の向上につ

ながるとの認識

の下、理事長等

が主導して、担

当研究者、研究

内容等を組織的

に提案して申請

する。 

イノベーション

創出に向けて実

用化側機関等と

の連携を一層強

化するため、民

間企業からの研

究資金等を積極

的に導入し、本

中期目標期間中

の 総 額 に つ い

て、前期の総額

し等を進めるこ

ととする。 

特に、国内外

の優れた研究者

を結集させるた

め の 場 を 形 成

し、運営するよ

うな事業につい

ては、それを実

施することが我

が 国 全 体 の 物

質・材料科学技

術の水準の向上

につながるとの

認識の下、理事

長 等 が 主 導 し

て、申請者、申

請内容等を組織

的に提案して獲

得する。 

イノベーショ

ン創出に向けて

実用化側機関と

の連携を一層強

化するため、民

間企業からの研

究資金等を積極

的に導入し、前

中期目標期間中

の総額と同程度

の 維 持 を 目 指

す。また、様々

な公募型研究の

発掘を行うとと

もに、効率的に

応募ができるよ

う説明会の開催

等行う。 

 

術イノベーショ

ン創出・課題解

決のためのシス

テムの推進の観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

 

①イノベーシ

ョン創出に

向けて実用

化側機関等

との連携を

一層強化す

るため、民

間企業から

の研究資金

等を積極的

に導入し、

本中長期目

標期間中の

総額につい

て、前期の

総額（平成

21 年度補正

予算による

収 入 を 除

く）と同程

度を維持す

る。 

（科学的･技術

的観点、社会

的･経済的観

点、国際的観

点、時間的観

ノベーションを実現するために平成 26 年

度に新たに創設した「戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP）」について複数の

課題を提案し、「インフラ維持管理・更新・

マネジメント技術」分野にて 1 課題、「革

新的プロセスを用いた航空機エンジン用

耐熱材料創製技術開発」や「マテリアルズ

インテグレーションシステムの開発（代

表：東京大学）」など「革新的構造材料」

にて 9 課題、「次世代パワーエレクトロニ

クス」分野にて 1 課題の計 11 課題が採択

された。 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

① 機構の技術シーズを産業界で発展させ

ることを目的として、NIMS 研究者紹介

冊子等を活用して連携促進を図り、機

構の経営陣も関与する組織的大型連携

を拡大した。民間企業等からの研究資

金（資金受領型共同研究費等）を積極

的に受け入れ、1,008 百万円（前年度

947 百万円）を獲得し、公募型研究と

合わせた外部資金全体として、平成 26

年度は、670 課題、7,549 百万円獲得し

た。これは、本中長期計画期間中の目

標総額 26,418 百万円の 5 年間平均額

5,284 百万円を大きく超える額であっ

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．以下の目標において、着実に成果が得

られており、目標の進捗状況は適切であ

ると評価できる。 

 

 

 

①民間企業からの研究資金等や公募型研

究における獲得額が昨年度を大きく上

回っており、外部資金全体として、本中

長期目標期間中の目標総額を達成して

いることから、目標を大きく上回る、顕

著な成果であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ水準の研究を実施するべく、民間

からの一層の資金獲得を含めた戦略

的な提案・応募を期待する。 
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（平成 21 年度

補正予算による

収入を除く）と

同程度を維持す

る。 

点、妥当性の

観点、科学技

術イノベーシ

ョン創出・課

題解決のため

のシステムの

推進の観点） 

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

（長としての資

質の観点） 

 

 

 

 

 

理事長がリーダーシップを発揮し、関係

者が力を合わせ、内閣府「総合科学技術・

イノベーション会議（CSTI）」が、科学技

術イノベーションを実現するために平成

26 年度に新たに創設した「戦略的イノベ

ーション創造プログラム」に複数課題を提

案し、11 課題が採択された。 

 

 

 

 

 

 

理事長のトップダウンにより、組織型大

型外部資金制度を獲得し、研究費の確保に

努めたことは、長の資質を発揮した結果で

あると評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．１．① 広報・アウトリーチ活動の推進 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑥ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

視察・見学

者数 
－ 2,087 3,916 3,969 4,878   予算額（百万円） － － － －  

        決算額（百万円） 4,577 
の内数 

4，590 
の内数 

4，673 
の内数 

4,054 
の内数 

 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 9 10 9 9  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構が物質・材料

研究を推進するに

当たり、国民の理

解、支持及び信頼

を獲得していくこ

とがますます重要

となっている。そ

のため、広報関連

施策の効果的・効

機構の広報に係

る基本方針を策

定し、広報関連

施策を効果的・

効率的に推進す

る。具体的には、

マスメディアな

どに対する情報

発信力を強化し

平成23年度に

策定した機構の

広報に係る基本

方針に基づき、

広報関連施策を

効果的・効率的

に推進する。動

画映像等を用い

マスメディア等

１．機構の広報

に係る基本方

針を策定し、

広 

報関連施策を

効果的・効率

的に推進した

か。 

（ ア ウ ト リ ー

チ・理解増進の

観点、科学技術

１．平成 23 年度に策定した機構の広報に

係る基本方針に基づき、広報施策を効果

的・効率的に推進するため、25 年度に

「広報ビジュアル化戦略」を開始、今年

度はこれを一層強化することで、大きな

成果を挙げた。 

 

ビジュアル化戦略の柱であり、物理化

学の知識なしでも材料研究の醍醐味に

触れられる魅力的な動画映像による研

究成果配信では、平成 24 年度より本格

１．広報活動を一層効率的かつ効果的にす

るため「ビジュアル化戦略」を推進、広報

ターゲットを主に 2 つに定め強化した。1

つは物理化学の知識を必要とせずに、最新

の研究成果や日本にとっての重要性を一

般国民へ情報発信すること。もう一つは、

人生の選択時期にある若年層へ材料研究

の魅力をアピールし材料研究者の増加に

寄与する長期的視野に立った広報である。 

開始2年となったYouTube上での科学映

像の展開は、当初の想定以上の成果をあげ

評定 Ｓ 

物質・材料科学への理解増進のため

の動画をはじめとする新たな取組を

積極的に展開し、動画の再生回数・

登録者数の顕著な増加（累計再生回

数は364,569回から1,641,888回に、

登録者数は 1,336 人から 5,702 人に

増加しており、それぞれ前年比４倍

以上）、公式ＨＰアクセス数の大幅増
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率的な推進を目指

し、機構の広報に

係る基本方針を策

定する。また、機

構の活動や研究成

果等が幅広く理解

されるよう、機構

の組織的な活動に

加え、研究者一人

一人が物質・材料

科学技術のインタ

ープリターとして

双方向コミュニケ

ーション活動を行

う。さらに、国民

各層の科学技術リ

テラシーの向上へ

の貢献を目指し、

物質・材料科学技

術に関する知識の

普及等を行う。 

つつ、広報誌、

プレス発表等を

通じて機構の活

動を積極的に広

報することによ

り、研究成果等

を普及させる。 

機構の活動や研

究成果等が広く

国民から理解さ

れるよう、研究

者一人一人が自

身の研究課題に

ついて、物質・

材料科学技術の

インタープリタ

ーとして双方向

コミュニケーシ

ョ ン 活 動 を 行

う。具体的には、

一般市民を対象

としたシンポジ

ウム、博覧会や

展示場での研究

成果の説明、メ

ールマガジン等

により、市民と

の間で直接コミ

ュニケーション

活動を行う。ま

た 、 機 構 の 施

設・設備等を適

切な機会に公開

し、国民各層の

見学等を受け入

れるとともに、

ホームページ等

を活用して、機

構の研究活動等

を積極的に紹介

する。さらに、

に対する情報発

信力を強化する

とともに、広報

誌、プレス発表、

研究者総覧等を

通じて機構の活

動を積極的に広

報することによ

り、研究成果等

の 普 及 に 努 め

る。民間企業と

一般市民を対象

としたNIMSフォ

ー ラ ム 、

nanotech等の博

覧会や展示場の

開 催 に お い て

は、少人数を対

象とした研究者

のミニ講演会等

を行い、さらな

る理解増進に努

め、来場者との

意 見 交 換 を 行

い、直接コミュ

ニケーションに

取り組む。 

また、機構の

施設・設備等を

科学技術週間等

の適切な機会に

公開し、国民各

層の見学等を受

入 れ る と と も

に、写真や動画

等も使い、ホー

ムページ等を活

用して、機構の

研究活動等を分

かりやすく紹介

する。さらに、

イノベーション

創出・課題解決

のためのシステ

ム の 推 進 の 観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用した YouTube 上に、新たに 20 作品

を掲載し,、合計 68 作品を公開した。 

「地味で難しい」材料研究の印象を払

拭し、材料は「世界を変える力」である

というコンセプトを全面に出す形で平

成 24 年度に新設したウェブサイト「材

料のチカラ」に、ナノ材料写真集、ノー

ベル賞を取った青色ＬＥＤの活用価値

を飛躍的に広めた蛍光体の価値に触れ

る動画、および読み物コラム 2作品を追

加し、充実を図った。 

定期広報誌 NIMS NOW の日本語版と英

語版を大幅刷新。隔月刊として内容を増

やし、毎号１つのテーマについて横断的

に深く扱うことで読み応えのある内容

に改訂した。移行期のため日本語 7回、

英語版 6回発行した。また、日英バイリ

ンガルパンフレットを随時改訂した。 

機構の研究成果を普及するため、プレ

ス発表を 39 件実施し、報道機関などか

らの 83 件の取材対応を行った。 

296 件（4,878 名）の見学対応や、「何

でも相談」として 30 件の外部からの問

い合わせに対応した。 

平成 23 年 9 月より開始したメールマ

ガジンは、会員が前年比 700 人増の 1900

人以上を確保し、平成 26 年度に最新研

究成果などを計 16 回配信した。 

研究成果の発信と技術移転、産業界と

の連携・交流を促進するため、研究成果

報告会（第 14 回 NIMS フォーラム 712 名

来場）の開催や nanotech 2015、イノベ

ーションジャパン 2014 など 5 件の出展

などを行った。 

次世代の研究を担う高校生を、材料研

究者の道へ誘う大規模イベント、「材料

フェスタ」を産総研、東北大と共同企画、

開催し、2640 名の高校生が来場した。

また、全国の高校生を対象とした体験学

習「サイエンスキャンプ」等の青少年向

けイベントや、中高校生に対する実習教

育（23 校、245 名）、科学技術週間一般

公開における近隣小学生 224 名のガイ

ドツアー、中学校や科学館における出前

授業（10 回）、茨城県・つくば市教育委

員会との連携事業（つくば市主催イベン

トの機構ブースにおける中学生の実験

補助、茨城県中学校理科教材アドバイザ

ー）、科学啓発イベント等での出張実験

ている。年度末時点での総閲覧回数が 164

万回を超え、前年比 5 倍以上となってい

る。また、熱心なファンの数であるチャン

ネル登録者は 5,700 名を超え、4年先行し

て YouTube を開始していた産総研や理研、

海洋研などを次々と抜き、全国の主な研究

機関、大学で第 2位の位置を占めており、

急上昇を続けている。 

また、YouTube で展開する映像シリーズ

の１つが、第 55 回科学技術映像際で文部

科学大臣賞を受賞した。当機構広報の科学

映像の質の高さと訴求力が証明されたと

いえる。受賞作品 3本は全国の科学館で巡

回上映され、多くの国民に NIMS の存在や、

材料研究の魅力を伝える成果を挙げた。 

昨年新設した高品位ビジュアル系ウェ

ブサイト「材料のチカラ」も、年間閲覧数

が 7万 3千ビューを超え、昨年比 5割増の

延びを記録。科学専門誌や、広報専門誌で

その手法が紹介されるなど注目を集めた。 

広報誌では、大幅改訂により毎号、１つ

の材料テーマについて機構以外の機関の

研究成果も含め、その分野の先端で起きて

いる動向を興味深く提示できるようにな

った。各号を集めることで材料辞典ができ

あがっていくかのような工夫をしたこと

で、継続して読んでもらうことを狙った

が、その結果、Web 版のダウンロード数を

比較すると、改訂後は 8.5 倍に急増してい

る。 

以上のように、各広報手段を「広報ビジ

ュアル化戦略」によって改革したことで、

機構の各種情報へのアクセス数は飛躍的

に伸びており、成果の普及について非常に

優れた成果をあげていると判断できる。さ

らには、こうした成果の結果、全国の高校

や大学などから、機構の映像を授業で使用

したいという要望も寄せられており、機構

の成果発信にとどまらず、将来の材料研究

を担う人材の確保など、材料研究分野全体

への貢献も果たしていると言える。 

また、各種イベントでの展示や出張実

験教室、小中高の学生を対象とした取組

や出前授業など、機構職員が直接的な広

報活動を行う数は昨年度よりも更に増

えており、物質・材料科学技術に関する

知識の普及に大きく貢献していると評

価できる。 

さらなる広報訴求力アップのため、若

加（前年度の 469,182 回から 4 割以

上増の 687,034 回）、施設の見学者数

の大幅増加（前年度の 3,969 人から

2割以上増の 4,878 人）、広報誌の閲

覧者の飛躍的増加（NIMS NOW(Web 版)

アクセス数が前年度の 100,962 回か

ら 2 割以上増の 124,967 回）をはじ

め、定性的・定量的に特に顕著な成

果を上げている。 

今後の更なる取組として、海外の専

門家の受入を通じた国際的視野も踏

まえた一層の活動強化等が期待され

る。 
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科学技術リテラ

シーの向上に貢

献 す る た め 、

小・中・高等学

校の理科授業で

の出前授業等を

通じて物質・材

料科学技術に関

する知識の普及

を積極的に進め

る。   

 

科学技術リテラ

シーの向上に貢

献 す る た め 、

小・中・高等学

校の要請に応じ

理科授業での出

前授業等を通じ

て物質・材料科

学技術に関する

知識の普及を積

極的に進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当なし 

 

教室（サイエンスアゴラ、科学技術フェ

スタ）など計 29 件を実施した。 

新たな試みとして、ネットメディアへ

の反応が敏感な若年層への今後の広報

戦略を見極めるため、若者たちによる鋭

敏な感想の投稿で有名な「ニコニコ動

画」にチャンネルを開設し、専用の動画

を制作。試験投稿し、反応の収集を開始

した。今後、次世代への訴求力向上の手

がかりを得る指標という位置付けにし

ている。 

 

者が敏感な反響を書き込むことで知られ

る「ニコニコ動画」にチャンネルを開設、

試験運用を始めることで、次世代向けの

広報戦略を探る中長期的視点での広報運

営を図っていることも評価できる。 

NIMS の成果の情報発信において、「広報

ビジュアル化戦略」が大きな効果を発揮し

ており、その成果は以下のとおり各種の数

値でも顕著に表れている。さらに、展示

会・イベント・見学などを通じた対話や教

育・啓発など、幅広い広報活動を限られた

人数で活発に展開、一般国民と NIMS の接

点は格段に強化されており、非常に優秀な

実績をあげている。さらに、日本トップの

材料研究所としての責務を自覚し、日本の

材料研究全体の発展を視野に入れた広報

活動を展開していることは、総合科学技

術・イノベーション会議が例として定めた

「【アウトリーチ・理解増進の観点】の評

価軸に合致した取組みであり、NIMS の広

報活動に対する社会からの理解増進が飛

躍的に進んだ結果であると判断できる。こ

れらは、日本の材料研究に係る広報活動全

体の底上げへの貢献の観点からも特に顕

著な成果である。よって、S評定に相当す

るものと認識している。 

 

【定量的根拠】 

・一昨年度より制作を開始した動画映像

を、26 年度に 20 本制作、合計 68 作品を

YouTube で公開。26 年度末までに累計 164

万 1,888 回再生され（昨年度 36 万 4,569

回）、飛躍的に伸びた前年と比べさらに

4.5 倍に増加した。熱心な視聴者を示す登

録者数も 5,702 人（昨年度 1,336 人）へ

4.2 倍の増加。YouTube を 4 年先行して開

始していた理研、産総研、海洋研を、1年

半で相次いで抜き、国内の主要な研究機関

および大学の中で 2 位に急上昇した。（現

在 NIMS を上回るのは JAXA のみ） 

・高品位ビジュアル系 Web サイト「材料の
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チカラ」が科学専門雑誌や広報専門誌、科

学系Webサイトなど合計4媒体から取り上

げられ、アクセス数が 50％アップした。 

・広報誌 NIMS NOW の改訂を行い、Web 版

ダウンロード数が、改訂前後各 3号平均の

比較で 8.5 倍に急増させた。（改訂前 3 号

平均 4,126 回 → 改訂後 3 号平均 35,061

回） 

・進路を決める高校生向けの材料研究イベ

ント、「材料フェスタ」を産総研、東北大

と共同開催。2,640 名の高校生の来場を得

て、材料研究の成果と魅力を伝えることが

できた。 

・26年度の見学受け入れ数が269件、4,878

名とへ増加した（前年度278件、3,969名）。

また、中高校生への実習教育が前年度合計

211 名から、245 名へと増加した。 

・24 年度開始したメールマガジンを継続

し、26 年度に 16 回発行し会員数は 1,928

人に増加した（前年度 1,223 人）。 

・優れた研究成果を一般国民、民間企業に

広く発信するプレス発表を 39 件行い、そ

の結果 83 件の取材対応をおこなった。 

・科学技術週間一般公開で、近隣の小学校

PTA と連携し、5,6 年生 224 名のガイドツ

アーを実施し、来場者合計が 1,469 名とな

った。 

・茨城県・つくば市と連携し、つくば市イ

ベントにおける中学校理科クラブとのコ

ラボレーション、つくばちびっ子博士での

受入協力など多様な教育・啓発活動を実施

した。 

・海外向け科学映像配信（計 9作品）を配

信した。 

 

【定性的根拠】 

・24 年度策定した機構の広報に係る基本

方針、及び 25 年度強化したビジュアル化

戦略に則り、広報施策を効率的に推進。科

学分野の中でもわかりづらい物質・材料の

内容を視覚にアピールした広報戦略によ



37 
 

り、これまで接点がほとんどなかった女性

や次世代へも浸透させることができた。 

・NIMS が制作した動画をテレビ局ディレ

クターに提供し、番組製作の企画段階から

参画し番組化するスタイルを確立。現在も

制作が進行中。（NHK 教育や TBS のドキュ

メント番組など） 

・昨年度に科学技術映像祭文部科学大臣賞

を受賞した新 Web サイト『材料のチカラ』

の映像を全国の科学館を巡回して上映。 

・機構内で「テレビから学ぶ 伝え方講座」

を開催。 研究者自身に広報マインドを醸

成させるべく、職員への広報教育を実施し

た。 

・北海道大学、東京工業大学、原子力研究

機構などからの招聘に応じ、広報室員を講

師として派遣、「ビジュアル化戦略」「伝え

方講座」のセミナーを開催、広報活動充実

に貢献した。 

・国内最大の材料研究機関として、NIMS

の広報にとどまらず、日本の材料研究の将

来を見据えた広報活動を実施。次の世代の

研究者確保や物質・材料研究全体の底上げ

を意識した 

広報活動を多方面で展開。 

・一般若年層の材料研究への反応を調査す

る手段として、ニコニコ動画に NIMS 専用

チャンネルを新たに開設、中長期的な広報

戦略の検討を開始した。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．１．② 研究成果等の情報発信 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑦ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

査読論文発

表数（誌上

発表） 

1,100 1,291 1,248 1,260 1,357   予算額（百万円） － － － －  

レビュー論

文数 
30 45 53 38 62   決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4，590 

の内数 
4，673 

の内数 
4,042 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 17 19 18 17  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構の研究成果の

普及を図るため、

学協会等において

積極的に発表する

とともに、国際的

に注目度の高い学

術誌等への投稿・

発表や、国際シン

機構で得られた

研究成果につい

て情報発信する

ため、学協会等

において積極的

に発表する。特

に、科学的知見

の国際的な発信

機構で得られ

た研究成果を情

報 発 信 す る た

め、学協会等に

おいて積極的に

発表する。特に、

科学的知見の国

際的な発信のレ

１．機構で得ら

れた研究成果

について情報

発 信 す る た

め、学協会等

において積極

的に発表した

か。 

（ ア ウ ト リ ー

チ・理解増進

１．学協会等における口頭発表は、国内学

会 1,745 件(25 年度:1,691 件)、国際学

会 1,545 件(同 1,599 件)の合計 3,290

件(同 3,290 件)行った。 

平成 21 年度に構築した研究者総覧サー

ビス「SAMURAI」（機構の研究人材という

観点からインターネット上で研究成果

を検索・閲覧することを可能とする情報

発信）は１か月に約 6 万ページビュー

（年 72 万件）の利用に成長した。利用

１．研究成果の学協会等での発表数は国際

学会で積極的に発表を行っており、昨年

度と同等の件数の発表を行ったことは

評価できる。また、国内外の論文や特許

について、その内容を閲覧できるようリ

ンクを張り、利便性と更新性を高め、さ

らに容易に情報を発信するサービスに

展開したことは高く評価できる。さら

に、機構としての特色を意識し、材料科

学分野における論文を一望する分類表

評定 Ａ 

学会発表、論文発表等が積極的にな

されており、査読論文の発表数・レ

ビュー論文数がともに計画を大きく

上回り（前者は目標（毎年 1,100 件

程度）を 2 割以上上回る 1,357 件、

後者は目標（毎年 30 件程度）を 2倍

以上上回る 62 件）、論文の質を示す
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ポジウム等の開催

により、国際的な

情報発信を維持・

充実する。また、

機構の研究人材や

研究成果をデータ

ベース化・公表す

る。 

の レ ベ ル の 維

持・向上のため、

国際的に注目度

の高い学術誌等

に 積 極 的 に 投

稿・発表する。

査読論文発表数

は、機構全体と

して毎年平均で

1,100 件程度を

維持する。また、

レビ ュー論文

数は、機構全体

として毎年平均

で30件程度を維

持する。論文の

多面的な価値を

認 め る 観 点 か

ら、新しい研究

領域を開拓する

分野横断的な課

題への挑戦や、

多くの研究者が

創出してきたこ

れまでの研究成

果を整理し総覧

できるようにす

る論文の執筆も

適 切 に 評 価 す

る。さらに、国

際シンポジウム

や研究成果発表

会を開催すると

ともに、機構の

研究人材、研究

成果をデータベ

ー ス に よ り 整

理・公表する。 

ベル維持・向上

のため、国際的

に注目度の高い

学術誌等に積極

的に投稿・発表

する。査読論文

発表数は、機構

全 体 と し て

1,100件程度を

維持する。また、

レビュー論文数

は、機構全体と

して30件程度を

維持する。論文

の多面的な価値

を認めていくこ

とで、質の向上

につなげる。ま

た、機構の研究

人材と公表内容

を結びつけたデ

ータベース（研

究 者 総 覧

SAMURAI や 機 関

リポジトリNIMS 

eSciDoc）の整備

を着実に進め、

インターネット

を通じて人・研

究テーマいずれ

からも簡便にか

つ効果的に社会

からアクセスで

き る よ う に す

る。 

 

の観点、科学

技術イ 

ノベーション創

出・課題解決

のためのシス

テ 

ム の 推 進 の 観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

（ ア ウ ト リ ー

チ・理解増進

の観点、科学

技術イノベー

ション創出・

課題解決のた

めのシステム

の 推 進 の 観

点） 

  

①査読論文発

表数は、機

構全体とし

て毎年平均

で 1,100 件

程度を維持

する。 

  

 ②レビュー論

文数は、機

構全体とし

の内訳を分析すると、外国からの利用が

約 20%に伸び、またモバイルデバイスか

らの利用が 8%という特徴があり、国際

化やモバイル対応による訴求性が高い。

SAMURAI の情報を、外部の web ページ上

に埋め込んだり、情報が自動的に更新さ

れるガジェット機能や、自分のプロフィ

ールページを QR コード化してポスター

発表等で利用するなど、機関としてのア

ウトリーチだけでなく、研究者自身の利

便性も高くなっている。また、トムソ

ン・ロイター社による 2014 年引用数上

位 1%の論文数ランキングで国内１位に

ランクした材料科学分野と同様の分野

分類方式を採用し、新聞等のメディアに

掲載された NIMS のパフォーマンスにつ

いてワンクリックで閲覧できるサービ

スの提供や、NIMS 特許情報、機関リポ

ジトリとの連結など、所内外の関連情報

との結びつきを強化し、NIMS ならでは

のユニークな情報発信を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 研究成果の誌上発表 は、和文誌 34

件(25 年度 17 件)、欧文誌 1,323 件(同

1,243 件)の合計 1,357 件(同 1,260 件)行

った。 

 

 

 

 

 

② レビュー論文数 は 62 件（同 38 件）

であった。 

 

示、リアルタイムでの研究成果への反応

収集は、論文を作成する上から戦略的な

情報発信するモチベーションのアップ

につながる活用支援として重要であり、

豊富な機能が活用されるように、安定性

や応答性を向上することも含めて高く

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各目標において、着実に成果が得られ

ており、目標の進捗状況は適切であると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①査読論文発表数は、基準値及び平成 25

年度実績を上回っており、目標の達成に

向け、順調に進捗していると評価でき

る。 

 

 

 

 

②レビュー論文数は、基準値を上回ってお

り、目標の達成に向け、順調に進捗して

いると評価できる。 

値も高い値を示している。 

今後の更なる取組として、受賞、招

待講演、海外著者を含む論文数等の

データの発信が期待される。 
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て毎年平均

で30件程度

を 維 持 す

る。 

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当なし 

 

  

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．２ 知的財産の活用促進 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑧ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

実施料収入 
（百万円） 

－ 
511 396 492 599   予算額（百万円） － － － －  

実施許諾数 10 9 5 10 15   決算額（百万円） 4,577 
の内数 

4，590 
の内数 

4，673 
の内数 

4,042 
の内数 

 

外国出願 100 177 141 124 105   経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 39 47 49 49  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構の研究成果の

多様な応用分野へ

の波及を目指し、

企業側の研究開発

フェーズに応じた

適切な協力関係を

発展させる知的財

産ポリシーを策定

し、機構から産業

機構で創出した

研究成果を多様

な応用分野に波

及させるため、

機構は、企業側

の研究開発フェ

ーズに応じて適

切な協力関係を

発展させるため

機構で創出し

た研究成果を多

様な応用分野に

波 及 さ せ る た

め、知的財産ポ

リ シ ー を 策 定

し、機構の保有

する特許を産業

界に対して実施

１．機構で創出

した研究成果

を多様な応用

分野に波及さ

せたか。 

（ ア ウ ト リ ー

チ・理解増進

の観点、科学

技術イノベー

ション創出・

課題解決のた

１．研究成果として得られた新材料につい

ては、工業用や生体用など、複数の用途

に利用できる場合があるため、様々な用

途として成果普及を行うべく用途別に

より連携活動を行った。また、特許の非

独占的実施を行い、同じ技術の有効活用

を図った。更に、技術フェアへの展示、

秘密保持契約を締結した上での企業と

の二社間セミナー（個別技術交流会）の

開催などマーケティング活動協力を推

進し、15 件の新規実施許諾を行った。

１．同一の材料についても、複数の用途で

連携活動を行ったこと、及び、異分野か

らの提案を受入れることができるよう、

特許の非独占的実施などを行ったこと

は、多様な応用分野に波及をするための

取組として、評価できる。 

また、総額 599 百万円の実施料収入

は、平成 25 年度 492 百万と比べ収入が

増加し、さらに順調にランニングロイヤ

リティーも増加している（平成 24 年

度：373 百万円、平成 25 年度：436 百万

評定 Ａ 

特許の実施料収入が他の研究機関と

比べて著しく高く（目標（毎年 10 件

程度）を 5割上回る 15 件の新規実施

許諾の実施、実施料収入が前年（436

百万円）を 2 割以上上回る 529 百万

円、等）、ビジネスを含めた知的財産

の戦略的活用が十分になされてお

り、また、特許管理も適切に実施し
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界への実施許諾件

数を増加させる。

また、機構と企業

との共同研究から

生まれる知的財産

の取扱いが、連携

企業にとって魅力

あるものとなる共

同研究制度を設

計・運用する。さ

らに、実用化され

た製品、サービス

についてはグロー

バル市場における

販売が想定される

ため、外国出願を

重視し、登録・保

有コストの費用対

効果を分析しつ

つ、精選して出

願・権利化する。 

の指針である知

的財産ポリシー

を策定し、機構

の保有する特許

を産業界に対し

て実施許諾する

よう積極的に取

り組む。実施許

諾件数について

は、本中期目標

期間中に、毎年

度平均で10件程

度の新規実施許

諾を行う。 

機構が企業と共

同研究を実施す

る に 当 た っ て

は、共同研究の

相手企業との共

有の知的財産の

取扱いについて

柔 軟 に 対 応 す

る。具体的には

当 該 知 的 財 産

を、必ずしも機

構が直ちに第三

者へ無差別に実

施許諾すること

に は こ だ わ ら

ず、共同研究の

条件によっては

相手企業の時限

的な優先使用に

も 応 じ る こ と

で、連携企業に

とって魅力のあ

る共同研究制度

を設計・運用す

る。 

実用化された製

品、サービスに

許諾するよう積

極 的 に 取 り 組

む。実施許諾件

数については、

10件程度の新規

実 施 許 諾 を 行

う。 

機構が企業と

共同研究を実施

するに当たって

は、当該知的財

産を、必ずしも

機構が直ちに第

三者へ無差別に

実施許諾するこ

とにはこだわら

ず、共同研究の

条 件 に よ っ て

は、相手企業の

時限的な優先使

用にも応じるな

ど、引き続き連

携企業にとって

魅力のある共同

研 究 制 度 を 設

計・運用する。 

市場のグローバ

ル化も勘案し、

特許を出願する

に当たっては、

外国出願を重視

し、外国出願数

は 100 件以上と

する。外国出願

については、国

内出願に比べ出

願費用が著しく

高 額 で あ る た

め、登録・保有

コストの費用対

効果を分析し、

めのシステム

の 推 進 の 観

点、社会的・

経済的観点） 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

（ ア ウ ト リ ー

チ・理解増進

の観点、科学

技術イノベー

ション創出・

課題解決のた

めのシステム

の 推 進 の 観

点、国際的観

点、時間的観

点、妥当性の

観点） 

 

①実施許諾件

数について

は、本中長

期目標期間

中に、毎年

度平均で 10

件程度の新

規実施許諾

を行う。  

 

②特許を出願

するに当た

っては外国

出願を重視

し、毎年度

平均で 100

件以上の外

国出願を行

う。 

 

３．上記の評価

従来の継続分を合わせて 95 件の許諾件

数となり、総額 599 百万円の実施料収入

を得ている。なお、H25 年度実績 492 百

万円は技術移転サーベイ（大学技術移転

協議会発行）における自然科学系、82

独法並びに大学法人のランキング 1 位

（実施料収入：130 百万円超／100 人当

たり）であり、2 位（実施料収入：30

百万円）を大きく引き離している。 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成 26 年度は、既存ライセンスでの市

場拡大に向けた業務を中心に行った結

果、新規実施許諾契約件数 15 件となり、

目標となる基準値を達成できた。 

 

 

 

 

 

 

②平成26年度は外国出願が105件となり、

目標となる基準値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

円、平成 26 年度 529 百万円）。これは優

れた実績を挙げていると評価できる。 

  今後は、NIMS 単独特許、企業との非

独占的な共有特許のパッケージ化な

ど、新規実施許諾の拡大を含めた知的

財産戦略を練ることが期待される。 

 

 

 

 

２．各目標において、着実に成果が得られ

ており、目標の進捗状況は適切であると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①目標に対して、新規実施許諾件数が 15

件と基準を大きく上回っており、着実に

成果が得られていると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

②予算状況に配慮しつつ、特許専門職、技

術移転専門職の意見を踏まえ、必要な国

への外国出願を積極的に行い、目標値を

上回ったことは評価できる。 

 

ている。 

今後の更なる取組として、知的財産

を通じて生まれた活動や業務の発信

が期待される。 
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ついてはグロー

バル市場におけ

る販売が想定さ

れるため、特許

を出願するに当

たっては外国出

願を重視し、毎

年度平均で 100

件以上の外国出

願を行う。外国

出 願 に つ い て

は、国内出願に

比べ出願費用が

著しく高額であ

るため、登録・

保有コストの費

用対効果を分析

し、精選して出

願・権利化する。 

精選して出願・

権利化するとと

もに、登録済特

許の維持見直し

を 定 期 的 に 行

う。 

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当無し 

 

 
４．その他参考情報 
― 

  



44 
 

 
様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．１ 施設及び設備の共用 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第三号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に

供すること。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑨ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

共用件数 125 102 129 140 149   予算額（百万円） － － － －  
        決算額（百万円） 4,863 

の内数 
3，854 

の内数 
3，785 

の内数 
4,682 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 78 88 88 98  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構は、一般の機

関では導入が難し

い先端的な研究施

設及び設備を広く

共用に供するとと

もに、共用設備等

を有している大

学、公的研究機関

のネットワークの

コーディネート役

機構は公的な研

究機関の重要な

役割として、一

般の機関では導

入が難しい先端

的な研究施設及

び設備を広く共

用に供するとと

もに、共用設備

等を有する研究

機構は、先端

的な研究施設及

び設備等の機構

が保有する研究

資源を広く共用

に 供 す る た め

に、共用設備等

を有する関連研

究機関のネット

ワークのコーデ

１．一般の機関

では導入が難

しい先端的な

研究施設及び

設備を広く共

用に供すると

ともに、共用

設備等を有す

る研究機関の

ネットワーク

のコーディネ

ート役（ハブ

機能）を担う

１． 強磁場施設、大型放射光施設のビ

ームライン、超高圧電子顕微鏡施設、

ナノレベルでの物質・材料の創製・加

工・造形・評価・解析等のための最先

端の研究設備等において、外部の材料

開発研究機関との協力のもと、共用を

促進した。また、低炭素化材料設計・

創製ハブ拠点においては、前年度に引

き続き、導入した先端研究設備の外部

共用と研究支援活動を行うとともに、

平成 26 年度から運用が開始された蓄

電池基盤プラットフォームにおいて

は、ALCA と連携し、次世代蓄電池の研

１．研究機関のネットワークのコーディ

ネート役を担い、分野融合や産学独連携

に向けたイノベーション創出の場とし

て、運営や取りまとめを行うなど、ハブ

として機能させたことは高く評価でき

る。特に、平成 24 年度から開始されたナ

ノテクノロジープラットフォームでは、

センター機関として、全 25機関の調整や、

産学独連携の推進、異分野融合を推進し、

また、微細構造解析プラットフォームの

代表機関として、プラットフォームの推

進に大きく寄与し研究施設等の共用を図

ったことは評価できる。今後も引き続き、

評定 Ｓ 

先端的な施設・機器を共用するため

のサポート体制を充実させ、計画を

大きく上回る設備共用実績（強磁

場・大型放射光・超高圧電子顕微鏡

の各施設合計で計画の約 2 割増、低

炭素ハブ拠点・ナノテクノロジープ

ラットフォーム等による外部共用を

加えると平成 23 年度比で約 2倍）を

示すなど、物質・材料研究分野の中
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（ハブ機能）を担

い、機関間の相互

補完体制等を整備

する。これにより、

先端研究設備等を

核とした分野融合

やオープンイノベ

ーションのシステ

ム構築に貢献す

る。 

機関のネットワ

ークのコーディ

ネート役（ハブ

機能）を担う。

具体的には、利

用者が必要とす

る支援を可能と

するよう、他の

共用機関の設備

を含めた総合案

内や利用者情報

の共用機関間で

の共有など相互

補完体制等を整

備する。 

また、これらの

研究施設及び設

備は産学独の多

様な研究者が利

用することから

分野融合や産学

独連携によるイ

ノベーション創

出の場として機

能し得る。この

点に着目して、

外部機関による

共用を当該機関

と機構との共同

研究に向けた検

討のための機会

と し て 活 用 す

る。 

具体的に共用に

供する研究施設

及び設備として

は、強磁場施設、

大型放射光施設

の ビ ー ム ラ イ

ン、超高圧電子

顕微鏡施設、ナ

ィネート役（ハ

ブ機能）を担う。

平成26年度は共

用設備のあり方

を検証するとと

もに、新たに共

用とする設備の

登録・運用を推

進する。産学独

の多様な研究者

との共用によっ

て、国民・社会

が求める基礎・

基盤課題につい

て、機構が分野

融合やイノベー

ション創出の場

として機能する

ように、関連機

関との連携をさ

らに強める。 

具体的に共用

に供する研究施

設、設備として

は、強磁場施設、

大型放射光施設

の ビ ー ム ラ イ

ン、高性能電子

顕微鏡施設、ナ

ノレベルでの物

質 ・ 材 料 の 創

製・加工・造形・

評価・解析等の

ための最先端の

研究設備等であ

り、特に、強磁

場施設、大型放

射光施設のビー

ムライン、超高

圧電子顕微鏡施

設については、

ことができた

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のた 

めのシステムの

推進の観点、

研究者、研究

開 

発マネジメント

人材の育成・

支援の観点、

研 

究開発環境の整

備・充実の観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究・開発支援を、平成 24 年度から開始

されたナノテクノロジープラットフォ

ームにおいては参画する全国の 25 研

究機関 39 組織の連携・調整・取りまと

めの役割を、同プラットフォームのう

ち微細構造解析プラットフォームにお

いては参画 10 機関の代表機関として

の役割を果たすなど、研究機関のネッ

トワークのコーディネート役（ハブ機

能）を担った。微細構造解析プラット

フォームに推進室を設置し、技術相談、

共同利用に関する業務を効率的に実施

した。また、利便性の更なる向上に向

け、外部利用者に対する共用設備の利

用相談を充実するとともに、設備予約

システムの高度化や技術支援を行うエ

ンジニアの養成・確保等に努めた。さ

らに、より効率的、効果的な研究施設

及び設備の共用を促進するため、利用

窓口と利用事務を事務統括室に一元化

した利用システムの充実を図るととも

に強磁場共用施設においては、特に民

間企業による外部利用を促すため設備

使用料単価の改定を行い、設備共用促

進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業界や研究現場が有する技術的課題の

解決に向け、利便性の更なる向上や、高

い利用満足度の獲得が期待される。 

4 つの拠点型プロジェクト及び外部連

携センターにおいて、全国のハブ機能を果

たすサポート体制を確立・維持し、特に蓄

電池基盤プラットフォームにおいては電

池試作から最先端材料評価までの設備を

導入し、「次世代蓄電池研究加速プロジェ

クト」（ALCA-SPRING）と連携し、全国の次

世代蓄電池の研究開発を支援し実用化へ

の橋渡しを行う共用施設を運営したこと

や、強磁場施設、大型放射光施設のビーム

ライン、超高圧電子顕微鏡施設に加え、低

炭素化材料設計・創製ハブ拠点や文部科学

省「ナノテクノロジープラットフォーム事

業」等の枠組みにおいても研究設備等の共

用を行い、合計 1,138 件の施設共用を行っ

たことは、総合科学技術・イノベーション

会議が例として定めた【研究開発環境の整

備。充実の観点】（特に研究者が質の高い

研究開発を行うための研究開発環境の整

備・充実）の評価軸に合致した NIMS の中

核的機関としての大きな意義を持つ活動

であると判断でき、ナノテク研究人材の育

成等の観点からも特に顕著な成果である。

よって、S評定に相当するものと認識して

いる。 

【定量的根拠】 

平成 24 年度から開始したナノテクノロ

ジープラットフォームについては参画す

る全国の 25 機関 39 組織の連携・調整・取

りまとめの役割を、同プラットフォームの

うち微細構造解析プラットフォームにお

いて、参画 10 機関の代表機関としての役

割を果たすなど、運営や取りまとめを行

い、施設・設備共用を展開したことは高く

評価できる。 

【定性的根拠】 

・より効率的、効果的な研究施設及び設備

の共用を促進するため、利用窓口と利用

事務を一元化した利用システムの充実

を図り、さらに４つの拠点型プロジェク

トおよび外部連携センターと７つのス

テーションとの情報交換等による連携

を強化し一体的に運用して、分野融合や

産学独連携に向けたイノベーション創

出の場をハブとして機能させたことは

高く評価できる。 

核的機関としての役割が十分に果た

されている。 

また、ナノテクノロジープラットフ

ォーム事業のセンター機関として広

報、全参加機関の調整等に貢献して

いる。 

今後の更なる取組として、ＭＡＮＡ

ファウンドリー施設と、機構内他施

設の設備との関係の整理や、独自開

発した機材についての整理が期待さ

れる。 
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ノレベルでの物

質 ・ 材 料 の 創

製・加工・造形・

評価・解析等の

ための最先端の

研究設備等であ

る。特に、強磁

場施設、大型放

射光施設のビー

ムライン、超高

圧電子顕微鏡施

設について、毎

年度平均で合計

125 件程度の共

用を行う。 

 

合計125件程度

の共用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究開

発 環 境 の 整

備・充実の観

点） 

 

① 強 磁 場 施

設、大型放

射光施設の

ビームライ

ン、超高圧

電子顕微鏡

施設につい

て、毎年度

平均で合計

125 件程度

の共用を行

う。 

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①強磁場施設については、外部研究機関と

の共同研究の形態で 20 件、電子顕微鏡

施設は外部支援の形態で 125 件、大型放

射光施設は共同研究等の形態で 4 件と

合計 149 件であった。 

上記に加え、外部機関との共同研究・受

託研究等の形態で 61 件、ナノテクノロ

ジープラットフォームで 395 件、低炭素

研究ネットワークで 520 件、蓄電池基盤

プラットフォームで 13 件、合計で延べ

989 件の共用を行い、総合計で 1,138 件

の施設共用を実施した。 

 

・共用設備を利用する場合には、当該設備

の適切な利用、操作等に関する技術相談

等や利用相談を行い、産学官の様々な利

用者の満足度を上げる取組を行ったこ

とは高く評価できる。 

・低炭素研究ネットワークにおける低炭素

ハブ拠点、ナノテクノロジープラットフ

ォーム及び同微細構造解析プラットフ

ォーム拠点、蓄電池基盤プラットフォー

ムにおいて、研究機関のネットワークの

コーディネート役を担い、中核機関とし

て機能させたことは高く評価できる。 

 

２．各目標において、着実に成果が得られ

ており、目標の進捗状況は適切であると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①共用件数は基準の平均値を上回ってお

り、また、ナノテクノロジープラットフォ

ームや低炭素研究ネットワークを通じ、平

成 25 年度以上の研究施設等の共用を実施

したことは特に顕著な成果であると評価

できる。 

【定量的根拠】 

強磁場施設 20 件、電子顕微鏡施設 125

件、大型放射光施設 4件、の計 149 件の施

設共用を行い、数値目標を達成した。それ

らに加え、物質・材料の創製・加工・分析

等において、外部機関との共同研究・受託

研究等の形態で 61 件、ナノテクノロジー

プラットフォームで 395 件、蓄電池基盤プ

ラットフォームで 13 件、低炭素研究ネッ

トワークで 520 件、合計で延べ 989 件の共

用を加え、総合計で 1,138 件の施設共用を

行ったことは高く評価できる。 
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【定性的根拠】 

・ナノテクノロジープラットフォームに

おいて利用機器検索のポータルサイト

システムを構築、及び企業出前説明を

開催し、利便性の向上に取り組んだこ

とは高く評価できる。 

・強磁場共用施設においては、特に民間

企業による外部利用を促すため設備使

用料単価の改定を行い、設備共用促進

を図ったことは高く評価できる。 

・前年度に引き続き、NIMS ナノテクノロ

ジープラットフォーム微細構造解析プ

ラットフォーム推進室において、技術

相談、共同利用に関する業務を効率的

に実施したことは高く評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．２ 研究者・技術者の養成と資質の向上 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第四号 物質・材料科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資

質の向上を図ること。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑩ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

若手研究者

受入数 
350 479 451 419 458   予算額（百万円） － － － －  

        決算額（百万円） 9,440 
の内数 

8,444 
の内数 

8,458 
の内数 

8,736 
の内数 

 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 29 32 32 31  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構の研究者・技

術者の養成と資質

の向上は、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展の観

点から重要であ

る。 

経済活動や研究活

激しい国際競争

が行われる中、

機構の研究者を

世界に通用する

人材へと育成す

るために、定年

制研究職員の長

期海外派遣等、

海外の研究環境

国際的に通用

する若手研究者

の養成に引き続

き注力する。具

体的には機構研

究者を海外長期

派遣する在外派

遣研究員制度の

維持と強化（個

１．機構の研究

者を世界に通

用する人材へ

と計画的に育

成したか。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

１．従来の機構の制度である「機構在外派

遣研究員制度」で 7 名（前年度 5 名）を

6 か月～24 か月の海外長期派遣した。こ

のうち一名は NIMS と台湾 国立台湾大学

との学術連携センターに派遣されてお

り、単なる派遣に終わらない継続的な連

携を視野に入れた派遣となっている。 

 

 

 

 

１．理事長から外国での研鑽が奨励され、

継続して在外派遣者を出せている。また

機構の制度である学術連携センターへ

の派遣者もおり、制度の相乗効果がみら

れることは評価できる 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

定年制研究職員の長期海外派遣、大

学への講師派遣、エンジニアの計画

的採用・研修の実施、目標を上回る

水準での若手研究者の受入れなど、

研究者・技術者の養成と資質の向上

に着実に取り組んでいる。 

今後の取組として、技術伝承の方策

や技術者による活動についての整
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動がグローバル化

し、物質・材料研

究においても激し

い国際競争が行わ

れているため、機

構の研究者を世界

に通用する人材へ

と計画的に育成す

る。また、次代の

物質・材料研究を

担う人材の育成に

向け、大学・大学

院教育の充実に貢

献するとともに、

ポスドク等を積極

的に受け入れる。

加えて、物質・材

料科学技術の多様

な研究活動を支え

る高度な分析、加

工等、専門能力を

有する技術者の養

成、能力開発等を

実施する。 

における研鑽や

国際的な研究者

ネットワークへ

の参画を促進す

る。また、研究

者の大学への講

師 派 遣 等 に よ

り、大学・大学

院教育の充実に

貢献する。 

機構は、国際ナ

ノアーキテクト

ニクス研究拠点

（MANA）、若手国

際研究センター

（ICYS）等にお

いて、国際化が

進展した研究環

境 を 有 し て い

る。若手人材を

国際的な研究環

境に置くことは

グローバル人材

へと育成する上

で極めて有効で

あり、かかる認

識の下、連係専

攻、連携大学院

制度の活用等に

よる大学院生や

研 修 生 の 受 入

れ、各種研究支

援制度の活用等

によるポスドク

の受入れを積極

的に行う。具体

的には、若手研

究者を毎年度平

均で 350 名程度

受け入れる。 

さらに、物質・

人業績評価にて

在外派遣者への

モチベーション

をさらに強化し

ていく）、海外

の研究拠点を活

用したグローバ

ル人材育成、

ICYS、MANAで培

っている国際化

ノウハウの普及

活動、研究資金

の積極的配分

（スタートアッ

プファンド等）

及び、外国人研

究者には日本文

化研修や日本語

研修を通して日

本社会への適応

力を強化しても

らう取組を行

う。その他、英

語でのプレゼン

テーションや論

文作成の能力向

上を目的とした

英語プレゼンテ

ーションセミナ

ーを引き続き開

催する。 

機構で有して

いる優れた国際

化研究環境を有

効活用し、若手

人材を国際的な

研究環境に置く

ことはグローバ

ル人材へと育成

する上で極めて

有効であり、か

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 

 

２ ． 次 代 の 物

質・材料研究

を担う人材の

育成に向け、

大学・大学院

教育の充実に

貢献するとと

もに、ポスド

ク等を積極的

に受け入れた

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 

 

 

３．物質・材料

科学技術の多

様な研究活動

を支える高度

な分析、加工

等、専門能力

を有する技術

者の養成、能

力開発等を実

施したか。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．大学への講師派遣を 243 件行うととも

に、各種連携大学院制度における大学院

生を積極的に受け入れ（422 名）るとと

もに、連係先のワルシャワ工科大学に機

構研究者を派遣し集中講義を行う等、物

質・材料研究分野における大学・大学院

教育の補完に貢献した。日本人研究者の

受入数増加のため、インターンシップ制

度において日本人枠募集を実施し、同制

度における日本人学生割合を増加させ

た。（平成 22 年度 36％→平成 26 年度

41％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．定年制および任期制エンジニアの計画

的な採用を行うことにより、定年制エン

ジニアを平成 26 年度に 7名、また、任期

制エンジニア職 22 名を採用し、計画的な

体制の構築に努めている。定年退職した

エンジニアを再雇用し、技術の伝承を図

ったほか、エンジニアの能力開発を目的

として、ステーション内で、専門の異な

る分野にチャレンジすることを推奨し、

技術力の向上を図った。また、微細構造

解析プラットフォームにおいて、実施機

関間でエンジニア等の支援スタッフを研

修のため１週間程度派遣する「技術者交

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．大学への講師派遣や、連係大学院制度

における大学院生の受入により、大学・

大学院教育の充実に貢献したことは評

価できる。また、独立行政法人評価委員

会における指摘を踏まえ、日本人研究者

の受入数増加のための取組を実施し、日

本人学生割合を増加させたことは評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．技術者の養成に当たっては、採用・再

雇用、処遇、評価及び研修等に対し機構

の自由度を活かしながら、改善を進めた

ことは評価できる。また、任期制エンジ

ニアを計画的に採用し、体制の構築に努

め、機構内に優れた技術の蓄積・伝承を

図ったことは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

理が期待される。 
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材料科学技術の

多様な研究活動

を支える上で、

高度な分析、加

工等の専門能力

を有する技術者

が極めて重要な

役割を果たして

いることから、

機構は技術者の

養成と能力開発

等に着実に取り

組む。 

かる認識の下、

連係・連携大学

院制度及びイン

ターンシップ制

度の活用等によ

る大学院生や研

修生の受入れ、

各種研究支援制

度の活用等によ

るポスドクの受

入れを積極的に

行う。具体的に

は、若手研究者

を350名程度受

け入れる。 

高度な分析、

加工等の専門能

力を有する職員

及び科学技術情

報を調査･分析

し、発信したり

研究企画を行う

職員の採用と育

成は、多様化す

る物質・材料科

学技術の研究活

動を支える上で

極めて重要であ

るという認識か

ら、必要に応じ

広く公募して優

秀かつ必要な人

材を発掘するこ

とと、各種、実

習や研修会への

積極的な参加を

促し、技術の養

成と能力開発等

に取り組む。 

 

のた 

めのシステムの

推進の観点、

研究者、研究

開発マネジメ

ント人材の育

成・支援の観

点、研究開発

環境の整備・

充実の観点） 

 

４．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 

 

①若手研究者

を毎年度平

均で 350 名

程度受け入

れる。  

 

 

 

 

 

 

・関連業界、受

講者等のニーズ

の変化を踏まえ

た取組を行って

いるか。 

 

 

流会」を実施した。定年制エンジニア職

の採用に当たっては、「3分間の英語によ

るエンジニアの抱負」についてのプレゼ

ンテーションを実施し、英語能力の評価

を行ったほか、エンジニアの英語能力開

発を目的として毎年 1-2 回の英語研修を

実施した。 

 

 

 

 

４．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 連携大学院制度における大学院生をは

じめ、422 名の大学生・大学院生を受け

入れるとともに、共同研究や外部機関の

制度による外来研究者を 36 名受け入

れ、合計 458 名の若手研究者を機構の研

究開発活動に参画させることにより、そ

の資質の向上を図るとともに、柔軟な発

想と活力を研究現場に取り入れた。 

 

 

 

【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏

まえた取組の状況】 

各連係大学院では、金属材料、無機材

料、ナノ材料など時代のニーズに合わせ

た先端科学技術分野をカバーする講座を

開設している。これらは、機構の得意分

野の活用と関連業界、受講者の要望を反

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．各目標において、着実に成果が得られ

ており、目標の進捗状況は適切であると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①目標となる基準値を上回る人数の若手

研究者を受け入れたことは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏

まえた取組状況】 

・連係大学院において、金属材料や無機材

料、ナノ材料などの時代のニーズに合わ

せた講座を開設しており、昨今のグロー

バル化にも対応し、英語による講義や、

プレゼンテーションセミナーの実施等、
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・ 関連業界への

就職率、資格取

得割合、修了後

の活動状況等、

業務の成果・効

果 が 出 て い る

か。 

 

 

・ 業務の効率化

について、教材

作成作業等の効

率化、研修施設

の有効活用、施

設管理業務の民

間委託等の取組

を 行 っ て い る

か。 

 

・ 受益者負担の

妥当性・合理性

があるか。 

 

 

５．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

（資源配分の観

点） 

映したものである。一例として、北海道

大学大学院生命科学院にフロンティア生

命材料科学分野を 2008 年 6 月に設立し、

ライフサイエンス系研究分野に対応して

いる。  

また、昨今の研究活動のグローバル化

に対応すべく国際競争力の高い学生の育

成を目的とし、英語による講義、プレゼ

ンテーションセミナー等を実施してい

る。 

さらに、平成 24 年度より特に工業高等

専門学校の学生を積極的にインターンシ

ップ生として受け入れ、研究者のみなら

ず優秀な技術者の育成にも貢献している

（平成 24 年度高専生受入実績：14 名、平

成 25 年 19 名、平成 26 年度 19 名） 

 

 

【業務の成果・効果】 

平成26年度における連係大学院生の学

位取得者は、博士号 21 名、修士号 13 名

である。うち、8名が民間企業に就職、17

名が研究職として公的研究教育機関に就

職、7名（修士）が博士課程に進学するな

ど、卒業生の研究分野への進出が顕著で

ある。 

 

【業務の効率化についての取組状況】 

機構における人材育成業務は、既存の

施設、設備等を活用するものであり、効

率的な運営を行っている。 

 

 

 

 

 

 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

上述のとおり、既存リソースの有効活

用として本業務を実施し、受益者に負担

を求めるものではない。 

 

上記のような長期在外派遣制度や大学院

生・ポスドク等の若手研究者の受け入れ、

技術者の養成等の多くの取組を実施してい

る。また、関連業界や受講者のニーズの変

化も捉え、大学・大学院教育の充実や若手

研究者の育成に努めた。 

 

関連業界、受講者等のニーズを踏まえた

取組を実施している。上記に加え、優秀

な技術者の育成のため、工業高等専門学

生をインターンシップで受け入れるな

ど、積極的に人材育成活動を推進してい

ることは高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務の成果・効果】 

・連係大学院制度による学生の卒業生が、

民間企業や公的研究機関に研究職とし

て関連分野へ就職していることや、博士

号や修士号を取得していることは評価

できる。 

 

 

 

【業務の効率化についての取組状況】 

・機構の施設や最先端の研究設備を活用し

て講義や実験を行っていることは業務

の効率化を推進していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

・既存設備を有効活用して連係大学院制度

を実施し、受益者に負担を求めない取り

組みは高く評価できる。 

 

機構の研究者を世界に通用する人材へ

と育成するために、長期海外派遣や国際的

な研究者ネットワークへの参画を促進し

ており、機構が有する国際化が進展した研

究環境国際ナノアーキテクトニクス研究

拠点（MANA）、若手国際研究センター（ICYS）

等において、若手人材を国際的な研究環境



52 
 

 で育成したことは評価できる。また、物

質・材料科学技術の多様な研究活動を支え

る高度な分析、加工等の専門能力を有する

技術者の養成と能力開発等に着実に取り

組んだことは評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 

  



53 
 

 
様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．３ 知的基盤の充実・整備 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑪ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） － － － －  
        決算額（百万円） 4,863 

の内数 
3，854 

の内数 
3,785 

の内数 
4,682 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 71 77 77 85  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構は、日本のも

のづくりを支えて

きた、機構にしか

なし得ない基盤的

活動を重視する観

点から、幅広く外

部の研究者や技術

者等の利用に供す

るよう、質の充実

にも配慮しつつ、

知的基盤を整備し

物質・材料研究

を担う公的機関

の役割として、

長期的、継続的

な取組が不可欠

なクリープ試験

等の材料試験、

材料組成等を明

らかにする化学

分析及び材料デ

ータベース整備

長期的、継続

的な取組が不可

欠なクリープ試

験 等 の 材 料 試

験、材料組成等

を明らかにする

化学分析及び材

料データベース

整備を着実に実

施する。また、

材料データシー

１．幅広く外部

の研究者や技

術者等の利用

に 供 す る よ

う、質の充実

にも配慮しつ

つ、知的基盤

を 整 備 し た

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

１．データシート出版計画に沿って、クリ

ープデータシートを１冊、疲労データシ

ートを１冊、宇宙関連材料強度データシ

ートを２冊の計４冊を発行し、国内約

480、海外約 80 の機関に発送した。クリ

ープデータシートの成果は、『発電用火

力設備の技術基準の解釈』の許容応力及

び『高クロム鋼の寿命評価式』の平成２

６年度改訂に反映された。また、外部機

関からの依頼による事故調査１件の報

告を完了した。NIMS 物質・材料データ

ベース MatNavi では、高分子 DB、超

伝導 DB、拡散 DB およびデータシートオ

ンライン等についてのデータ拡充を継

１．長期的・継続的に行ってきたクリープ

や疲労試験等を確実に遂行し、データシ

ートの発行が着実に行われ、各種構造材

料を安全かつ効率的に利用するための

材料特性データを生産し、寿命予測の高

精度化に基づく設計基準等への反映や

国産ロケットの信頼性向上にも貢献す

る等、顕著な成果をあげていると評価で

きる。また、MatNavi では、平成 25 年

度に引き続き１万人を超える新規ユー

ザの登録があり、アクセス数も継続的に

評定 Ａ 

材料データシート、物質・材料デー

タベースの運営等を通じて、産業界

に資する基礎データが高い水準で整

備されている。データシートについ

ては 4 件を新たに発行し、国内外の

500以上の機関に発送するとともに、

クリープデータシートの成果が「発

電用火力設備の技術基準の解釈」等

の改訂に反映されるなど、幅広く外

部の利用に供する形で質の充実にも
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ていく。そのため、

機構は、長期的な

取組が不可欠な材

料試験、材料組成

等を明らかにする

化学分析を着実に

継続するととも

に、材料データベ

ース等の整備・発

信を行う。また、

機構の研究活動か

ら得られた新物

質・新材料等の標

準化を目指し、幅

広く配布活動を実

施するとともに、

物質・材料分野の

国際標準化活動に

寄与する。 

を着実に実施す

る。また、材料

データシートを

発行するなど研

究者や技術者が

必要とする材料

情報を積極的に

発信する。 

機構の研究活動

から得られた新

物質・新材料等

の成果物を社会

に普及させるた

め、機構が物質

の特性値を同定

し、それを計測

の標準となる物

質として幅広く

配布する。さら

に、材料評価分

野に貢献するた

め、人工骨材料

の物性評価法な

ど新材料の特性

に係る信頼性の

高い計測・評価

方法等について

も国際共同研究

を行い、今後の

物質・材料分野

の国際標準化活

動に寄与する。  

 

トを発行する。 

機構が物質の

特 性 値 を 同 定

し、それを計測

の標準となる物

質として幅広く

配布する。さら

に、新材料の特

性に係る信頼性

の高い計測・評

価方法等につい

ても国際共同研

究を行う。 

 平 成 26 年 度

は、クリープ試

験・疲労試験・

腐食試験の各材

料試験や化学分

析を継続して実

施し、計画に基

づ い て ク リ ー

プ・疲労・腐食・

宇宙関連材料の

データシートや

関係文書を発行

する。高分子デ

ータベース等の

材料データベー

スの効率的な拡

充を行うととも

に第一原理計算

に基づく電子構

造データベース

の拡充を図りマ

テリアルズ・イ

ンフォマティッ

クスの対応を図

る。さらに、参

照物質やVAMAS

と連携した国際

共同研究の国際

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 

 

 

２．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

該当無し 

 

続的に行うとともに、NIMS の研究者が

開発した界面結合予測システムおよび

傾斜機能材料 DB を MatNavi に追加し、

一般公開を開始した。2015 年 3 月末で

登録者が 153 ヶ国、24,284 機関から

101,036 人（国内: 73,086 人 海外: 

27,950 人）となり、1 年間で 11,384 人

の新規ユーザ登録があった。また、昨年

より引き続き、毎月 150 万件前後のアク

セスがあった。 

 

増えていることは、極めて顕著な成果で

あると評価できる。また、マテリアルイ

ンフォマティックス基盤整備にも取り

組んでおり、今後のハブ機関としての役

割が期待できる。 

配慮しつつ整備が進められている。

また、データベースについても物

質・材料分野で世界最大級の規模を

維持しつつユーザー数が大幅増加し

ている（年度末時点で 153 か国、

24,284 機関から 101,036 人が登録。

直近１年での新規登録者数は 11,384

人）。 

今後の更なる取組として、国際競争

力確保の観点から、蓄積した材料情

報の取り扱いについて議論が期待さ

れる。 
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標準化活動を積

極的に推進し、

表面化学分析・

超伝導材料・ナ

ノ計測・組織工

学・高温溶接構

造材料・フラー

レンのラマンス

ペクトルの分野

でリーダーシッ

プを発揮し、試

験・測定の標準

法案の取り纏め

をする。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．４ 物質・材料研究に係る国際的ネットワークと国際的な研究拠点の構築 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑫ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

国際共著論

文発表数 
300 421 452 511 596   予算額（百万円） － － － －  

外国人研究

者比率 
35％ 35％ 34.3％ 34.3％ 34.1％   決算額（百万円） 12,355 

の内数 
11,109 

の内数 
10,953 

の内数 
10,239 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 28 28 31 32  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 世界的に頭脳循環

（ブレインサーキ

ュレーション）が

進み、優れた人材

の獲得競争がます

ます熾烈となる中

で、機構は、ボー

ダレスな研究環境

の構築を進め、異

質な人材・研究の

機構は、世界を

代表する物質・

材料分野の研究

機関等により構

成される「世界

材料研究所フォ

ーラム」の運営

や国際連携協定

の締結等を通じ

て国際ネットワ

これまで、「世

界材料研究所フ

ォーラム」の開

催や国際連携協

定の締結等、国

際ネットワーク

を構築してきた

経験を踏まえ、

今後、この国際

ネットワークを

１．着実かつ効

率的な運営に

より、ボーダ

レスな研究環

境の構築を進

め、異質な人

材・研究の融

合促進による

研究活動の活

性化を図った

か。 

（科学技術イノ

１． 日米欧の政府関係者、産学官のト

ップレベル研究機関・研究者を集め、

ナノテクノロジー研究開発に関する最

新情報を共有し、国際的な協力・交流

を推進する場である第 10 回国際ナノ

テクノロジー会議(INC10)に参加し、日

米欧の最先端研究開発に関する議論、

情報収集を行った（H26.5 米国）。材料

科学分野におけるグローバル研究人材

育成を狙いとして、世界材料研究所フ

ォーラム第 4 回若手ワークショップ

を、関係機関とともに開催した（平成

１．国際ナノテクノロジー会議、世界材料

研究所フォーラムに積極的に関わり、国

際的連携をさらに強化する機会を得た

ことに加え、単なる二機関の連携ではな

く、複数機関を統括する政府機関との協

力を積極的に進め、これらの機関を通じ

てより効率的な研究協力関係を構築し

ていることや、”NIMS-WUT Summer 

Training”の実施による国際的研究環境

の構築や、卓越した外国人研究者の確保

に努めたことは評価できる。 

 

評定 Ｂ 

国際会議の開催等を通じた国際連携

の強化、国際連携協定の新規締結・

維持、目標の約 2 倍の国際共著論文

の発表、外国人研究者比率の維持な

ど、国際的ネットワークと国際的な

研究拠点の構築に着実に取り組んで

いる。 

今後の取組として、連携先機関の選

定理由、連携の基準の明確化が期待
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融合促進による研

究活動の活性化を

図る。そのため、

機構は、「世界材料

研究所フォーラ

ム」等のこれまで

構築してきた国際

ネットワークを積

極的に活用する。

また、世界トップ

レベル研究拠点で

ある国際ナノアー

キテクトニクス研

究拠点における国

際的に開かれた環

境の構築と、それ

を土壌として生み

出される挑戦的な

研究を引き続き実

施するとともに、

同拠点の取組を牽

引力として機構全

体の研究開発シス

テムを改革する。 

ークを構築して

きた。今後、こ

の国際ネットワ

ークを本格的に

活用し、日常的

な研究活動にお

ける海外研究者

との意見交換、

研究者の派遣及

び招へい、国際

シンポジウムの

開催等の国際活

動を実施すると

ともに、急成長

が見込まれるア

ジアの新興国等

の動向も注視し

つつ戦略的に研

究協力を展開す

る。国際連携協

定の締結機関数

については、本

中期目標期間中

を通して、毎年

度平均で 200 機

関程度を維持す

る。また、国際

活動を具体的な

研究成果に結実

させることが重

要であることか

ら、国際共著論

文発表数を、機

構全体として毎

年平均で 300 件

程 度 に 維 持 す

る。 

加速する世界規

模の頭脳循環に

対応し、卓越し

た外国人研究者

本 格 的 に 活 用

し、日常的な研

究活動における

海外研究者との

意見交換、研究

者の派遣及び招

へい、国際シン

ポジウムの開催

等の国際活動を

実施するととも

に、急成長が見

込まれるアジア

の新興国等の動

向も注視しつつ

戦略的に研究協

力を実施する。

平成26年度は、

アジア諸国研究

機関との東アジ

ア共同研究プロ

グ ラ ム (e-ASIA 

JRP)における協

力、世界材料研

究所フォーラム

若手研究者ワー

クショップ（7

月、米国）やア

ジアナノフォー

ラムサミット会

議（9月、中国）

参加、及びアジ

アナノフォーラ

ムの幹事機関と

しての活動等を

通じ、アジア諸

国との連携の一

層 の 推 進 を 図

る。また、国際

連携協定につい

て、今後は数よ

りも質を重視す

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点、時間的観

点） 

 

①国際連携協

定の締結機

関数につい

ては、本中

26 年 9 月 米国）。また、研究者の交流

を深めるため、NIMS-国立台湾大学ワー

クショップ（H26.8 つくば）、第４回

NIMS-レンヌ第１大学ワークショップ

（H26.10 つくば）のような機関間ワ

ークショップの他、 NIMS-Algeria 

Workshop on Materials for Energy and 

Environment（H27.3 つくば）のような

国あるいはその国の科学技術を所管し

ている機関とのワークショップを含

め、3 件の国際ワークショップを開催

するとともに、その他、ワルシャワ工

科大学との国際連係大学院制度では、

昨年度に引き続き学生を機構に呼び込

むための施策として、座学による講義

と実験室での活動を総合的に組み込ん

だ”NIMS-WUT Summer Training”を実

施した。この取組みから平成 24 年度以

降の国際連係大学院プログラム参加者

が 5名出ている。 

 

 

 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国際連携協定については、新たに 13 機

関との協定を締結し、平成 26 年度末の

時点で 207 件（172 機関）となった。ま

た、国際連携の新しい形の取組である、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各目標において、着実に成果が得られ

ており、目標の進捗状況は適切であると評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国際連携協定が、目標となる基準値をほ

ぼ達成しており、目標の達成に向け、順

調に進捗していると評価できる。

「NIMS-GIANT 連携研究センター」につ

される。 
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を 確 保 す る た

め 、 こ れ ま で

MANA をはじめと

して、国際的な

研究環境の整備

や若手研究者の

獲得・育成等に

取り組んできた

が、その経験を

機構全体の国際

化に反映してい

く。具体的には、

事務部門のバイ

リンガル化等に

より外国人研究

者が不自由を感

じない研究環境

を確立する。ま

た、機構全体の

研究者数のうち

外国人研究者数

の比率を、毎年

度平均で 35%以

上とする。 

MANA において

は、毎年度のフ

ォローアップや

中間評価の結果

等を踏まえ、国

際的・学際的環

境の構築、若手

研究者や若手研

究リーダーの育

成、英語の公用

語化などによる

国際化等の研究

開発システム改

革について取組

を強化する。 

べく、新規締結

及び継続におけ

る審査基準の見

直しを行い、実

際的な協力関係

となっているか

を精査する。ま

た、国際活動を

具体的な研究成

果に結実させる

ことが重要であ

ることから、国

際共著論文発表

数を、機構全体

として300件程

度を維持する。 

加速する世界

規模の頭脳循環

に対応し、卓越

した外国人研究

者を確保するた

め、事務部門の

バイリンガル化

等により外国人

研究者が不自由

を感じない研究

環境を確立する

とともに、機構

全体の研究者数

のうち外国人研

究 者 数 の 比 率

を、35%以上とす

る。 

MANA において

は、これまで取

り組んできた研

究環境整備、人

材育成、英語公

用語化を引き続

き推進するとと

もに、機構全体

長期目標期

間中を通し

て、毎年度

平均で 200

機関程度を

維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国際共著論

文発表数

を、機構全

体として毎

年平均で

300件程度

に維持す

る。 

 

③機構全体の

研究者数の

うち外国人

研究者数の

比率を、毎

年度平均で

35%以上と

する。  

 

３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項 

 該当無し 

 

 

国外の大学又は研究機関と機構が共同

で設置する国際連携研究センターでは、

平成 26 年度はフランス グルノーブル

市に所在する大学や研究所のコンソー

シアムである GIANT との間で国際研究

拠点「NIMS-GIANT 連携研究センター」

を開設した。本センターではまず先端計

測分野における研究協力を推進し、引き

続き新規テーマの立ち上げを予定して

いる。論文や特許をはじめとする成果物

は、GIANT と機構の共有物としている。

機構が海外機関に設置する 4 件目の本

格的な連携研究センターであり、コンソ

ーシアムとの連携による複数機関との

同時並行的・有機的連携が期待されてい

る。 

 

②国際共著論文数は 596 件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③平成 26 年度の機構全体の研究者のうち

外国人研究者数の比率は 34.9％であっ

た。（平成 27 年 1 月 1 日現在） 

 

いては、欧州地区における取組であり、

複数機関とのより実利的な連携関係構

築に向けた活動について期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国際共著論文数が基準値を大幅に上回

っており、第３期中長期計画期間の４年

目で目標の発表数を超えた顕著な成果

であると評価できる。 

 

 

 

 

 

③外国人研究者の比率がわずかに数値目

標を下回ったものの、平成 25 年度より

上昇している。目標の達成に向け、より、

外国人研究者の比率を高めることが期

待される。 
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の研究開発シス

テム改革を加速

する。 

平成 26 年度

は、世界トップ

レベル研究拠点

プログラム委員

会に日本人ポス

ドクの参画が少

ないことを指摘

されたことを踏

まえ、優秀な日

本人若手研究者

を MANA に招聘

し、日本の将来

を担う人材を育

成するプログラ

ム を 立 ち 上 げ

る。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．５ 物質・材料研究に係る産学独連携の構築 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑬ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

プレ共同研

究による収

入 

－ 66 百万円 87 百万円 73 百万円 128 百万円   予算額（百万円） － － － －  

資金受領型

共同研究に

よる収入 

－ 548 百万円 713 百万円 703 百万円    決算額（百万円） 9,440 
の内数 

8,444 
の内数 

8,458 
の内数 

8,736 
の内数 

 

大型共同研

究実施件数 
5 15 17 18 20   経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 43 53 55 56  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 科学技術の複雑

化、研究開発活動

の大規模化、経済

社会のグローバル

化の進展に伴う、

オープンイノベー

ションの必要性の

高まりなどを踏ま

機構で創出した

研究成果を企業

等に橋渡しし、

実用化につなげ

るため、機構は

産独の実用化側

機関と共同研究

等の連携活動を

機構で創出し

た研究成果を実

用化につなげる

ため、機構は産

独の実用化側機

関と共同研究等

の連携活動を積

極 的 に 実 施 す

１．機構で創出

した研究成果

を企業等に橋

渡しし、実用

化につなげる

ため、機構は

産独の実用化

側機関と共同

研究等の連携

活動を積極的

１．研究成果を実用化につなげるため、企

業とのプレ共同研究活動を推進し、128

百万円（平成25年度73百万円）の収益を

得た。この活動をベースに、更に本格的

な資金受領型共同研究につなげ、714百

万円（平成25年度703百万円）の収益を

得た。組織的な共同研究を行うことに力

を入れることにより、共同研究契約件数

が増加した。(平成24年度97件、平成25

年度112件、平成26年度112件)。また、

１．研究成果を我が国の国際競争力強化に

結びつけるため、企業との組織的、個別

的連携、さらには会員制で企業が参加す

る「NIMS オープンイノベーションセン

ター(NOIC)」を一層強化する取組を積極

的に実施したことは革新的な技術シー

ズを事業化に繋ぐ取組であると評価で

きる。また、企業との共同研究を推進し、

平成 25 年度と比べ共同研究契約件数は

同等ではあるにもかかわらず、収益が増

評定 Ａ 

共同研究の研究費規模・件数が当初

計画を大きく上回る水準で増加する

（1 千万円以上の大型共同研究件数

が当初計画（5件）比で 4倍（20 件））

とともに、グローバル先端技術企業

との組織的大型企業連携、国内外の

連係・連携大学院、つくばイノベー
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え、機構の成果、

研究ポテンシャル

等を活用した産学

独の連携を一層深

化する。機構の研

究成果を企業等へ

橋渡しするため、

企業等にとって魅

力のある連携モデ

ルを構築・運用し、

機構のトップマネ

ジメントにより連

携活動を実施す

る。一方、学独連

携については、将

来の物質・材料研

究を担う若手人材

の育成への貢献に

加え、機構の研究

活動の活性化や研

究ポテンシャルの

向上を目指し、大

学等との連携を強

化する。また、機

構は、産業技術総

合研究所、筑波大

学、産業界と連携

し、つくばイノベ

ーションアリーナ

に参画する。この

枠組みの下で、機

構の有する先端的

な研究施設及び設

備の活用を進めつ

つ、環境・エネル

ギー分野等の革新

的材料の創出を明

確に指向した取組

を企業との共同研

究等により実施す

るほか、物質・材

積極的に実施す

る。この活動に

おいては、機構

の研究部署を横

断的に総括する

理事長が直接進

捗を管理する体

制を整備する。 

連携に当たって

は、企業等を機

構に惹き付ける

ための仕組みが

重 要 で あ る た

め、１．１及び

１．２の研究業

務により機構に

蓄積される研究

ポテンシャル、

３．１により共

用に供される先

端的な研究施設

及び設備を誘因

とし、２．２で

述べた知的財産

の優先使用や共

有についての柔

軟な対応とも組

み合わせて、企

業にとって魅力

のある制度を新

しい連携モデル

と し て 確 立 す

る。 

企業との共同研

究については、

理事長等が企業

と直接合意する

ことにより組織

的に連携する大

型共同研究を重

視し、毎年度平

る。この活動に

おいては、機構

の研究部署を横

断的に総括する

理事長が直接進

捗を管理する体

制を整備する。 

企業との共同

研究としては、

理事長等が企業

と直接合意する

ことにより組織

的に連携する大

型共同研究を重

視し、5件以上の

大型共同研究を

実施する。また、

機構の研究活動

の活性化や将来

の物質・材料研

究を担う若手人

材の育成に資す

るため、国内外

の大学院生や研

修生の受入れ、

国内外の大学と

の連係大学院制

度による機構の

研究者による学

生への直接指導

及び大学への講

師としての研究

者派遣の協力を

行 う こ と に よ

り、大学との連

携強化に取り組

む。特に、連係

大学院協定によ

る協力関係にあ

る カ レ ル 大 学

（ チ ェ コ 共 和

に 実 施 し た

か。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、社会的経

済的観点） 

 

２ ． 将 来 の 物

質・材料研究

を担う若手人

材の育成への

貢献に加え、

機構の研究活

動の活性化や

研究ポテンシ

ャルの向上を

目指し、大学

等との連携を

強化したか。 

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、社会的・

経済的観点） 

 

３．つくばイノ

ベーションア

リーナの枠組

みの下で、機

構の有する先

大企業だけでなく中堅・中小企業との連

携をさらに強化するため、平成26年度よ

り「NIMSパートナーズ倶楽部」を設立し、

研究成果や保有特許を会員企業へ紹介

するサービスを開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．機構の研究者が教員として大学院運営

を行う連係大学院制度については、国内

では、平成 26 年度に引き続き筑波大学

物質・材料工学専攻、北海道大学大学院

総合化学院機能物質化学講座、同大学生

命科学院フロンティア生命材料科学分

野、同大学理学院先端機能物質物理学分

野、早稲田大学理工学術院ナノ理工学専

攻及び九州大学工学府先端ナノ材料工

学コースの運営を行った。新たに大学院

連携協定を締結したストラスブール大

（フランス）に、平成 27 年度よりナノ

テクサマースクールへの参加を要請し、

日米英仏の大学院生のより活発な研究

交流を図る。平成 26 年度末現在、51 校

（うち海外 19 校）との大学院連携協定

を締結しており、150 名超の学生の受入

れ、講師の派遣等を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．会員制研究連携 NIMS オープンイノベ

ーションセンター（NOIC）については、

筑波大、産総研と連携した運営体制の

下、つくば地区の中堅企業 1社を含む 3

社並びに大学としては初めてつくば地

加したことは評価できる。また、大企業

だけではなく、中堅・中小企業と連携協

力して研究開発の推進を図っているこ

とも評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．連係大学院制度やインターンシップ制

度を通じて、多くの学生を受け入れた結

果、大学等との連携を強化することがで

きたと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．H25 年度と比べ会員数を増加（1社、1

機関増）させるだけでなく、企業の多様

性や大学のつくば地区以外への広がり

を実現し、H25 年度に続き 10,000 万円

近い会費収入を得たことは会員の満足

ションアリーナでの設備活用・共同

研究・若手人材の育成を継続的に実

施するなど、産学独連携の構築に十

分かつ幅広い取組が見られる。 

今後の更なる取組として、大学シー

ズの一層の活用や、連携施設・成果

の一層の可視化を期待する。 
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料研究を支える若

手人材を育成す

る。 

均で５件以上の

大型共同研究を

実施する。 

また、機構の研

究活動の活性化

や将来の物質・

材料研究を担う

若手人材の育成

に資するため、

大学院生や研修

生の受入れ、大

学への講師とし

ての研究者派遣

の協力等を行う

こ と な ど に よ

り、大学との連

携強化に取り組

む。 

機構は、国内外

の学会・研究集

会等への積極的

な参加・協力を

研究者に促すこ

とにより、学協

会活動の活性化

に貢献する。 

加えて、国家戦

略に基づき、産

業技術総合研究

所、筑波大学、

産業界との連携

の下、つくばイ

ノベーションア

リ ー ナ に 参 画

し、機構の有す

る先端的な研究

施設及び設備を

活用しつつ、環

境・エネルギー

等地球規模課題

の解決を明確に

国）及びワルシ

ャワ工科大（ポ

ー ラ ン ド 共 和

国）に対し、集

中講義の講師派

遣及び共同セミ

ナーの実施等を

通じてさらなる

連携の強化に取

り組む。 

機構は、国内

外の学会・研究

集会等への積極

的な参加・協力

を研究者に促す

ことにより、学

協会活動の活性

化へ貢献する。  

さらに、産業

技術総合研究

所、筑波大学、

高エネルギー加

速器研究機構、

産業界との連携

の下、つくばイ

ノベーションア

リーナ

（TIA-nano）に

参画し、つくば

において確立し

たナノテク研究

のブランドとし

てのTIA-nanoの

価値を世界へと

発信することに

努める。また、

平成24年4月に

スタートし、平

成25年8月に名

称変更したNIMS

オープンイノベ

端的な研究施

設及び設備の

活用を進めつ

つ、環境・エ

ネルギー分野

等の革新的材

料の創出を明

確に指向した

取組を企業と

の共同研究等

により実施す

る ほ か 、 物

質・材料研究

を支える若手

人材を育成し

たか。  

（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、社会的・

経済的観点） 

 

４．中長期計画

における以下

の目標の進捗

状 況 は 適 切

か。 

 （科学技術イ

ノベーション

創出・課題解

決のためのシ

ステムの推進

の観点、研究

者、研究開発

マネジメント

人材の育成・

支援の観点、

研究開発環境

の整備・充実

の観点） 

区以外からの参画があり、合わせて企業

12 社、大学及び公的機関 4 機関の会員

から会費収入 9,612 万円を得た。これら

の会員と電池材料、熱エネルギー変換材

料、磁性エネルギー変換材料を加えた 3

テーマを扱い、低炭素ハブ拠点等の共用

設備を活用して研究活動を推進し、同時

に共用設備の企業利用数伸張に貢献し

た。また、企業会員との技術動向調査を

元に熱エネルギー変換材料について企

業ニーズを反映させた共通のテーマを

構築した。さらに、筑波大生４名のイン

ターンシップ受入を行うとともに、H25

年度に引続き、同大サマースクールに会

員企業からアドバイザーとして 2 名に

参画頂いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度を維持していると評価できる。また技

術動向調査を元にした企業ニーズのテ

ーマへの反映は産業の将来ニーズ等を

反映した研究テーマの設定及びそのた

めの取組であり、顕著な成果であると評

価できる。さらに、共用設備の企業利用

数伸張、筑波大との人材育成へ貢献する

活動を継続していることも評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．顕著な成果が得られており、目標を上

回るのペースで進捗していると評価でき

る。 
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指向した研究開

発をはじめとし

て企業等との共

同研究を実施す

るほか、物質・

材料分野の若手

人材の育成に取

り組む。 

ーションセンタ

ー（旧称TIAナノ

グリーンオープ

ンイノベーショ

ン拠点）での産

学独による会員

制連携研究を継

続して推進する

とともに、機構

の強みである材

料技術と企業会

員からの将来動

向等の産業化に

必要な情報を結

びつける討議の

場を提供するな

ど、オープンイ

ノベーションの

成果が上がるよ

うマネジメント

体制を強化す

る。 

また、元素戦略

磁性材料研究拠

点において、希

少資源に依らず

高性能を発現で

きる次世代永久

磁石材料の開発

を目指し、国内

外の大学・研究

機 関 に 所 属 す

る、磁性理論・

評価解析・材料

創製の各分野で

高い将来性を持

つ研究者を集結

させ、磁性物質

材料科学の学理

の創出、磁性材

料の工学的発展

 

 ①毎年度平均

で５件以上

の企業との

大型共同研

究を実施す

る。 

 

 

５．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

き事項（長とし

て の 資 質 の 観

点） 

 

 

①２０社を超える企業と研究費１千万円

を超える大型共同研究を実施した。 

 

 

 

 

 

 

・組織的企業連携において、理事長自ら相

手企業（General Electric Company）に出

向き、トップ会談など行った。また、理事

長のネットワークを活用し、新たな企業と

の連携を生み出すこともできた。 

 

 

①目標を大幅に上回る20社との大型共同

研究を実施し、世界 トップクラスのグ

ローバル企業から、その事業分野におけ

る5～10年先の市場動向の的確な情報を

入手し、材料科学分野の研究への大きな

指針としたことは顕著な成果であると

評価できる。 

 

・理事長が自ら企業に出向きトップ会談を

行うなど、リーダーシップを発揮し、企業

連携の方向性、位置づけを示すことによ

り、連携の加速につながっていることは評

価できる。 
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を担う人材の育

成、産業界にお

ける目的達成に

橋渡しするため

の実証研究に取

り組む。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．６ 物質・材料研究に係る分析・戦略企画及び情報発信 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑭ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） － － － －  
        決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4,590 

の内数 
4,673 

の内数 
4,054 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 14 17 15 14  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 機構が、物質・材

料研究に対する

社会からの要請

に応えていくた

めには、関連する

国家戦略、国際情

勢、技術動向等を

定常的に把握・分

析していく必要

がある。このよう

な活動は、長期的

地球規模課題解

決等の社会的ニ

ーズに応えるた

め、かかる社会

的ニーズ、さら

にはその背景に

ある国家戦略や

国際情勢を掘り

下げて分析し、

その結果を機構

の研究戦略の企

社会的ニーズ

に応えるため、

かかる社会的ニ

ーズ、さらには

その背景にある

国家戦略や国際

情勢を掘り下げ

て分析し、公的

材料研究機関の

運営に関するベ

ンチマーキング

１．物質・材料

研究に関連す

る国家戦略、

国際情勢、技

術動向等を定

常的に把握・

分析したか。 
（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

１． 本年度の重要研究分野の調査・分析

として、前年度に着手開始した①マテリ

アルズ・インフォマティクス、および②

熱電材料に関するテーマを伸展させた。

マテリアルズ・インフォマティクスは、

「材料工学におけるデータ活用の高度

化」に関連する研究開発の意義、現状の

把握、そして今後の展開可能性について

の検討を目的として、調査分析活動を行

い、マテリアルズ・インフォマティクス

関連の国内外著名研究者を講師として

招聘する勉強会「理事長主催勉強会シリ

ーズ マテリアルズ・インフォマティッ

クス」を企画。2014 年 2 月から 2015 年

１． マテリアルズ・インフォマティクス

は国として取り組むべき課題であると

考え、昨年度から検討が開始されたが、

本テーマは欧米の国際情勢を調査分析

の過程で的確に捉え、国内外との人的ネ

ットワークを形成したことは大いに評

価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
重要分野についての主要国の技術動

向の調査及び研究戦略への反映、海

外の研究機関との連携による学術誌

の発行（論文の質を示す値も高い水

準）など、分析・戦略企画及び情報

発信を着実に実施している。 
今後の取組として、情報発信の在り

方について継続的なレビューが期待

される。 
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な視点で物質・材

料研究に取り組

んでいる機構で

こそなし得る活

動である。このよ

うな活動の成果

を、機構の研究戦

略の企画やプロ

ジェクトの実施

計画に反映させ

るとともに、積極

的に社会に発信

していく。 

画やプロジェク

トの実施計画立

案につなげる。

その際、機構が

物質・材料研究

の現場を有して

いる強みを活か

し、実際の研究

活動を通じて得

られる内外の研

究動向の情報を

も併せて分析す

る。これらによ

り、特に 1.1.2 の

プロジェクトの

目標を国家戦略

に直接結びつい

たものとする。 
ま た 、 こ の 分

析・戦略企画の

過程において得

られたデータ、

分析結果につい

ては積極的に社

会に発信する。 
さらに、機構は、

国内外の物質・

材料分野に係る

研究活動等の全

般的動向に関す

る情報を、国内

外の研究者・技

術者が活用可能

な形で発信する

ために、国際学

術 誌 「 STAM 
(Science and 
Technology of 
Advanced 
Materials) 」の

発行等を行う。 

を行う。その結

果を機構の研究

戦略の企画やプ

ロジェクトの実

施計画立案につ

なげる。その際、

実際の研究活動

を通じて得られ

る内外の研究動

向の情報も併せ

て分析する。こ

れらにより、各

プロジェクト研

究の目標を国家

戦略に直接結び

ついたものとす

る。平成26年度

は、①マテリア

ルズ・インフォ

マティクスなど

を含む「材料工

学におけるデー

タ 活 用 の 高 度

化」の研究開発

動 向 、 及 び ②

NIMSオープンイ

ノベーションセ

ンターの企画に

資する、環境・

エネルギー分野

の産業・研究開

発動向に関する

調 査 分 析 を 行

い、機構が注力

すべき技術分野

について考察す

る。 

また、この戦

略企画、動向分

析及びこの過程

で得られたデー

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点、その他） 
 
 
 
２．上記活動の

成果を、機構

の研究戦略の

企画やプロジ

ェクトの実施

計画に反映さ

せ る と と も

に、積極的に

社会に発信し

たか。 
（科学技術イノ

ベーション創

出・課題解決

のためのシス

テムの推進の

観点、研究者、

研究開発マネ

ジメント人材

の育成・支援

の観点、研究

開発環境の整

備・充実の観

点、国際的観

点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 月にかけて 8 回のオープンな勉強会を

開催し、延べ 700 名 （ＮＩＭＳ所属外 

180 名）以上を動員した。 

熱電材料に関しては、 ＮＩＭＳオープ

ンイノベーションセンター（ＮＯＩＣ）

とともに議論を続け、更なる調査情報と

NIMS 研究者の見識を加えて、国内外の

幅広い最新の材料技術と動向について

調査分析した。 

 

２．マテリアルズ・インフォマティクスこ

れらの活動を通じて、関連研究者とのネ

ットワークが新たに構築され、NIMS にお

いて新たな組織であるマテリアルズ・イ

ンフォマティックスプラットフォームの

創設等、将来的な関連研究の拡大に向け

た研究体制の強化につなげた。熱電材料

については、調査分析室レポート「熱電」

（NIMS-RAO-FY2014-2）として取り纏

め、平成 27 年１月にレポートとして発刊

に至った。 

さらに、情報発信を推進する事業とし

て、情報共有・発信ネットワークの強化

を行った。具体的には、①研究者総覧

SAMURAI の発信機能の強化、②コロイド

フォトニック結晶等の研究情報発信サイ

ト③NIMS 発表の論文データベース「NIMS 

Papers」の機能強化による活用支援、④

国 際 学 術 誌 「 STAM (Science and 

Technology of Advanced Materials) 」の編

集発行を継続して行った。STAM 誌につ

いては、スイスの国立研究機関 Swiss 

Federal Laboratories for Materials Science 

and Technology と共同刊行協定を結び、

日本で初めての国際連携によるオープン

アクセス出版強化を実現する先例となっ

た。内容においても、構造材料から生体

材料まで幅広い材料科学分野を網羅し、

優れた論文特集を組み、国内外のメディ

アを通して配信した。日本発学術誌とし

て、材料科学分野で国内トップのインパ

クトファクター2.613 を達成し、国際的に

も上位20%にランクインした。これは2009

年以来 5 年連続で国内一位である。また

同誌の論文は、年間ダウンロード数が 53

万件を超え、ジャーナルの質・国際性・

遡及性の向上を達成した。 

また、情報流通基盤及び社会への積極

的な研究成果の発信を実現するため、⑤

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．マテリアルズ・インフォマティクスに

おいては NIMS の研究プラットフォー

ムを構築し、研究体制の強化などにつな

げたことは高い評価に値する。熱電材料

についても、再生エネルギーの観点で最

新の熱電材料をまとめ、極めて質の高い

レポートを社会に対して発信できたこ

とは評価に値する。 

学術誌 STAM の発行において、海外

との日本初の共同刊行協定を結んだこ

とは、STAM をこれまで以上に国際化す

るとともに、日本発学術誌としても初め

ての国際連携である。これにより、材料

科学国際コミュニティにおける重要性

を増すことになる。このように、日本が

強い材料科学分野において、世界におけ

る日本学術誌の認知を高めることは、情

報発信強化としてきわめて重要であり、

高く評価できる。また、文部科学省が強

調する『日本の学術ジャーナルの国際

化』をリードすることは、極めて重要な

社会貢献として評価できる。 
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タ、分析結果の

社会への発信を

行う。 

さらに、機構

は、国内外の物

質・材料分野に

係る研究活動等

の全般的動向に

関する情報を、

国 内 外 の 研 究

者・技術者が活

用可能な形で発

信するために、

国 際 学 術 誌

「STAM (Science 

and Technology 

of Advanced 

Materials) 」の

発 行 、 専 門 書

「 NIMS 

Monographs」の

出版、デジタル

ライブラリーや

多様なウェブポ

ータルサイトサ

ービスを通した

発信を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針

を踏まえ評価す

べき事項 
該当無し 

 

デジタルライブラリーシステム（機関リ

ポジトリシステム）「NIMS eSciDoc」の推

進をはかるとともに、国内他機関との連

携を進めた。特に③「NIMS Papers」にお

いて、Altmetrics を利用することにより、

論文がソーシャルメディア上でどのよう

に言及されているか、調べられるように

した。また、SAMURAI では、NIMS がト

ムソン・ロイター社による 2014 年引用数

上位 1%の論文数ランキングで国内１位に

ランクした材料科学分野と同様の分野分

類方式を採用し、新聞等のメディアに掲

載された NIMS のパフォーマンスの実態

について外部へ示している。さらに、

SAMURAIの情報を外部のwebページ上に

埋め込み、情報が自動的に更新されるガ

ジェットや、ポスター発表等で利用でき

る英語ページの URL の QR コードを提供

している。SAMURAI のアクセスを分析す

ると、１か月に 6 万ページビュー程度の

利用がある。、アクセスの内訳は外国より

約 20%、モバイルデバイスより 8%であり、

国際化やモバイル対応も順調に進んでい

る。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．４．１ 事故等調査への協力 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑮ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） － － － －  
        決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4,590 

の内数 
4,673 

の内数 
4,054 

の内数 
 

        経常費用（百万

円） 
－ － － －  

        経常利益（百万

円） 
－ － － －  

        行政サービス実

施コスト（百万

円） 

－ － － －  

         従事人員数（人） 37 44 43 51  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

  公的機関からの

依 頼 等 に 応 じ

て、機構のポテ

ンシャルを活用

し、事故等調査

への協力を適切

に行う。 

公的機関から

の依頼等に応じ

て、機構のポテ

ンシャルを活用

し、事故等調査

への協力を適切

に行う。 

 

１．公的機関か

らの依頼等に

応じて、機構

のポテンシャ

ルを活用し、

事故等調査へ

の協力を適切

に行ったか。 

（ そ の 他 の 観

点） 
 
２．上記の評価

基準以外の事項

で、CSTI 指針を

踏まえ評価すべ

１．京都地方裁判所第 2 民事部からの補充

説明要請により１件（前事業年度１件）

の調査協力を行った。 

 

１．京都地方裁判所第 2 民事部からの依頼

に応じて、機構のポテンシャルを活用

し、事故等調査への協力を適切に行った

ことは高く評価できる。 

 

評定 Ｂ 
公的機関からの協力要請に基づき、

機構のポテンシャルを活用し、事故

等調査への協力を着実に実施してい

る。 
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き事項 
該当無し 

 

 
４．その他参考情報 
－ 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 組織編成の基本方針 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構内の部署間の

連携を強化するこ

とにより、機構全

体としての総合力

を発揮し、従来よ

りも一段階上の組

織パフォーマンス

を目指す研究体制

を構築する。また、

研究開発の重点

化、研究の進展、

有望なシーズ発掘

などに機動的に対

応するために、部

署間の人員再配

置、時限的研究組

織の設置など、弾

力的に組織を見直

す。 
研究職、エンジニ

プロジェクトの

進展に伴い研究

テーマの細分化

が進むことが予

想されるが、そ

れが組織の縦割

り化につながら

ないよう、研究

分野間の協働、

情報交換が日常

的に行われるよ

うな組織体制が

必要である。従 
って、研究部署

自体は研究者の

専門分野別に編

成するものの、

重点研究開発領

域やその下で実

施されるプロジ

第 3 期中期計

画期間において

は、先端的な研

究施設及び設備

の共用、ネット

ワーク型研究拠

点の運営等、中

核的機関として

の活動を強化し

ていくこととし

ている。施設及

び設備の共用は

企業等を機構に

惹き付けるため

の誘因として機

能しており、ネ

ットワーク型研

究拠点は企業等

と連携しつつオ

ープンイノベー

１．機構内の部署間

の連携を強化す

ることにより、機

構全体としての

総合力を発揮し、

従来よりも一段

階上の組織パフ

ォーマンスを目

指す研究体制を

構築したか。 

（長の資質として

の観点）、（資源

配分の観点）、（体

制の観点）、（適

正性の観点）、（適

正、効果的かつ効

率的なマネジメ

ント・体制の確保

の観点） 

 

 

２．研究開発の重点

化、研究の進展、

有望なシーズ発

１．組織を適度に階層化し、多数の研究

ユニットを 3 部門、1 センターにグル

ーピングして部門長及びセンター長を

配置している。また、国からの受託に

より、オールジャパンの中枢的機能を

担う組織は部門からは独立させた。た

だし、受託事業を通じて得られた成果

は部門等において活用する等 NIMS 全

体として組織の一体的運営を図ってい

る。さらに平成 23 年度に係る業務の実

績に関する評価に対応し、MANA の取

組みを NIMS 全体に敷衍するため、事

務職員のバイリンガル化については、

事務職員への英語研修を前年度に引き

続き実施した。加えて、平成 26 年度に

おいては新たな材料設計手法として着

目されるデータ駆動型材料研究につい

て、理事長主催勉強会を６回開催し、

新分野への取組みの啓発と研究者の分

野間交流の促進を図った。 

 

２．国土強靭化及び産業競争力強化に向

けた構造材料研究を総合的に推進する

ことを目的として構造材料研究拠点を

１．平成 23 年度より導入した研究部門の

階層化、分担管理化は適切に機能して

いると評価できる。また、平成 23 年度

に係る業務の実績に関する評価に対応

し、事務職員への英語研修を継続実施

していることは、NIMS の国際化に向

けた不断の取組として評価できる。さ

らに、新分野への啓発を行う勉強会を

多数回開催し、研究者の分野間連携及

び融合を図ったことは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国土強靭化や材料研究のパラダイム

変換をもたらすべく構造材料研究拠点

及びマテリアルズ・インフォマティク

評定 Ｂ 
研究開発の重点化、イノベーショ

ン創出を推進する組織の設置、能

力・業務量の変動等に応じた柔軟

な人事配置の見直しを行うなど、

国や社会のニーズの変化に応じた

組織編成を実施している。 
今後の取組として、部門間協力の

可視化が期待される。 
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ア職及び事務職の

職員全体につい

て、能力や業務量

の変動等に応じて

柔軟に人事配置を

見直す。 

ェクトは専門分

野別の研究部署

を横断して設定

できる柔軟な研

究体制を整備す

る。 
また、社会的ニ

ーズの変化に対

応して研究組織

自体も柔軟かつ

機動的に改廃し

ていく。 
さらに、分野が

異なる多数の専

門家間の組織的

連携が必要な場

合には、時限的

研究組織を設置

して対応する。

その組織形態は

柔 軟 な も の と

し、人員配置に

ついても専任、

併任等を適切に

組み合わせて弾

力的に行う。 
研究職、エンジ

ニア職及び事務

職の全体におい

て、機構の業務

が最適に遂行さ

れるよう、合理

的な人員配置を

行う。特に、研

究活動を底支え

す る 研 究 支 援

者・技術者につ

いては、その能

力を遺憾なく発

揮し、研究業務

に積極的に貢献

ションを実現す

る場として重要

である。一方で、

中核的機関とし

ての活動は不特

定多数の外部の

研究者もしくは

研究機関への対

応が業務の大半

を占めており、

業務の分散化、

煩雑化を招きや

すい。従って平

成 26 年度は、機

構の各種中核的

業務の実績を踏

まえ、特に事務

業務を整理、効

率化し、それに

伴い必要な組織

の改編を行う。 

また、社会的ニ

ーズの変化に対

応して研究組織

自体も柔軟かつ

機動的に改廃し

ていく。 

 

掘などに機動的

に対応するため

に、部署間の人員

再配置、時限的研

究組織の設置な

ど、弾力的に組織

を見直す。研究

職、エンジニア職

及び事務職の職

員全体について、

能力や業務量の

変動等に応じて

柔軟に人事配置

を見直したか。 

（長の資質として

の観点）、（資源

配分の観点）、（体

制の観点）、（適

正性の観点）、（適

正、効果的かつ効

率的なマネジメ

ント・体制の確保

の観点） 

 

３．研究職、エンジ

ニア職及び事務

職の職員全体に

ついて、能力や業

務量の変動等に

応じて柔軟に人

事配置を見直し

たか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．上記の評価基準

設置するとともに、材料データ群の徹

底した計算機解析による新たな材料設

計手法の確立のため、データ駆動型材

料研究イノベーションハブとしてのマ

テリアルズ・インフォマティクスプラ

ットフォームを設置した。これらの新

組織は、産学官の多分野の研究者及び

技術者を糾合し、研究交流及び人材交

流を図るハブ拠点として整備した。さ

らに、研究課題・成果の取扱いにおい

てオープンとクローズドのミックスス

キームによって共同研究を推進する新

たな試みとして、領域別企業連携セン

ター「磁性材料連携センター」、「次世

代蛍光体イノベーションセンター」を

立ち上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 構造材料研究拠点を設立するにあた

り、拠点の円滑な立上げ及び運営に資

するため、拠点運営室を設置し、研究

管理業務に十分な経験を有する人材を

配置転換により２名抜擢した。また、

マテリアルズ・インフォマティクスプ

ラットフォームの設立にあたっては、

データ駆動型材料研究に広い知見を有

する研究職又はエンジニア職を７名配

置し、同プラットフォームの立ち上げ

を加速させた。 

 

スプラットフォームセンターを新設し

たほか、企業側の課題・成果取扱いの

ニーズのため、新たな試みである領域

別企業連携センターとして磁性材料連

携センター及び次世代蛍光体イノベー

ションセンターを立ち上げるなど、国

の要請、社会ニーズ等に機動的に対応

し、機動的・効率的な研究運営が行え

る体制を構築していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．平成 26 年度は構造材料研究拠点及び

マテリアルズ・インフォマティクスプラ

ットフォームが新設されるなど、拠点運

営業務の重要性がますます増大してきて

いる中で、研究管理及び迅速な新分野研

究立上げの面で必要な人材を配置したこ

とは適切と評価できる。 
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できるよう、能

力に応じた適切

な人員配置や業

務量の変動等に

応じた柔軟な体

制を確保する。 

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（１） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 内部統制について

は、総務省の独立

行政法人における

内部統制と評価に

関する研究会が平

成 22 年３月に公

表した報告書「独

立行政法人におけ

る内部統制と評価

について」を参考

として、理事長の

リーダーシップの

下、コンプライア

ンス体制の実効性

を確保するととも

に、監事監査の効

果的な活用、適切

な権限委譲などに

より、内部統制を

総務省の独立行

政法人における

内部統制と評価

に関する研究会

が平成22年３月

に公表した報告

書「独立行政法

人における内部

統制と評価につ

いて」を参考と

して、次のとお

り内部統制を充

実・強化する。  
既に整備した、

法令遵守のため

のコンプライア

ンス体制の実効

性 を 高 め る た

め、日頃より職

既 に 整 備 し

た、法令遵守の

ためのコンプラ

イアンス体制の

実効性を高める

ため、日頃より

職員の意識醸成

に努めるための

研修の実施やメ

ールマガジン発

行等の取り組み

を継続する。ま

た、機構のミッ

ションを阻害す

る要因となるリ

スクへの対応、

すなわち研究活

動における安全

確保、利益相反

１．機構全体として

内部統制を充実・強

化したか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．職員のコンプライアンス意識向上のため

の推進活動として、職員を対象とするコン

プライアンスセミナー及び研修を実施し

ているほか、コンプライアンスに関する具

体的な事例の解説をまとめた冊子「コンプ

ライアンスハンドブック」の配布、コンプ

ライアンス関連の情報を提供する機構内

メールマガジンを月1回配信する取組を継

続している。特にハラスメントの防止につ

いては、全職員を対象とした e-learning 研

修及びハラスメントに関する機構内アン

ケート調査を実施するとともに、ハラスメ

ント事例や相談窓口を記載したポスター

を機構内に継続的に掲示している。また、

コンプライアンス通報などの案件につい

ては、機構内通報・相談受付窓口のほか、

平成 26 年 6 月に機構外にも受付窓口を新

たに設け、コンプライアンス委員会をはじ

め、ハラスメント対策委員会等の専門委員

会において、個別に対応を行っている。さ

らに、リスクマネジメントを活用した内部

統制の充実・強化を図るため、リスクマネ

ジメントポリシー等に基づき、リスクマネ

１．理事長がリーダーシップを発揮

し、職員のコンプライアンス意識

の向上を目的とした継続的な取組

や、リスクマネジメント体制の整

備によって、機構全体における内

部統制の充実・強化が図られてい

ると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 
法人の長の意思決定の環境整備、

法人のミッションの周知、組織全

体として取り組むべき重要課題・

リスクの把握・対応、課題対応計

画の作成など、内部統制の充実・

強化のための取組が着実に実施さ

れている。今後も、理事長と職員

との不断のコミュニケーション、

情報セキュリティの確保が期待さ

れる。 
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充実・強化する。 員の意識醸成を

行う等の取組を

継続する。また、

機構のミッショ

ンを阻害する要

因となるリスク

への対応、すな

わち研究活動に

お け る 安 全 確

保、利益相反の

防止、ハラスメ

ントの防止等に

ついては、理事

長 の 直 轄 に よ

り、コンプライ

アンスも包含す

る形で、リスク

への対応方針を

作成し、機構全

体としてリスク

管理を行う体制

を整備する。  
理事長のリーダ

ーシップの下、

機構業務の効果

的・効率的な運

営のための統制

環境を確立し、

監事監査を効果

的 に 活 用 し つ

つ、情報伝達、

モニタリング等

を充実させる。  
実用化側機関と

の共同研究等、

機構が創出した

研究成果を実用

化につなげるた

めの連携は、本

中期目標期間に

おいて特に強化

の防止、ハラス

メントの防止等

については、コ

ンプライアンス

も 包 含 す る 形

で、トップマネ

ジメントの強化

が重要との認識

の下、理事長の

直轄により、機

構全体としてリ

スク管理を行う

体 制 を 整 備 す

る。具体的には、

既に策定したリ

スク管理の基本

方針及び規程類

に基づき、継続

的にリスク管理

を実施していく

ため、機構にお

いて想定される

主要なリスクへ

の対応計画の履

行及び進捗状況

のモニタリング

の 作 業 を 進 め

る。 

理事長のリー

ダ ー シ ッ プ の

下、機構業務の

効果的・効率的

な運営のための

統制環境を確立

し、監事監査の

効果的な活用を

図りつつ、情報

伝達、モニタリ

ング等を充実さ

せる。 

平成23年度よ

 
 
 
 
【法人の長のマネ

ジメント】 
（リーダーシップ

を発揮できる環境

整備） 
・ 法人の長がリー

ダーシップを発

揮できる環境は

整備され、実質的

に機能している

か。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（法人のミッショ

ンの役職員への周

知徹底） 
・ 法人の長は、組

織にとって重要

な情報等につい

て適時的確に把

握するとともに、

法人のミッショ

ジメント委員会を中心に機構全体として

のリスクマネジメント体制を整備してい

る。 

 

【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮できる環境の整備

状況と機能状況） 

・機構の予算・人事等の決定手続きは、理事

長をはじめとする役員等による書類又は

ヒアリング審査を経た上で、最終的に理事

長が決定するスキームとなっている。 

・理事長がより重要な問題に専念できるよう

研究現場への権限委任として、研究運営上

の予算配分が挙げられる。例えば、プロジ

ェクトへの予算配分についてプロジェク

トリーダーに裁量が委ねられていること

から、研究の進捗状況等に応じた弾力的な

予算配分が可能となっている。また、各部

門、ユニット等の長に一定額の運営経費を

配分することで、各々の研究部署のマネジ

メントに資するように配慮している。 

・理事長の補佐体制の整備状況に関しては、

機構内部機能として、理事長の意志決定に

当たり、毎週開催される運営会議や毎月開

催されるユニット長等連絡会議等により、

機構内関係部署からの情報や意見を踏ま

えた経営判断を行える状況となっている

ほか、研究者会議や研究戦略会議などのボ

トムアップ機能を活用して、研究現場から

の率直な意見も取り入れる仕組みができ

ている。 

 

（組織にとって重要な情報等についての把

握状況） 

・運営会議、ユニット長等連絡会議、研究者

会議、研究戦略会議等を開催し、理事長が

機構内の研究活動や運営全般についての

情報を聴取し、現状を把握している。 

 

 

（役職員に対するミッションの周知状況及

びミッションを役職員により深く浸透させ

る取組状況＊） 

・日常的には毎週開催される運営会議や毎月

開催されるユニット長等連絡会議におけ

る会議資料、討議状況を積極的に機構職員

へ周知し、機構の活動について情報を共有

している。また、毎事業年度開始時点で、

機構の運営方針を全職員に示すとともに、

 

 

 

 

【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮できる環境

の整備状況と機能状況） 

・機構の予算・人事等を最終的に理

事長が決定するスキームなどによ

り法人の長がリーダーシップを発

揮できる環境が適切に整備され機

能していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法人のミッションの役職員への周

知徹底） 

・全役職員を対象とした理事長によ

る定期講話、運営会議等の議事を

職員へ積極的に発信していること

等により、機構の運営方針を直接

職員に示しているとともに、事務

職員の目標設定を法人のミッショ

ンと関連付ける試みにも取り組ん
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すべき活動であ

るため、理事長

が直接進捗を管

理する体制とす

る。  
研究業務の日常

的な進捗管理に

ついては、理事

長から担当する

研究組織の長に

分 担 管 理 さ せ

る。具体的には、

研究組織の上位

に位置する部門

長が理事長から

権限の委任を受

け、プロジェク

トを分担管理す

る。このため、

理事長と部門長

との間で情報・

意見交換を定期

的に行う場を設

ける。 

り開始した部門

体制を活用し、

週1回開催する

運営会議におい

て役員と部門長

の間での情報・

意見交換を活発

に行い、その情

報を各職員へ周

知徹底する。 

 

 

ン等を役職員に

周知徹底してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（組織全体で取り

組むべき重要な課

題（リスク）の把

握・対応等） 
・ 法人の長は、法

人の規模や業種

等の特性を考慮

した上で、法人の

ミッション達成

を阻害する課題

（リスク）のう

ち、組織全体とし

て取り組むべき

重要なリスクの

把握・対応を行っ

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ その際、中長期

目標・計画の未達

成項目（業務）に

ついての未達成

要因の把握・分

析・対応等に着目

しているか。 
 
 
 
 
 

年始（1 月）・年度始め（4 月）・半期（10

月）に全職員を対象にした理事長による定

期講話を実施している。講話の動画は機構

内のイントラネットに掲載し全職員が閲

覧できるようにしている。このほか、事務

職員の評価に関して、中長期計画又は年度

計画から段階的かつ明示的にブレークダ

ウンした目標を個々人の業務目標として

設定することにより、機構のミッションと

各自の業務との関連付けを行っている。 

 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）の把握＊状況） 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）に対する対応＊状況） 

・機構の業務を運営する上で、役員の方針決

定が必要な課題については、運営会議に報

告、検討し、機構全体として取り組むべき

重要課題の把握やそれに対する運営方針

の策定などについては、理事長が最終決定

を行っている。また、コンプライアンスな

ど組織の危機管理上重要な課題について

は、コンプライアンス委員会その他の専門

委員会において、継続的に課題の把握、及

び対処策の検討等の対応を行っている。 

・機構のミッション達成を阻害するリスクへ

の対応について、平成 26 年度は、事故の

発生、ハラスメントの発生等の優先的に対

応すべき主要リスクに係る対応計画の履

行を進めた。 

 

・機構のミッション達成を阻害するリスクへ

の対応について、平成 26 年度は、事故の

発生、ハラスメントの発生等の優先的に対

応すべき主要リスクに係る対応計画の履

行を進めた。 

 

【未達成項目（業務）についての未達成要因

の把握・分析・対応状況】 

・理事長は、日常的には毎週開催される運営

会議において、機構内の業務の実施状況に

ついて報告を受け、かつ運営会議メンバー

（役員、部門長等）間での討議を行うこと

で業務実施状況を把握している。また、年

度開始前には、年度計画に基づく業務の進

捗状況を部門長、センター長等からヒアリ

ングにより確認した上で、新年度の実行計

画を決定している。さらに、独法評価委員

会（平成 27 年度以降にあっては文部科学

でおり、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（組織全体で取り組むべき重要な課

題（リスク）の把握・対応等） 

 

 

・機構の運営上重要な課題について、

運営会議への相談・報告により、

機構全体として取り組むべき重要

課題の把握やそれに対する運営方

針の決定などを行っており、評価

できる。 

 

 

 

 

・重要リスクへの対応計画の履行が

行われており、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運営会議や自己評価委員会等によ

る取組を通じて、中長期目標・計

画の未達成項目（業務）について

の未達成要因の把握・分析・対応

等に着目していると評価できる。 
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（内部統制の現状

把握・課題対応計画

の作成） 
・ 法人の長は、内

部統制の現状を

的確に把握した

上で、リスクを洗

い出し、その対応

計画を作成・実行

しているか。 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当なし 
 

【監事監査に対す

るフォローアップ】 

・監事監査における

改善事項へのその

後の対応状況は適

切か。 

大臣）による毎年度の実績評価に先立ち、

前年度業務実績について自己評価委員会

で評価している。 

 

【内部統制のリスクの把握状況】 

【内部統制のリスクが有る場合、その対応計

画の作成・実行状況】 

・リスクマネジメント活動を通じて、平成 24

年度に理事長以下役員の審議・決定を経て

選定した優先的に対応すべき主要リスク

について、平成 25～26 年度も継続して、

それぞれについての対応計画を策定・実行

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監事監査における改善事項への対応状況】 

・平成 26 年 6 月に理事長に提出された「平

成 25 年度 監事監査報告」を受け、少額契

約インターネット購買システム（アットオ

フィス）の利用促進に向けた対応が必要と

の指摘に対しては、グリーン購入法に基づ

く調達方針の外部公表とあわせて、グリー

ン購入法適合商品の調達に係る協力要請

やシステム利用マニュアルの再周知を構

内 HP 等で行ったほか、「研究機関におけ

る公的研究費の管理・監査のガイドライン

（実施基準）」の改正趣旨に沿った不正防

止計画の策定着手が必要との指摘に対し

ては、平成 27 年 3 月に研究費不正使用防

止計画を定める等の所要の対応を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

（内部統制の現状把握・課題対応計

画の作成） 

・一連のリスクマネジメント活動を

通じて、理事長は、内部統制の現

状を的確に把握した上で、リスク

を洗い出し、その対応計画を作

成・実行していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監事監査】 

・監事監査報告で示された指摘内容

を真摯に受け止め、改善事項とし

て適切に対応し、監事監査に対す

るフォローアップを行ったことは

評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（２） 機構の業務運営等の係る第三者評価 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構は、国境やセ

クターを越えた多

様な視点を経営に

取り入れ、業務を

遂行していくた

め、国内外の有識

者からなるアドバ

イザリーボードに

よる業務運営等に

対する評価を実施

し、その結果を積

極的に活用する。

また、機構のプロ

ジェクトについ

て、適切な方法に

より事前・中間・

事後評価を行い、

評価結果をプロジ

ェクトの設計・実

国内外のアカデ

ミア、産業界な

どから物質・材

料科学技術に関

する造詣が深い

第三者を機構の

アドバイザーと

して委嘱し、機

構の運営、研究

業務、国際連携

等 に つ い て 指

導、助言を受け

るためにアドバ

イザリーボード

を開催する。ア

ドバイザーから

受けた指導、助

言については理

事長等による検

国外から物

質・材料科学技

術に関する造詣

が深い第三者を

機構のアドバイ

ザーとして委嘱

し、機構の運営、

研究業務、国際

連携等について

指導、助言を受

けるためにアド

バイザリーボー

ドを必要に応じ

て開催する。 

また、平成25

年度に実施した

プロジェクト研

究の中間評価結

果を関係するプ

１．国内外の有識者

からなるアドバ

イザリーボード

による業務運営

等に対する評価

を実施し、その結

果を積極的に活

用したか。 

（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
２．機構のプロジェ

クトについて、適

切な方法により

事前・中間・事後

評価を行い、評価

結果をプロジェ

１．平成 26 年度は、平成 27 年 3 月に

国際アドバイザリーボードを開催し

た。ボードメンバーからは、NIMS と

産業界の力を糾合することで、イノ

ベーションが生じる仕組みを構築す

ることの重要性等について助言を受

けた。これを受けて、クロスアポイ

ントメント制度の活用等により、

NIMSオープンイノベーションセンタ

ー、GREEN、TOPAS などにおいて企

業の研究者・技術者とのより深いレ

ベルでの交流を促し、イノベーショ

ンの創出に繋げる仕組みの構築に向

けた検討を開始した。 

 

 

 

２．第４期中長期計画と同時に開始予

定の 10 のプロジェクト研究について、

外部評価委員会による事前評価を開始

した。 

１．理事長への助言機能として、国際アド

バイザリーボードを開催し、そこで得ら

れた助言を機構の運営に反映させるべ

く検討を行ったことは、持続可能で有効

な法人運営、信頼性が確保されていると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．外部評価委員会を開催し、10 のプロ

ジェクト研究について、事前評価を受けた

ことは実施予定のプロジェクトに対し、新

たな技術動向への対応や研究開発の実施

体制等の柔軟な見直しが図るために適正

評定 Ｂ 
機構の運営、研究内容等について、

国際諮問委員会や外部評価委員会

による助言・レビュー等が着実に

実施されている。 
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施等に反映させ

る。 
討を経て機構の

運営方針等に反

映させる。  
また、機構のプ

ロジェクトにつ

いて、第一線の

物質・材料研究

者等から構成さ

れるプロジェク

ト研究課題評価

委員会による事

前・中間・事後

評価を行い、評

価結果をプロジ

ェクトの設計・

実施等に適切に

反映させる。 

ロジェクトの実

施等に随時活用

する。 

 

 

クトの設計・実施

等に反映させた

か。 

（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点、妥当性の

観点） 
 
３．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

な方法による業務を実施したと評価でき

る。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（３） 効果的な職員の業務実績評価の実施 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構は、その幅広

い業務を支える、

研究職、エンジニ

ア職及び事務職の

それぞれの職務の

特性と多様性に十

分配慮した、効果

的な職員の業務実

績評価を実施す

る。 

機構は、研究職、

エンジニア職、

事務職のそれぞ

れの職務の特性

と多様性に十分

配慮した効果的

な職員の業務実

績評価を実施す

る。特に、国の

重要プロジェク

ト遂行のため、

機動的に人事配

置を変更する必

要がある場合に

は、当該プロジ

ェクトに従事す

る職員の業務実

績評価において

特段の配慮を行

う。 

研究職、エン

ジニア職、事務

職のそれぞれの

職務の特性に十

分配慮した効果

的な職員の業務

実績評価を実施

するものとす

る。特に、国の

重要プロジェク

ト遂行のため、

機動的な人事異

動を要する場合

には、当該プロ

ジェクトに従事

する職員の業務

実績評価におい

て特段の配慮を

行う。また、研

究職評価におい

１．研究職、エンジ

ニア職及び事務

職のそれぞれの

職務の特性と多

様性に十分配慮

した、効果的な職

員の業務実績評

価を実施したか。

（長の資質とし

ての観点）、（資源

配分の観点）、（体

制の観点）、（適正

性の観点）、（適

正、効果的かつ効

率的なマネジメ

ント・体制の確保

の観点） 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

１．研究職における業績評価について

は、機構の総合的活力を高める観点

から平成 14 年より「研究職個人業績

評価」を実施した。平成 26 年は客観

評価（論文、特許、外部資金）と上

長評価（運営貢献、成果の普及及び

その活用の促進、支援的業務等への

貢献、人材育成への貢献、受賞）な

どの項目において評価を行った。な

お、客観評価のうち、論文評価につ

いては、研究分野間の論文被引用数

の格差解消を目的として、新たな論

文指標である SNIP 値を導入した。ま

た、研究支援及び研究基盤構築を業

務とするエンジニア職の業務の評価

については、平成 20 年度より各業務

項目に業務割合の「エフォート」を

用いて定量的、かつ、よりきめ細か

な評価を引き続き実施した。事務職

は、目標管理評価について今までよ

り適正かつ客観的な評価が行えるよ

うに大幅な見直しを行った。 

 

１．職員の業務に関する評価について、研

究分野間における論文被引用数の格差

解消を目的として新たな論文評価指標

の導入したことは適正かつ効果的な評

価の実質に努めていると評価できる。 

 

評定 Ｂ 
客観評価（論文・特許・外部資金）

と上長による評価（運営貢献・成

果普及・活用促進・人材育成への

貢献等）とを組み合わせた業務実

績評価によって、効果的な職員の

業務実績評価が着実に実施されて

いる。 
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ては、研究分野

間の格差解消を

目的とした新た

な論文評価指標

の導入調査･試

行を行う。エン

ジニア職は、目

標管理評価につ

いてより適正か

つ客観的な評価

が行えるように

見直しを行う。

事務職は、目標

管理評価につい

てより適正かつ

客観的な評価が

行えるように見

直しを行うとと

もに、評価者へ

の研修を実施し

適正に評価が行

われるようにす

る。 

 

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当なし 

 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－① 経費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
一般管理費削

減実績 
－ 15% 565 百万円 

(0.5%) 
534 百万円 
(5.9%) 

488 百万円 
(13.9%) 

485 百万円 
(14.5%) 

  

事業費削減実

績 
－ － 4,959 百万円 

(27.7%) 
5,856 百万円 
(14.6%) 

6,340 百万円 
(7.5%) 

4,428 百万円 
(35.4%) 

  

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構は、管理部門

の組織の見直し、

効率的な運営体制

の確保等に取り組

むことにより、本

中期目標期間中に

整備される施設の

維持・管理に最低

限必要な経費等の

特殊要因経費を除

き、一般管理費に

ついては、5 年間

で 15%以上、業務

経費については、5
年間で 5%以上の

効率化を図る。た

だし、人件費の効

率化については、

機構は、管理部

門の組織の見直

し、効率的な運

営体制の確保等

に取り組むこと

により、本中期

目標期間中に整

備される施設の

維持・管理に最

低限必要な経費

等の特殊要因経

費を除き、一般

管理費について

は 、 ５ 年 間 で

15％以上、業務

経 費 に つ い て

は 、 ５ 年 間 で

５％以上の効率

機構は、管理

部門の組織の見

直し、効率的な

運営体制の確保

等に取り組むこ

とにより、業務

経費及び一般管

理費の効率化を

図る。 

 

１．管理部門の組織

の見直し、効率的

な運営体制の確

保等に取り組む

ことにより、一般

管理費及び業務

経費の効率化を

図ったか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 

【一般管理費・事業費の削減状況】 

当中長期目標期間において東京会

議室の廃止及び目黒地区事務所の廃

止による業務のつくば地区集約化並

びに法人内オンライン関連機器に係

るリース契約の合理化等の措置を講

じている。これにより当事業年度末ま

でに、東京会議室や目黒地区事務所を

廃止したことによる施設維持に係る

諸費用が削減され、一般管理費は基準

年度比 14.5％減となった。 

一方、業務経費は消費税増税に伴う

コスト増や給与削減措置の終了に伴

う人件費増によるプロジェクト研究

費の減少などにより、前年度比

27.93％減（基準年度比 35.4％の効率

化）となった。 
 

・これまでに東京会議室及び目黒地区事務

所の廃止による業務のつくば地区集約

化並びに法人内オンライン関連機器に

係るリース契約の合理化等の措置を講

じ、着実に一般管理費の削減を行ってい

ることは評価できる。また、業務経費に

ついても、基準年度比で一定の効率化が

進んでいることは評価できる。 

 

評定  Ｂ 
一般管理費・業務経費について目

標を上回る割合で効率化がなさ

れ、経費の合理化・効率化が着実

に実施されている。 
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次項に基づいて取

り組む。 
なお、社会の要請

に基づき、新たな

業務の追加又は業

務の拡充を行う場

合には、当該業務

についても同様の

効率化を図る。 

化を図る。ただ

し、人件費の効

率 化 に つ い て

は、次項に基づ

いて取り組む。 
なお、社会の要

請に基づき、新

たな業務の追加

又は業務の拡充

を 行 う 場 合 に

は、当該業務に

ついても同様の

効率化を図る。 

該当無し 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－② 人件費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構職員の給与水

準については、国

家公務員の給与水

準も十分考慮し、

手当を含め役職員

給与の在り方につ

いて厳しく検証し

た上で、機構の業

務の特殊性を踏ま

えた適正な水準を

維持するととも

に、検証結果や取

組状況を公表す

る。 
総人件費について

は、平成 23 年度は

これまでの人件費

改革の取組を引き

続き着実に実施す

る。ただし、平成

機構職員の給与

水 準 に つ い て

は、国家公務員

の給与水準も十

分考慮し、手当

を含め役職員給

与の在り方につ

いて厳しく検証

した上で、機構

の業務の特殊性

を踏まえ、事務

職員の給与につ

いては、給与水

準の適正化に取

り組み、本中期

目標期間中にお

いても国家公務

員と同程度の水

準を維持すると

ともに、検証結

機構職員の給

与水準について

は、国家公務員

の給与水準も十

分考慮し、手当

を含め役職員給

与の在り方につ

いて厳しく検証

した上で、機構

の業務の特殊性

を踏まえ、事務

職員の給与につ

いては、給与水

準の適正化に取

り組み、本中期

目標期間中にお

いても国家公務

員と同程度の水

準を維持すると

ともに、検証結

１．給与水準の適正

化、総人件費の人

件費改革につい

て着実に実施し

たか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
【給与水準】 
・ 給与水準の高い

理由及び講ずる

措置（法人の設定

する目標水準を

含む）が、国民に

対して納得の得

られるものとな

っているか。 
・ 法人の給与水準

１．給与水準の適正化については、事

務職は国と同等の指数であること、

研究職員は採用者が博士課程修了者

であることから国よりも指数が高く

なっているが、機構の給与制度は国

家公務員に準じていることから適性

であると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

【ラスパイレス指数（平成 26 年度実

績）】 

（事務・技術職員） 

対 国家公務員（行政職（一）） 100.0 

対 他法人           94.1 

 

（研究職員） 

対 国家公務員（研究職）   101.1 

対 他法人          102.9 

 

１．機構の給与制度は、国家公務員に準じ

ており、給与水準は適正であると評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与水準】 

・ラスパイレス指数について、事務職は国

と同等であること、研究職員は採用者が

博士課程修了者であることから国より

も指数が高くなっているが、機構の給与

制度は国家公務員に準じていることか

ら、国民に対して納得の得られるものと

なっていると評価できる。 

 

 

評定 Ｂ 
給与水準の適正化、福利厚生費等

の見直し、事務職員の配置見直し

等が行われるなど、人件費の合理

化・効率化が着実に実施されてい

る。 
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22 年度まで削減

対象外としていた

者に係る人件費及

び今後の人事院勧

告を踏まえた給与

改定分について

は、削減対象から

除く。なお、平成

24 年度以降は「公

務員の給与改定に

関する取扱いにつ

いて」（平成 22 年

11 月 1 日閣議決

定）に基づき、今

後進められる独立

行政法人制度の抜

本的な見直しを踏

まえ、厳しく見直

す。 
目黒地区事務所の

廃止により、事務

職員の合理化を図

る。また、研究領

域及びプロジェク

トの重点化に伴う

組織体制の見直し

に当たっては、非

常勤化を含め、事

務職員の配置を見

直すとともに、要

員の合理化を図

る。 

果や取組状況を

公表する。 
総人件費につい

ては、平成 23 年

度はこれまでの

人件費改革の取

組を引き続き着

実に実施する。

ただし、平成 22
年度まで削減対

象外としていた

者に係る人件費

及び今後の人事

院勧告を踏まえ

た給与改定分に

ついては、削減

対象から除く。

なお、平成 24 年

度以降は「公務

員の給与改定に

関する取扱いに

ついて」（平成 22
年 11月 1日閣議

決定）に基づき、

今後進められる

独立行政法人制

度の抜本的な見

直しを踏まえ、

厳しく見直す。 
目黒地区事務所

の廃止により、

事務職員の合理

化を図る。また、

研究領域及びプ

ロジェクトの重

点化に伴う組織

体制の見直しに

当たっては、非

常勤化を含め、

事務職員の配置

を見直すととも

果や取組状況を

公表する。 

また、プロジ

ェクト及びユニ

ットの運営に当

たって、事務処

理の効率化、事

務職員への柔軟

な業務配分を行

うことで、非常

勤化を含め、事

務職員の配置を

見直すととも

に、要員の合理

化を図る。 

 

自体が社会的な

理解の得られる

水準となってい

るか。 
・ 国の財政支出割

合の大きい法人

及び累積欠損金

のある法人につ

いて、国の財政支

出規模や累積欠

損の状況を踏ま

えた給与水準の

適切性に関して

検証されている

か。 
 
【諸手当・法定外福

利費】 
・ 法人の福利厚生

費について、法人

の事務・事業の公

共性、業務運営の

効率性及び国民

の信頼確保の観

点から、必要な見

直しが行われて

いるか。 
 
 
 
 
 
【会費】 
・法人の目的・事業

に照らし、会費を支

出しなければなら

ない必要性が真に

あるか（特に、長期

間にわたって継続

してきたもの、多額

のもの）。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

・法定外福利費に関しては、平成 21 年

度独立行政法人評価委員会による評

価コメント及び総務省からの「独立

行政法人の職員の給与等の水準の適

正化について（平成 21年12月 17日）」

を踏まえ、自己啓発活動補助（業務

上、必要不可欠な資格取得への補助

は除く）は、廃止した。なお、職員

への諸手当に関しては国家公務員に

準じた手当としている。また、機構

が保有している宿舎はない。レクリ

エーション活動に関しては、平成 20

年７月に凍結し、平成 21 年度以降、

支出を行っていない。 

 

【会費の見直し状況】 

公益法人等に対する会費支出につ

いては、平成２４年度新たに規程を制

定し、機構の運営に真に必要なものと

して、以下の要件を満たす場合に限

り、必要最低限の会費支出ができるも

のとした 

 

 ①公益法人等の会議に参加する又は

研究発表を行う予定であること 

 ②公益法人等の発行する雑誌に投稿

する予定であること 

 ③公益法人等の会員にならなければ

得られない情報収集等ができるこ

と 

 ④公益法人等の会員特典により、機

構の経費削減につながることが明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【諸手当・法定外福利費】 

・法定外福利費について、機構の事務・事

業の公共性、業務運営の効率性及び国民

の信頼性確保の観点から、見直しを適切

に行ったと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【会費】 

・公益法人等に対する会費支出手続きにお

いて、機構の運営に真に必要なものであ

るかどうかの確認が行われている。ま

た、規程の見直し等の取り組みも行って

おり、評価できる。 
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に、要員の合理

化を図る。 
 
 
※以下会費がある

場合のみ記載 
・会費の支出に見合

った便宜が与えら

れているか、また、

金額・口座・種別等

が必要最低限のも

のとなっているか

（複数の事業所か

ら同一の公益法人

等に対して支出さ

れている会費につ

いては集約できな

いか）。 
・監事は、会費の支

出について、本見直

し方針の趣旨を踏

まえ十分な精査を

行っているか。 
 
・公益法人等に対し

会費（年 10 万円未

満のものを除く。）

を支出した場合に

は、四半期ごとに支

出先、名目・趣旨、

支出金額等の事項

を公表しているか。 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当なし 

 

確に説明できること。 

 

・会費を支出することにより、公益

法人等の主催する会議での研究発表や

論文投稿、関係する研究分野での情報

収集・研究者同士の交流により、自身

の研究成果の科学的妥当性を検討・論

議することができる。また、会費支出

口数については、公益法人等に対する

会費支出に関する規程により、原則、

一公益法人に対し、一口と定めている。 

・監事は、公益法人等に対する年会

費の支出状況の集計結果(支出先法人

名、名目、趣旨、金額等)を担当部署よ

り報告させ監査を行った。その結果、

機構の会費支出が適正に把握されてい

ること及び当該規程を遵守して運用さ

れている。  

 

 

 

 

・公益法人等に対して支出した会費（年

10 万円未満のものを除く。）について

は、公式ホームページにおいて四半期

ごとの交付先法人名称、名目・趣旨、

交付額等の事項を公表している。 

 

 

・会費支出により研究発表や論文投稿の便

宜が与えられており、口数も原則一口と

定めていることは適切な取扱いを行っ

ていると評価できる。 

 

 

・機構の公益法人への会費支出の殆どは学

協会への年会費であり、研究独法のミッ

ションに合致しており、その支出状況の

データが厳密に集約され適正に管理運

用されていると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公式ホームページにおいて、四半期ごと

に公益法人等への 

会費支出（年 10 万円未満のものを除く。）

を公表しており、適切な取組みを行ってい

ると評価できる。 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－③ 契約の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 契約については、

「独立行政法人の

契約状況の点検・

見直しについて」

（平成 21 年 11 月

17 日閣議決定）に

基づく取組を着実

に実施することと

し、契約の適正化、

透明性の確保等を

推進し、業務運営

の効率化を図る。 

契 約 に つ い て

は、「独立行政法

人の契約状況の

点検・見直しに

ついて」（平成 21
年 11 月 17 日閣

議決定）を踏ま

え、一般競争入

札の競争性等を

確保するため、

仕様等について

第三者による事

前審査の対象案

件を拡大すると

ともに、電子シ

ステムを活用し

た調達関連情報

の透明化等の取

組を着実に実施

する。また、研

「独立行政法

人の契約状況の

点検・見直しに

ついて」（平成

21年11月17日閣

議決定）を踏ま

え、より一般競

争入札などの競

争性等を確保す

るため、平成26

年度は、平成22

年4月に策定し

た随意契約等見

直し計画を引き

続き着実に実施

する。また、一

者応札の改善と

競争性の向上を

目的として導入

した電子入札シ

１．「独立行政法人

の 契 約 状 況 の 点

検・見直しについ

て」を踏まえ、契約

の適正化、透明性の

確保等を推進し、業

務運営の効率化を

図ったか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点、妥当性の

観点） 
 
 
 
 
 
 
 

１．契約の適正化や透明性の確保のた

め、平成 22 年 4 月に策定した随意契

約等見直し計画に基づき、引き続き

厳格な仕様審査等に取り組みつつ、

平成 24年 8月に開始した入札公告情

報のメールマガジンによる配信な

ど、競争性の向上と応札者の拡大等

に引き続き努めた。また、文部科学

省所管の研究開発型独立行政法人（8
法人）で設けた「研究開発調達検討

会合」で平成 23 年度より運用を開始

した、8 法人共通・共有の情報となる

「納入実績データベース」について、

本事業年度も引き続き四半期ごとに

情報の共有を行い、適切な契約額の

把握等に努めた。 
また、茨城県内の国立大学法人等

（茨城大学、筑波大学、筑波技術大学、

高エネルギー加速器研究機構）で構成

されている「茨城県内 4 機関共同調

達協議会（幹事機関：筑波大学）」へ

平成 25 年度より参画し、平成 26 年

度はトイレットペーパーの共同調達

を開始しコスト削減に努めた。 

１．入札公告情報のメールマガジンによる

配信など、競争性の向上、透明性の確保

及び一者応札率改善のための取り組み

を行っている。さらに、「茨城県内 4 機

関共同調達協議会（幹事機関：筑波大

学）」へ参画し、共同調達を行うなど、

コスト削減に努めており、評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
独立行政法人の契約状況の点検・

見直しについての閣議決定を踏ま

え、契約の競争性・透明性の確保

等の適正化のための取組が着実に

実施されている。 
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究機器等の調達

については、他

の独立行政法人

の購入実績等を

確認し適正価格

を把握する等、

効果的な契約手

続 き を 確 保 す

る。 

ステム（平成23

年度導入）、及び

調達情報メール

マガジン（平成

24年度導入）な

どを継続して活

用し、より競争

性の向上に取り

組む。さらに、

契約審査委員会

の審査様式改訂

による審査の迅

速化（平成25年

度導入）、契約監

視委員会等によ

る定期的な契約

の点検・見直し

結果の重視の

他、業務の効率

化及び経費削減

の観点から、複

数年契約や総合

評価落札方式、

企画競争等の方

式を用いた契約

に積極的に取り

組む。 

その他、平成

23年度に文部科

学省所管の8研

究開発独立行政

法人で検討し、

運用を開始した

調達実績情報の

共有に引き続き

取り組む。 

 

 
【契約の競争性、透

明性の確保】 
・ 契約方式等、契

約に係る規程類

について、整備内

容や運用は適切

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 契約事務手続に

係る執行体制や

審査体制につい

て、整備・執行等

は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【契約に係る規程類の整備及び運用状

況】 
総務省の 2 次評価で指摘を受けた契

約業務に関して、業務方法書、会計規

程、契約事務細則等、契約に係る規程

類に基づき、複数年度契約の運用を推

進するなど更なる業務コストの低減や

効率化等の検討を進めるとともに、契

約業務の適正化と透明化に向けた取組

として、契約審査委員会での随意契約

理由の適否や一般競争入札に係る仕様

の事前審査の実施など、第三者審査を

厳格に行った。また、平成 21 年度に策

定した一者応札・応募案件低減の取組

を本事業年度も引き続き行った。 
さらに、競争性のない随意契約の見

直し及び一者応札・応募案件の改善方

策等の妥当性等の検証のため、平成 21
年度に設置した契約監視委員会におい

て引き続き点検・見直しを行った。 
そのほか、財務省からの予算執行調

査で指摘を受けたパソコン及び関連機

器等の一括調達に取り組んだ。 
 
【執行体制】 
契約依頼として請求された工事、物

品・役務の調達及び賃貸借の契約手続

きについて、係長 3 名・係員 2 名・事

務業務員 6 名を配置し、平成 26 年度は

約 1,580 件・8,370 百万円の契約事務を

実施した。 
 
【審査体制】  

係長 1 名、主任 1 名、事務業務員 2
名を配置し、仕様審査を始めとする契

約の請求の確認及び契約締結に係る審

査（平成 26 年度約 1,580 件・約 8,370
百万円）、また、政府調達案件に係る意

見招請、入札及び落札公告手続きに係

る業務（平成 26 年度政府調達案件：26
件）を行うとともに、契約実績・状況

等の調査対応業務を行った。過度の要

求仕様を排除し競争性を高めることを

目的とした仕様審査については、契約

課職員による確認及び審査を行うとと

もに、契約見込額 800 万円以上は仕様

審査アドバイザーによる審査、契約審

査委員会においては契約見込額 3,000

 
【契約の競争性、透明性の確保】 
・競争性及び透明性を確保するための規程

類の整備及びその履行は適切に行われ

ていると考えられ、随意契約見直し計画

の達成と一者応札率の低減に向けた取

組を行っており、評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【執行体制・審査体制】 
・仕様審査アドバイザー及び契約審査委員

会により、過度な調達条件により応札を

制限する仕様とならないよう取り組ん

でいることなど、これまでに策定した計

画や施策を着実に取り組んでおり、評価

できる。 
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【随意契約等見直

し計画】  
・ 「随意契約等見

直し計画」の実

施・進捗状況や目

標達成に向けた

具体的取組状況

は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【個々の契約の競

争性、透明性の確

保】 
・ 再委託の必要性

等について、契約

の競争性、透明性

の確保の観点か

ら適切か。 
 

万円以上の審査実施と、契約見込額が

国基準額以上となる全ての随意契約案

件の審査も実施した。 
 
【契約監視委員会の審議状況】 

平成 26 年度においては委員会を 4
回（平成 26 年 6 月、10 月、平成 27 年

1 月、3 月）開催し、平成 25 年度第 4
四半期、平成 26 年度第 1～3 四半期の

競争性のない随意契約、一者応札・応

募となった契約及び随意契約等見直し

計画の取組状況等について点検及び審

議を行った。その結果、「「入札日から

履行期間までの時間的余裕を確保でき

れば、他者も応札出来る可能性がある

ため、適切な履行期間の確保が必要」

などの指摘が行われた。 
なお、平成 26 年度第 4 四半期の点

検については、平成 27 年 6 月に委員会

を開催し点検を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【原因、改善方策】 
随意契約等見直し計画に基づき、競

争性の無い随意契約は排他的権利の保

護や光熱水料等、真にやむを得ないも

のとしているが、平成 26 年度の競争性

の無い随意契約実績は、随意契約等見

直し計画に対して件数▲29 件、金額▲

56,925 千円となり、数値目標を達成し

ている。 
 

【再委託の有無と適切性】 
請負契約の契約相手先から第三者へ

の再委託は契約書で原則禁止してお

り、契約相手先が再委 
託を行うには承認の申し出が不可欠

なため、再委託の実施状況を必ず把握

できるようになってい 
る。これまでに第三者への再委託契

約を行った実績はない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【随意契約等見直し計画】  
・随意契約見直し計画に沿って調達を実施

した結果、件数、金額ともに当初の目標

を達成しており、適切に実施されている

と評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【個々の契約の競争性、透明性の確保】 
・ 再委託の必要性等について、契約の競

争性、透明性の確保の観点から適切だと

評価できる。 
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・ 一般競争入札等

における一者応

札・応募の状況は

どうか。その原因

について適切に

検証されている

か。また検証結果

を踏まえた改善

方策は妥当か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【原因、改善方策】 
機構の調達案件は、研究開発の特性上

最先端の研究機器等が多く、高スペッ

クな仕様、特注品、特殊な仕様など、

汎用品ではないため市場性が低く、供

給能力を持つ企業が限られることが

多い。加えて、納入機器の修理やメン

テナンス等も応札業者が限られるこ

とが多い。このため、過度に限定的と

思われる仕様要件の見直しや入札公

告情報の拡大等の対応を行い、一者応

札率低減に係る取り組みを実施して

いるものの、依然として一者応札・応

募率は高い傾向にある。 
平成 20 年度実績の一者応札・応募率

71.87%（不落随意契約を除く）に対

して平成 26 年度は 68.98%（前同）

と、7.42%減少となった。 
一者応札・応募率の更なる改善とし

て、調達情報メールマガジンの普及宣

伝活動、従来よりも詳細に応札辞退理

由を把握できるよう辞退書の様式を

改訂するなど、厳格な仕様審査と競争

性の向上に向けて、H26 年度までに行

った改善方策を見直し、更なる効果の

拡大に向けて取り組む。 
 
【一般競争入札における制限的な応札

条件の有無と適切性】 
平成 21 年度より、一定額以上の調達

案件は仕様審査アドバイザー及び契

約審査委員会において、仕様書が応札

者を制限するものとなっていないか

事前に審査を行っている。なお、契約

の目的を達成するため制限的な応札

条件が必要な場合は、真に必要な条件

のみに精査し、適切性を確保してい

る。また、全ての一者応札となった案

件及び国基準額以上における全ての

・一者応札率の改善に向けてメールマガジ

ンの配信等、従来の取組みが着実に実施

されており、評価できる。引き続き改善

方策を見直し、更なる効果のある取り組

みが期待される。 
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【関連法人】 
・ 法人の特定の業

務を独占的に受

託している関連

法人について、当

該法人と関連法

人との関係が具

体的に明らかに

されているか。 
 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

随意契約案件について、外部有識者及

び監事で構成する契約監視委員会に

よる点検・見直しを実施し、四半期毎

に開催した同委員会での指摘事項等

を踏まえ、以降の調達に適宜反映させ

て行くことに取り組んだ。なお、H24
年度より競争性のない随意契約及び 2
ヶ年連続で一者応札となった案件の

契約手続き時は事前に契約監視委員

会による点検を受けることとされ、

H26 年度も対象となる案件の事前点

検を行った。 
 
【関連法人の有無】 
関連法人（特定関連会社、関連会社及

び関連公益法人）はない。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【関連法人】 
・機構に関連法人はない。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－④ 保有資産の見直し等 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 保有資産について

は、その必要性に

ついて不断に見直

しを行い、支障の

ない限り国への返

納等を行う。 
なお、目黒地区事

務所については、

業務のつくば地区

への集約化に伴い

廃止し、移転後の

不動産について

は、独立行政法人

通則法（平成 11 年

法律第 103 号）に

則して平成２４年

度中の国庫納付を

目指す。 

保有資産につい

ては、実態把握

に基づき、資産

の利用度等の観

点に沿って、そ

の保有の必要性

について厳しく

検証する。 
なお、目黒地区

事務所について

は、業務のつく

ば地区への集約

化 に 伴 い 廃 止

し、移転後の不

動 産 に つ い て

は、独立行政法

人通則法（平成

11 年法律第 103
号）に則して平

成24年度中の国

保有資産につ

いては、実態把

握に基づき、資

産の利用度等の

観点に沿って、

その保有の必要

性について厳し

く検証する。 

なお、目黒地

区事務所につい

ては、業務をつ

くば地区へ集約

化したことを踏

まえ、不動産の

国庫返納に引き

続き取り組む。 

 

【実物資産】 
（保有資産全般の

見直し） 
・ 実物資産につい

て、保有の必要

性、資産規模の適

切性、有効活用の

可能性等の観点

からの法人にお

ける見直し状況

及び結果は適切

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【実物資産の保有状況】 
① 実物資産の名称と内容、規模 

茨城県つくば市に本部及び研究活

動拠点を有している。建物は研究本館

（管理棟、居室棟など）や研究実験棟

等 43 棟から構成されており、土地面

積は約 34 万㎡である。 

 
② 保有の必要性（法人の任務・設置目

的との整合性、任務を遂行する手 
段としての有用性・有効性等） 
研究プロジェクトの推進など中長

期計画に基づく着実な業務の実施、国

際ナノアーキテクトニクス研究拠点

（MANA）やナノ材料科学環境拠点

（GREEN）などの拠点運営業務を通

した物質・材料研究のハブ機能を果た

していく為には、現状規模の資産は今

後も必要不可欠であることから事業

の目的及び内容に照らして資産規模

は適切であると認識している。 
 
③ 有効活用の可能性等の多寡 

該当資産なし。 

【実物資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・つくば地区について、法人の任務を遂行

する手段としての有用性・有効性、事業

目的及び内容に照らした資産規模等が

適切であると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
保有資産について、実態を把握し、

資産の利用度等の観点に沿った必

要性の検討が着実になされてお

り、必要となる手続きも着実に実

施されている。 
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庫 納 付 を 目 指

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 見直しの結果、

処分等又は有効

活用を行うもの

となった場合は、

その法人の取組

状況や進捗状況

等は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 「勧告の方向性」

や「独立行政法人

の事務・事業の見

直 し の 基 本 方

針」、「独立行政法

人の職員宿舎の

見直し計画」、「独

立行政法人の職

員宿舎の見直し

に関する実施計

画」等の政府方針

を踏まえて、宿舎

戸数、使用料の見

直し、廃止等とさ

れた実物資産に

ついて、法人の見

直しが適時適切

に実施されてい

るか（取組状況や

進捗状況等は適

 
④ 見直し状況及びその結果 

該当資産なし。 

※見直しの結果、処分又は有効活用を

行うものとなった場合 
⑤ 処分又は有効活用等の取組状況／

進捗状況 
該当資産なし。 

 

⑥ 政府方針等により、処分等すること

とされた実物資産についての処分等

の取組状況／進捗状況 

第３期中長期計画において、目黒地

区については、「独立行政法人整理合

理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議

決定）での指摘や、「独立行政法人の

事務・事業の見直しの基本方針」（平

成 22 年 12 月 7 日閣議決定）で示され

た講ずべき措置の具体的内容を踏ま

え、研究施設の集約化、業務の効率化

及び合理化のため、つくば地区へ集約

することとした。平成 24 年 3 月に目

黒地区事務所のつくば地区への移転

が完了し、当年度は、国による目黒地

区事務所現地確認や是正措置への対

応等を行い、引き続き、国庫返納手続

きを進めた。 

 

 
該当なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・目黒地区について、「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基本方針」（平成 22

年 12 月 7 日閣議決定）に対応するため、

つくば地区への業務の集約化が完了し

ており、より効率的に資産を研究業務に

活用できる環境が整備されたことは評

価できる。また、国による現地確認や是

正措置に着実に対応するなど、引き続

き、国庫返納手続きを進めたことは評価

できる。 
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切か）。 
 
（資産の運用・管

理） 
・ 実物資産につい

て、利用状況が把

握され、必要性等

が検証されてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 実物資産の管理

の効率化及び自

己収入の向上に

係る法人の取組

は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑦ 基本方針において既に個別に講ず

べきとされた施設等以外の建物、土

地等の資産の利用実態の把握状況や

利用実態を踏まえた保有の必要性等

の検証状況 
つくば地区に保有する土地約 34 万

㎡及び建物 43 棟は、中長期計画に定

める業務の実施に利用しており、活用

状況が不十分な資産はないと認識し

ている。 
 

 
⑧ 利用実態を踏まえた保有の必要性

等の検証状況 
研究プロジェクトの推進など中長

期計画に基づく着実な業務の実施、国

際ナノアーキテクトニクス研究拠点

（MANA）やナノ材料科学環境拠点

（GREEN）などの拠点運営業務を通

した物質・材料研究のハブ機能を果た

していく為には、現状規模の資産は今

後も必要不可欠であると認識してい

る。 
 
 
⑨ 見直し実施計画で廃止等の方針が

明らかにされている宿舎以外の宿舎

及び職員の福利厚生を目的とした施

設について、法人の自主的な保有の

見直し及び有効活用の取組状況 
並木地区厚生棟については、ナノ物

質・材料の物性・機能解明など理論計

算科学の研究を促進するため、当該施

設を理論研究棟へ改修し、施設の有効

活用に取り組んだ。 
 
⑨ 実物資産の管理の効率化及び自己

収入の向上に係る法人の取組 
ESCO 施設、スーパーコンピュータ

ー、構内ネットワークシステムなど、

専門的な維持・管理が必要とされる資

産については、保守費を含めたファイ

ナンス・リース契約とするなど管理業

務の効率化を図っている。また、共用

施設の外部利用体制を強化するとと

もに、一部の施設については利用料金

単価の見直し・改訂を行った。結果と

 
 
（資産の運用・管理） 
・並木地区厚生棟を理論研究棟へ改修する

など、既存施設の有効活用に取り組んだ

ことは評価できる。また、共用施設の外

部利用体制の強化や一部の施設に係る

利用料金単価の見直しを行うなど、自己

収入の向上に向けた取り組みが継続的

に行われたことは評価できる。 
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【金融資産】 
（保有資産全般の

見直し） 
・ 金融資産につい

て、保有の必要

性、事務・事業の

目的及び内容に

照らした資産規

模は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 資産の売却や国

庫納付等を行う

ものとなった場

合は、その法人の

取組状況や進捗

状況等は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管

理） 
・ 資金の運用状況

は適切か。 
 
 
 

して、財産賃貸収入が前年度 45,520

百万円に対して当年度 54,399 百万円

と増加（前年度比 19.5％増）につなが

った。 

 

 

【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内容、規模 

金融資産については、資金運用は短

期的な預金に限定しており、国からの

運営費交付金及び施設整備費補助金

等により資金調達を行っている。平成

26 年度末における金融資産は、翌事

業年度の支払原資となる普通預金で

ある。 

 

② 保有の必要性（事業目的を遂行する

手段としての有用性・有効性） 

毎事業年度末の資金残高は翌事業

年度初めに支払が予定される毎事業

年度末の未払金残高相当額を維持し

ていることから、事業の目的及び内容

に照らした資産規模は適切であると

認識している。 
 
③ 資産の売却や国庫納付等を行うも

のとなった金融資産の有無 
該当資産なし。 

 
※資産の売却や国庫納付等を行うもの

となった金融資産が有る場合 
④ 金融資産の売却や国庫納付等の取

組状況／進捗状況 
該当資産なし。 

 
【資金運用の実績】 

普通預金の預金利息のほか、資金繰

り計画に基づく短期の定期預金によ

る運用により、1,198 千円の収入を計

上した。 

 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投

資行動の意志決定主体、運用に係る主

務大臣・法人・運用委託先間の責任分

担の考え方等）の有無とその内容】 

前々事業年度に、会計規程の下に

「余裕金運用細則」及び「預託先選定

要領」を制定し、業務の執行に支障の

 
 
 
 
 
 
・金融資産については、安全運用に適した

規模を維持していると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・ 資金の運用状況は適切であると評価で

きる。 
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・ 資金の運用体制

の整備状況は適

切か。 
 
 
 
 
・ 資金の性格、運

用方針等の設定

主体及び規定内

容を踏まえて、法

人の責任が十分

に分析されてい

るか。 
 
（債権の管理等） 
・ 貸付金、未収金

等の債権につい

て、回収計画が策

定されているか。

回収計画が策定

されていない場

合、その理由は妥

当か。 
 
 
 
 
【知的財産等】 
（保有資産全般の

見直し） 
・ 特許権等の知的

財産について、法

人における保有

の必要性の検討

状況は適切か。 
 
 

ない範囲で、銀行預金等の安全運用の

ための預託先選定基準を明確化した。 

 

【資産構成及び運用実績を評価するた

めの基準の有無とその内容】 

金融資産は、普通預金及び定期預金

（短期）があり、支払までの時間差を

利用しての運用であるため、評価する

必要性に乏しいことから評価基準は

無い。 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

平成 23 年度に、会計規程の下に「余

裕金運用細則」及び「預託先選定要領」

を制定し、当年度においても経理課の

作成する資金繰り計画に基づき、安全

運用をしている。 
 
【資金の運用に関する法人の責任の分

析状況】 
国からの運営費交付金及び施設整

備費補助金等により資金調達を行っ

ているため、資金運用は機構の規定に

基づき短期の定期預金等に限定して

いる。 
 
【貸付金・未収金等の債券と回収の実

績】 
該当なし。 

 
 
 
 
 
 
【回収計画の有無とその内容（無い場

合は、その理由）】 
該当なし。 

 
【知的財産の保有の有無及びその保有

の必要性の検討状況】 
・知的財産権委員会において、特許権

等の見直し基準に則り、実施許諾、

企業連携を行っていない特許につい

ては、基本的に放棄している。ただ

し、日本特許については、平成 16 年

3 月末までに出願された特許につい

ては特許庁経費が無料のため、見直

しの対象とはせず権利満了まで維持

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資金の運用体制は、運用規程を整備し、

業務に支障のない範囲で安全に運用で

きる体制が整っているものと評価でき

る。 
 
 
 
・短期の定期預金等に限定した資金運用で

あり、機構の規定に基づく承認行為を経

て行われていることは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【知的財産等】 
・知的財産について、法人における保有の

必要性の検討及びその結果を踏まえた

知的財産の整理等の取組は適切である

と評価できる。 
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・ 検討の結果、知

的財産の整理等

を行うことにな

った場合には、そ

の法人の取組状

況や進捗状況等

は適切か。 
 
（資産の運用・管

理） 
・ 特許権等の知的

財産について、特

許出願や知的財

産活用に関する

方針の策定状況

や体制の整備状

況は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 実施許諾に至っ

ていない知的財

産の活用を推進

するための取組

は適切か。 
 
 
 

している。 

 
【知的財産の整理等を行うことになっ

た場合には、その法人の取組状況／進

捗状況】 
・知的財産権委員会において、特許権

等の見直し基準に則り、実施許諾、

企業連携を行っていない特許につい

ては、基本的に放棄している。 
 
【出願に関する方針の有無】 
・日本出願については、特許性、特許

の実効性などを特許専門職により確

認し、出願を実施している。外国出

願については、知的財産権委員会に

おいて、特許性、実施の可能性、企

業との連携状況に鑑み、出願の要否

を決定している。 
 
【出願の是非を審査する体制整備状

況】 
・日本出願については、特許専門職が

特許性、特許の実効性など確認し、

知的財産権委員会において、審査請

求の要否を決定している。外国出願

については、知的財産権委員会にお

いて、出願の要否を決定する。 
 
【活用に関する方針・目標の有無】 
・企業連携に関するポリシー 
実施契約件数年平均 10 件程度 

 
 
【知的財産の活用・管理のための組織

体制の整備状況】 
・知財の維持管理をおこなうチーム(知
的財産チーム)、組織型の大型企業連

携をおこなうチーム(連携企画チー

ム)、技術移転を行うチーム(技術移転

チーム)を整備している。 
 
【実施許諾に至っていない知的財産に

ついて】 
① 原因・理由 

基礎研究が中心となることから、10

年程度のスパンで実用化に至ること

があり、時間がかかることが挙げられ

る。さらに、基礎技術は確立できてい

ても、応用、量産などの開発技術の難

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・特許権をはじめとする知的財産につい

て、出願に関する方針の策定、出願の是

非を審査する体制の整備、活用に関する

方針の策定、活用に関する目標の設定、

活用・管理のための組織体制の整備等は

適切であると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・実施許諾に至っていない知的財産につい

て、その原因・理由等を踏まえた保有の必

要性の観点からの見直し及びその結果を

踏まえた取組は適切であると評価できる。 
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・上記の評価基準以

外の事項で、CSTI
指針を踏まえ評価

すべき事項 
該当無し 

しさや、コスト面の問題など、基礎技

術としては有用なものであってもこ

のような原因により必ずしも実用化

できていないのが現状である。 
 

 
② 実施許諾の可能性 

企業連携により実用化の可能性を

探る。 
 
③ 維持経費等を踏まえた保有の必要

性 
予算等を考慮のうえ④のとおり維

持見直しを行っている。 
 
④ 保有の見直しの検討・取組状況 

知的財産権委員会において、特許権

等の見直し基準に則り、実施許諾、企

業連携を行っていない特許について

は、基本的に放棄している。 
ただし、日本特許については、平成

16 年 3 月末までに出願された特許に

ついては特許庁経費が免除のため、見

直しの対象とはせず権利満了まで維

持している。 

 

⑤ 活用を推進するための取組 
技術移転をおこなうための専門家

として、企業において事業部などで事

業の立ち上げの経験者などを雇用し、

活用の促進を図っている。 
 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（５） その他業務運営面での対応 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 社会への説明責任

を果たすため、情

報提供等を適切に

行う。また、情報

セキュリティ対策

等の政府の方針等

に適切に対応す

る。 

機構の諸活動の

社会への説明責

任 を 果 た す た

め、保有する情

報の提供のため

の措置を充実す

るとともに、開

示請求への適切

かつ迅速な対応

を行う。個人の

権利、利益を保

護するため、機

構における個人

情報の適切な取

扱いを徹底する

とともに、苦情

処理への適切か

つ迅速な対応等

を行う。 
また、政府の情

機構の諸活動

の社会への説明

責任を果たすた

め、公文書管理

法に基づく適切

な法人文書の管

理を行うと同時

に、保有する情

報の提供のため

の措置の充実を

図り、開示請求

への適切かつ迅

速な対応を行

う。個人の権利、

利益を保護する

ため、機構にお

ける個人情報の

適切な管理及び

取扱いを徹底す

るとともに、苦

１．社会への説明責

任を果たすため、

情報提供等を適

切に行ったか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
２．情報セキュリテ

ィ対策等の政府

の方針等に適切

に対応したか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

１．公式ホームページにおいて、機構

の概要や研究成果等のニュースリリ

ース、イベント・セミナー情報や求

人情報も提供している。また、平成

26 年度については、情報の開示請求

はなかったが、担当者の資質向上の

ため、情報公開及び個人情報保護に

関する研修等に参加させた。 
また、個人情報保護、公文書管理の適

切な管理を指導、教育することを目的

として、内部研修を担当者向けに実施

した。 
 
２．情報資産（紙・電子媒体）の漏洩、

妨害・破壊行為の防止、災害対応等

のための体制を構築するため、情報

セキュリティポリシー、情報セキュ

リティ規程等を改正し、機構が扱う

重要な情報資産のセキュリティを確

保するための方策を実施した。 
また、個人情報保護および公文書管理

の担当者向けに概要説明会を開催し

た。 

また、例年行っている職員向けサイバ

１．情報公開及び個人情報の適切な取扱を

推進していると評価できる。今後一層の

取組みの充実が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．規程整備の実施および説明会を実施、

サイバーセキュリティに関する英語版

教材の作成により外国人職員をもカバ

ーし、したことにより、職員の情報・サ

イバーセキュリティ意識向上に貢献し

たと評価できる。今後も、情報セキュリ

ティに対する脅威の排除と、情報セキュ

リティポリシーの周知徹底および職員

の遵守・励行、更なるシステム面での強

化が望まれる。 
 

評定 Ｂ 
公式ホームページを通じた情報提

供、情報セキュリティ対策、環境

配慮、男女共同参画、次世代育成

支援、研究不正対応等の取組が着

実に実施されている。 



99 
 

報セキュリティ

対策に関する方

針を踏まえ、適

切な対策を推進

する。 
さらに、政府の

施策等を踏まえ

つつ、環境への

配慮促進、男女

共同参画や次世

代育成支援等に

適 切 に 対 応 す

る。 

情処理への適切

かつ迅速な対応

を行う。 

また、機構の

情報ネットワー

クの安定的な運

用を維持すると

ともに、機密情

報漏洩の防止、

情報端末のウィ

ルス感染予防及

び悪意のある者

によるネットワ

ーク攻撃への対

策等を目的とし

て、セミナーや

機構内の掲示板

等を通じて職員

へ情報セキュリ

ティポリシーの

周知徹底をし、

必要に応じて情

報セキュリティ

ポリシーの見直

しを行う。加え

て、機構情報ネ

ットワークの更

新に係る企画及

び関連調査なら

びに事前準備を

実施する。 

さらに、政府

の施策等を踏ま

えつつ、最小限

の照明・冷暖房

運転や室内空調

温度の調整、LED

照明、人感セン

サーの設置等の

省エネ推進のほ

か、ゴミの分別

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．政府の施策等を

踏まえつつ、環境

への配慮促進、男

女共同参画や次

世代育成支援等

に適切に対応し

たか。 

（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点、研究者・

研究開発マネジメ

ント人材育成・支援

の観点） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．研究不正に対応

する為の規程や組

織としての責任体

制の整備及び運用

が適切になされて

いるか。 
（長の資質として

の観点）、（資源配分

の観点）、（体制の観

ーセキュリティセミナーやセキュリ

ティでは、時勢に合った内容へ改定し

開催した。また、職員向けセキュリテ

ィ小冊子の改定も同時に行った。ま

た、外国人職員向けに E ラーニング

教材を英語で作成し、セキュリティ教

育強化を図った。この他、各種情報シ

ステムのセキュリティ検査・更改を行

った。 
 

３．環境への配慮の取組において、水

質汚濁防止法の地下水汚染の未然防

止対策への対応を実施するととも

に、環境配慮の基本方針に沿った省

エネへの取組として、事業活動で消

費するエネルギー使用量及び二酸化

炭素排出量の前年度比 1％以上の削

減目標を設定し、省エネ設備への更

新・改修、廃棄物分別の徹底、化学

物質等の排出に関する適正管理、構

内緑地の保存、ヘリウム回収システ

ムによる貴重なヘリウムガスの資源

化に努めた。 

また、国の男女共同参画基本計画に

沿って策定した機構の第 2 次男女共

同参画グランドデザインに基づいて、

男女がともに働きやすい勤務環境の

整備を継続的に推進し、育児・介護中

の職員を支援するための業務員雇用

経費の助成、ハイレベルの知識や技能

を持ちながら家庭に入っている女性

などの隠れた人材を活用するための

人材情報バンク「人なび」の運営など

の活動を行った。平成 21 年度に策定

した次世代育成支援対策推進法に基

づく行動計画については、育児に係わ

る特別休暇制度の整備、配偶者出産特

別休暇の取得促進などを継続的に実

行している。 

 
４．ねつ造・改ざん・盗用等の研究不

正行為及び研究費の不正使用防止に関

する行動規範を見直すとともに、その

遵守に係る同意書への署名・提出を全

職員に対して求めている。また、論文

等の信憑性の確保や知的財産の管理・

保護等を目的として、研究又は研究支

援業務に従事する職員等に対して機構

指定のラボノートを配布している。文

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．環境に配慮しつつ研究業務を推進して

いること、省エネに取り組んでいること

は評価できる。更なる環境負荷の低減を

図ることが期待される。 
男女共同参画については、育児介護等

に関する諸制度を十分に整備しており、

育児・介護中職員の支援、人材情報バン

クの運営などの活動を継続して行った

ことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．行動規範の整備や同意書の提出を求め

ることにより、職員の研究コンプライアン

スに対する意識が向上したと考えられ評

価できる。 
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回収の徹底によ

る再資源化率の

向上等、環境へ

の配慮を促進す

るとともに、育

児中、介護中の

職員の支援や女

性を中心とした

隠れた人材の有

効活用のための

活動等を行う。 

 

点）、（適正性の観

点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネ

ジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
５．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

部科学省のガイドラインの改訂等を踏

まえ、関連規程類の見直し、倫理教育

の実施、実験データ等の管理や研究活

動の各段階におけるチェック機能の強

化等について順次検討を進めている。

研究費の不正使用防止に関しては、責

任体制及び調査手続きを見直すととも

に、競争的資金等に関わる職員を対象

とした e-learning研修の実施、取引業

者から誓約書を取得する取組を開始し

た。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構は、予算の効

率的な執行による

経費の節減に努め

るとともに、受益

者負担の適正化に

も配慮しつつ、積

極的に、施設使用

料、特許実施料等

の自己収入の増加

等に努め、より適

切な財務内容の実

現を図る。 

  １．自己収入の確
保、予算の適正か
つ効率的な執行
に努め、適切な財
務内容の実現を
図ったか。 

（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
【財務状況】 
（当期総利益（又は

当期総損失）） 
・ 当期総利益（又

は当期総損失）の

発生要因が明ら

かにされている

か。 
 
・ また、当期総利

益（又は当期総損

失）の発生要因は

法人の業務運営

当年度は、前年度に実施したナノテ

クノロジープラットフォームなどの

設備整備事業が完了したことに伴い、

補助金及び政府受託収入の減少によ

り、総額は-5,711 百万円と前年度比

43.6％減となった。一方、これまでに

東京会議室や目黒地区事務所を廃止

したことによる施設維持に係る諸費

用の削減など固定的経費の節減に取

り組んだ。 

 
【当期総利益（当期総損失）】 

当期総利益 △1,036,148,351 円 

 

 

 

 

 

 

 

【当期総利益（又は当期総損失）の発

生要因】 

平成 26 年度の経常費用は 21,419 百

万円と、前年度比 228 百万円増（1.1％

・当年度に獲得額が減少した主な要因は、

大規模な設備整備事業を前年度に行っ

たことに伴う補助金及び政府受託収入

の減少によるものであり、一方で、特許

権収入や財産賃貸収入などは増加して

いることから、自己収入の確保活動に問

題はなく、財務内容も適切であると評価

できる。 
 
 
 
【財務状況】 
・当期総利益の発生要因が明らかにされて

おり、これは法人の業務運営に問題等が

あることによるものではないと考えら

れ、評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
自己収入の確保、予算の適切かつ

効率的な執行が行われるなど、予

算・収支計画・資金計画に関する

取組が着実に実施されている。 
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に問題等がある

ことによるもの

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（利益剰余金（又は

繰越欠損金）） 
・ 利益剰余金が計

上されている場

合、国民生活及び

社会経済の安定

等の公共上の見

地から実施され

ることが必要な

業務を遂行する

という法人の性

格に照らし過大

な利益となって

いないか。 
 
・ 繰越欠損金が計

上されている場

合、その解消計画

は妥当か。 
 
（運営費交付金債

務） 

増）となった。これは、前事業年度に

受託したナノテクノロジープラット

フォーム事業等により取得した固定

資産の減価償却費が前年度比 160 百

万円増加（4.5％増）したことや、平

成 26 年 3 月末をもって給与減額支給

措置が終了したことにより人件費が

前年度比 798 百万円増加（9.5％増）

したことが主な要因である。 

平成 26 年度の経常収益は 20,843 百

万円と、前年度比 3,371 百万円減

（13.9％減）となった。これは、主に

前事業年度に受託したナノテクノロ

ジープラットフォーム事業の設備投

資が完了し、政府受託収入が前年度比

3,509 百万円減（67.6％減）と大幅に

減少したことが要因である。 

上記経常損益の状況により、経常利

益は△576 百万円と前年度比 3,599 百

万円減となり、これから臨時損益の固

定資産売却除却損益 578 百万円を差

し引き、前中長期目標期間繰越積立金

取崩額 3 百万円及び目的積立金取崩

額 114 百万円を加えた結果、平成 26

年度の当期総利益は△1,036 百万円

（前年度比 4,090百万円減）となった。 

 

【利益剰余金】 

平成 26 年度末における利益剰余金

は 2,389 百万円（うち当期総利益△

1,036 百万円）となった。そのうち現

金の裏付けのある額は研究促進対策

等積立金 108 百万円及び当年度の特

許権収入等による利益 7 百万円（前年

度比 107 百万円減）となった。残りの

2,274 百万円のうち主なものは受託収

入で取得した償却資産の価値増加分

であり、翌年度以降発生する減価償却

費負担に充当する予定のものである

ため、過大な利益とはなっていないも

のと認識している。 

 

【繰越欠損金】 

該当なし。 

 

 
【運営費交付金債務の未執行率（％）

と未執行の理由】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（利益剰余金（又は繰越欠損金）） 
・利益剰余金のうちのほとんどは、過年度

に受託収入で取得した償却資産の翌年

度以降における減価償却費負担に充当

する予定のものであるため、法人の性格

に照らし過大な利益剰余金とはなって

いないと評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（運営費交付金債務） 
・運営費交付金債務の未執行の理由、業務
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・ 当該年度に交付

された運営費交

付金の当該年度

における未執行

率が高い場合、運

営費交付金が未

執行となってい

る理由が明らか

にされているか。 
 
 
・ 運営費交付金債

務（運営費交付金

の未執行）と業務

運営との関係に

ついての分析が

行われているか。 
 
 
 
（溜まり金） 
・ いわゆる溜まり

金の精査におい

て、運営費交付金

債務と欠損金等

との相殺状況に

着目した洗い出

しが行われてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
（該当無し） 
 

平成 26 年度末における運営費交付

金債務残高は 1,082,460,695 円であり、

未執行率は 8.8％となった。運営費交

付金債務残高の発生理由の主なもの

は、中長期計画で予定した業務促進の

ための大型研究設備の整備及び研究

環境促進のための施設・インフラ整備

にかかる費用であり、履行期日が翌事

業年度以降の契約に係る部分を繰り

越したものである。 

 

【業務運営に与える影響の分析】 

当事業年度に実施すべき業務につ

いては、計画どおり実施済みであり、

業務の未達成による運営費交付金債

務の翌事業年度への繰越額はない。 
なお、翌事業年度に繰り越した運営

費交付金債務残高については、翌事業

年度において収益化する予定である。 
 
【溜まり金の精査の状況】 

前年度からの繰越欠損金はなく、

当年度においても欠損金の発生はな

い。また当年度にキャッシュ・フロー

を伴わない損失の発生もない。よって

運営費交付金債務及び当期総利益に

おいていわゆる溜まり金は存在しな

い。 
 

運営に与える影響が適切に分析されて

おり、計画的に業務が執行されていると

評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（溜まり金） 
・いわゆる溜まり金は存在しておらず、適

切な洗い出しが行われていると評価でき

る。 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー ― 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  短期借入金の限

度額は 23 億円

とする。短期借

入が想定される

理由としては、

年度当初におけ

る国からの運営

費交付金の受入

れの遅延、受託

業務に係る経費

の暫時立替等が

生じた場合であ

る。 

短期借入金の限

度額は23億円と

する。短期借入

が想定される理

由としては、年

度当初における

国からの運営費

交付金の受入れ

の遅延、受託業

務に係る経費の

暫時立替等が生

じ た 場 合 で あ

る。 

・ 短期借入金は有

るか。有る場合

は、その額及び必

要性は適切か。 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以

外の事項で、CSTI
指針を踏まえ評価

すべき事項 
該当なし 

 

【短期借入金の有無

及び金額】 
該当無し。 
 

【必要性及び適切性】 
該当無し。 

 

 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
 
 
＜その他事項＞ 
― 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  目黒地区事務所

の移転後の不動

産について、独

立行政法人通則

法（平成 11 年法

律第 103 号）に

則して平成  24
年度中の国庫納

付を目指す。 

目黒地区事務

所での実施業務

をつくば地区へ

集約化したこと

を踏まえ、移転

後の不動産の国

庫納付に引き続

き取り組む。 

 

・ 重要な財産の処

分に関する計画

は有るか。ある場

合は、計画に沿っ

て順調に処分に

向けた手続きが

進められている

か。 
 
 
 
・上記の評価基準以

外の事項で、CSTI
指針を踏まえ評価

すべき事項 
該当なし 

【重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進

捗状況】 
目黒地区事務所は、「独立行政法人整理合理化計

画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）での指摘や、

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）で示された講ず

べき措置の具体的内容を踏まえ、研究施設の集約

化、業務の効率化及び合理化のため、つくば地区

へ集約することとした。 

第 3 期中長期計画に基づき、平成 24 年 3 月に目

黒地区事務所のつくば地区への業務集約・移転が

完了している。当年度は、国による目黒地区事務

所現地確認や是正措置への対応等を行い、引き続

き、国庫返納手続きを進めた。 

・国による現地確認や是正措

置に着実に対応するなど、引

き続き、国庫返納手続きを進

めたことは評価できる。 

評定 Ｂ 
目黒地区事務所の移転に伴う国庫

返納のための手続きが着実に実施

されている。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー ― 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  なし なし なし 該当無し。  評定 － 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
 
 
＜その他事項＞ 
― 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  機構の決算にお

いて剰余金が発

生した場合の使

途は、重点研究

開発業務や中核

的機関としての

活動に必要とさ

れる業務への充

当、研究環境の

整備や知的財産

管理・技術移転

に係る経費、職

員教育の充実、

業務の情報化、

機関として行う

広報の充実に充

てる。 

機構の決算に

おいて剰余金が

発生した場合の

使途は、平成 26

年度は、引き続

き研究環境の整

備を中心に、重

点研究開発業務

や中核的機関と

しての活動に必

要とされる業務

への充当や知的

財産管理・技術

移転に係る経費

に充てる。 

 

１．剰余金が発生し

た場合の使途は、

重点研究開発業

務や中核的機関

としての活動に

必要とされる業

務への充当、研究

環境の整備や知

的財産管理・技術

移転に係る経費、

職員教育の充実、

業務の情報化、機

関として行う広

報の充実に充て

たか。 
（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
・ 利益剰余金は有

るか。有る場合は

その要因は適切

か。 
 

１．当事業年度末時点の利益剰余金 2,389 百万

円（うち当期総利益△1,036 百万円）のうち現

金の裏付けのある額は 115 百万円（研究促進

対策等積立金 108 百万円、当期未処分利益の

うち目的積立金申請額 0 百万円）となった。 
   なお、当事業年度は、研究促進対策等積

立金 114 百万円を中長期計画で定めた剰余金

の使途に充てるために取り崩している。具体

的には、広報誌の発行等の機関として行う広

報活動費、語学研修や通信教育等の国際化研

修費、インターンシップや外国人招聘費用な

どの国際交流の促進に係る経費に充当して

いる。 
 

 

 

 

 

 

【利益剰余金の有無及びその内訳】 

利益剰余金 2,389,177,418 円 

（内訳） 

前中長期目標期間繰越積立金 3,862,950 円 

研究促進対策等積立金 108,406,500 円 

１．当期総利益が赤字であるため、

現金の裏付けのある額 7 百万円

は 1 項積立金としてその他の剰

余金に計上されており、適切で

あると評価できる。また、利益

剰余金の発生要因についても適

切であると評価できる。 
 

評定 Ｂ 
剰余金の使途は適切であり、計画

に沿って着実に実施されている。 
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・ 目的積立金は有

るか。有る場合

は、活用計画等の

活用方策を定め

る等、適切に活用

されているか。 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

積立金 3,313,056,319 円 

当期未処分利益 △1,036,148,351 円 

 

【利益剰余金が生じた理由】  

平成 26 年度末における利益剰余金は 2,389

百万円（うち当期総利益△1,036 百万円）とな

った。そのうち現金の裏付けのある額は研究

促進対策等積立金 108 百万円及び当年度の特

許権収入等による利益 7百万円（前年度比 107

百万円減）となった。残りの 2,274 百万円の

うち主なものは受託収入で取得した償却資産

の価値増加分であり、翌年度以降発生する減

価償却費負担に充当する予定のものである。 

 

【目的積立金の有無及び活用状況】 

当期総利益△1,036 百万円のため、目的積立金の

申請はない。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―１ 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 機構における研究

活動の水準の向上

を図るため、常に

良好な研究環境を

維持、整備してい

くことが必要であ

る。既存の研究施

設及び本中期目標

期間中に整備され

る施設の有効活用

を進めるととも

に、老朽化対策を

含め、施設・設備

の改修・更新・整

備を重点的・計画

的に実施する。 

機構における研

究活動の水準を

向 上 さ せ る た

め、常に良好な

研 究 環 境 を 維

持、整備してい

くことが必要で

あることから、

既存の研究施設

及び中期目標期

間中に整備され

る施設の有効活

用を進めるとと

もに、老朽化対

策 を 含 め 、 施

設 ・ 設 備 の 改

修・更新・整備

を重点的・計画

的に実施する。 
なお、中期目標

本年度中に取

得または整備を

実施する施設・

設備はなし。 

 

１．既存の研究施設

及び中長期目標期

間中に整備される

施設の有効活用を

進めるとともに、老

朽化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を重点的・

計画的に実施した

か。 

（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施設の有効活用、老朽対策等の計画

的実施】 

・インフラ設備である電気及び機械設

備のを常に正常な状態に保つための

分解整備、法令点検、定期点検の計画

的に実施し研究環境の維持に努めた。 

・老朽化に伴う設備の省エネ機器への

改修・更新を計画し、照明器具のＬＥ

Ｄ化・ポンプ等インバータ化等を行

い、電力使用量及び二酸化炭素排出量

の削減を実施した。 

・研究業務に関係する施設設備の技術

相談（電源容量、実験冷却水流量検討

等）及び技術支援  （ブレーカー増

設、空調機設置等）を適切に行った。 

・各地区の光熱水使用量を取りまと

め、エネルギー使用量、二酸化炭素排

出量、窒素酸化物排出量の算出を行

い、環境報告書へ反映させ公表した。 

 ・研究スペースの有効活用するため、 

実験室の利用状況を把握し、新たな装

置導入時の、研究スペース配分、実験

１．研究施設の有効活用や実験装置を稼働

させるためのインフラ対応、老朽化対策

及び施設・設備の改修・更新・整備を計

画的に実施し、電力使用量の抑制や二酸

化炭素排出量削減に努めていると評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 
研究施設の有効活用、老朽化対策、

施設・設備の改修・更新・整備等

が着実に実施されている。 
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を達成するため

に必要な実験に

対応した施設や

外部研究者の受

入れに必要な施

設の整備、その

他業務の実施状

況等を勘案した

施設整備が追加

されることが有

り得る。また、

施設・設備の老

朽度合等を勘案

した改修・更新

等が追加される

見込みである。 

 
 
 
 
【施設及び設備に

関する計画】 
・ 施設及び設備に

関する計画は有

るか。有る場合

は、当該計画の進

捗は順調か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
該当無し 

 

室の改修ための企画立案等を適切に

実施した。 

 

 

【施設及び設備に関する計画の有無及

びその進捗状況】 

平成２５年度補正予算の交付決定を

受けた、構造材料総合研究棟（仮称）

新築については、工事着手し、平成２

６年度末に完成した。 

 

平成２５年度補正予算にて、水質汚濁

防止法の改正に伴う地下水汚染の未

然防止対策について、工事着手し、平

成２７年度完了予定。 

 

平成２６年度補正予算にて、 

・千現地区材料強度実験棟非常発電機

改修 

・千現地区研究本館居室棟熱源機械室

冷凍機更新 

・千現地区研究本館標準実験棟他コン

パクト空調機改修 

・並木地区研究本館熱源機械機器改修 

・並木地区無塵特殊実験棟冷温水熱源

機器改修 

・並木地区高圧力特殊実験棟冷温水熱

源改修 

上記 6 件の老朽化対策について、747

百万円の交付決定を受け着手した。 

 
 

 
 
 
 
【施設及び設備に関する計画】 
・中長期目標の達成のために必要な施設・

設備を計画どおり、適切に整備したと評価

できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 職員の採用プロセ

スの更なる透明化

を図るとともに、

外国人研究者の採

用と受入れを円滑

かつ効率的に進め

るために外国人研

究者の支援体制を

整備する。また、

若手・女性研究者

の活用を進めると

ともに、研究活動

の効率化を図るた

め、必要な研究支

援者や技術者を確

保する。さらに、

任期付研究者のキ

ャリアパス構築な

ど、職員の適切な

処遇に努める。 

国内外から優秀

な研究者を採用

するため、国際

公募の実施等に

より職員の採用

プロセスを更に

透明化するとと

もに、外国人研

究者の採用と受

入れを円滑かつ

効率的に進める

ために事務部門

をはじめ外国人

研究者の支援体

制を整備する。

また、若手・女

性研究者の活用

を進めるととも

に、研究活動を

効 率 化 す る た

真に優秀で当

機構が必要とす

る研究者を国内

外から厳選して

採用する。公募

については、物

質・材料に関す

るきわめて広い

分野から基礎研

究、応用研究の

別を問わず人材

を募集する公募

と、喫緊に研究

者が必要な研究

分野をかなり限

定して公募する

2つの公募方法

を行う。これに

より長期的にも

短期的にもフレ

１．職員の採用プロ

セスの更なる透

明化を図るとと

もに、外国人研究

者の採用と受入

れを円滑かつ効

率的に進めるた

めに外国人研究

者の支援体制を

整備したか。 
（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
 
２．若手・女性研究

者の活用を進め

るとともに、研究

活動の効率化を

図るため、必要な

研究支援者や技

術者を確保した

１．職員の採用プロセスについては、昨年

と同様に、詳細ルール（例えば、審査員

の人数、資格、審査時間、推薦書のフォ

ーマット等）が明確に記載された業務マ

ニュアル書に準拠して実施した。研究者、

エンジニアの公募にあたってはホームペ

ージを始めとして、各専門誌、ジャーナ

ル、Nature-Job 等を利用して、国内外に

広く宣伝した。和英併記のリクルートパ

ンフレットを作成し、国内外の大学、研

究機関に広く配布するとともに Web 上に

も公開した。定年制研究職外国人を 4 名

採用した。また、国際的な研究機関構築

のための事務部門のバイリンガル化を、

国際化研修プログラムにより引き続き実

施した。 

 
２．平成 26 年度は定期公募により研究職 9

名（うち 2 名は女性、うち 1 名は外国人）、

及びエンジニア職 6 名（うち 3 名は女性）

の合計 15 名を採用し、女性研究者の採用

割合は 22％で昨年度と同様に目標（15％）

を上回った。エンジニア職の 1 名は質の

高い任期制職員の中からの採用であっ

１．職員の採用プロセスの透明化を図

るとともに、外国人研究者の採用と

受入れを促進するための取組みが

行われたと評価できる。引き続き、

MANA、ICYS で培っている、研究

環境、ノウハウを活かして、さらに

外国人の採用を増やしていくこと

が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．計画的な採用計画に基づき、若

手・女性研究者及びエンジニア職の

採用人数が順調に増えていること

は評価できる。2 年続けて女性研究

者の採用割合の目標値を上回って

おり、前年度から導入した女性のみ

が応募できる公募枠の有効性が認

評定 Ａ 
研究員採用への女性枠の活用、エ

ンジニアリング職の給与体系の整

備等が進められており、若手・女

性研究者、エンジニア職の人数が

増加している（女性研究者の採用

割合が 15%の目標に対して定期

公募での採用割合が 22%、若手職

員の割合が採用者の 68%、女性研

究者の在籍者割合が 2 年連続で増

加等）。 
今後の更なる取組として、研究員

の質の確保のため、能力に応じた

採用が確保されるべき。 
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職員一人一人が機

構の使命を十分に

認識し、やりがい

を持って業務に従

事できることを目

指し、人材マネジ

メントを継続的に

改善する。 

め、必要な研究

支援者や技術者

を確保する。 
任期制研究員制

度を活用して研

究者の流動化を

促進するととも

に、テニュア・

トラックとして

も活用する。任

期付研究者の採

用 に 当 た っ て

は、多様な機関

での研究経験を

重視し、研究者

としての能力が

確認された者を

採用するととも

に、任期付研究

者のキャリアパ

ス構築、若手研

究者の多様な機

関における研鑽

の機会の確保な

ど、職員を適切

に処遇する。 
職員一人一人が

機構の使命を十

分に認識し、や

りがいを持って

業務に従事でき

るよう、良好な

職 場 環 境 の 構

築、職員のメン

タ ル ケ ア の 充

実、経営層と職

員とのコミュニ

ケーションの機

会を確保すると

ともに、英語研

修をはじめとし

キシブルに対応

できる人材の採

用・育成を実施

していく。また、

採用の評価基準

としては引き続

き国内外での多

様な研究経験を

重視していく。 

技術者につい

ては、当機構で

将来必要になる

新しい技能、技

術に対応できる

ように、また機

構で継承すべき

技能、技術を明

確にして採用

や、再配置を計

画的に行う。 

職員一人一人

が機構の使命を

十分に認識し、

やりがいを持っ

て業務に従事で

きるよう、良好

な職場環境の構

築、職員のメン

タルケアの充

実、経営層と職

員とのコミュニ

ケーションの機

会の確保に努め

るとともに、英

語研修をはじめ

とした長期的視

野に立った職員

の能力開発等、

人材マネジメン

トを継続的に改

善する。 

か。 

（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．任期付研究者の

キャリアパス構

築など、職員の適

切な処遇に努め

たか。 

（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
４．職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりがい

を持って業務に従

事できることを目

指し、人材マネジメ

ントを継続的に改

善したか。 
（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
【人事に関する計

画】 
・ 人事に関する計

画は有るか。有る

場合は、当該計画

た。また、テニュアトラックに準じる

ICYS（若手国際研究センター）から研究

職 5 名（うち 1 名は女性、うち 3 名は外

国人）を採用した。さらに，上記の 20 名

とは別に、広報経験者 1 名をエンジニア

として、マテリアルズインフォマティク

ス経験者 1 名を研究者として採用した。

若手職員の割合は、採用された 22 名のう

ち 15 名の 68％、研究職に限ると 15 名の

うち 12 名の 80％だった。女性研究者の

在籍者割合は 2 年続けて増加に転じ、増

加率は 0.5％/年を越えた。NIMS イブニン

グセミナー講師の若手研究者には研究テ

ーマの背景から内容まで幅広い視点に基

づき平易に解説するプレゼンテーション

能力の向上を図った。 

 

３．キャリア形成職員制度については、任

期終了後に定年制職員として働くことを

希望する職員は原則 1 年前に移行審査を

受けることができる。移行審査要領はマ

ニュアル化されており，これに準拠して、

当該者の移行審査を順次進めた。平成 26

年度は当該者 3 名が審査を通過し、定年

制職員に移行が内定した。ICYS（若手国

際研究センター）からは機構の定年制職

員を希望する人に対して特別選考を行な

う。合格率は概ね 5 割程度で、平成 26 年

度は審査が終了した 7 名のうち 5 名が合

格した。更に研究者とエンジニアを対象

とした英語研修を実施した。 

 
４．良好な職場環境構築のために、メンタ

ルヘルスカウンセラーを配置し、メンタ

ル不全者やその上司・同僚からの相談に

対応し、メンタルケアの充実を図った。

他方、階層別に外部の研修に参加させる

などスキルアップを図った。 

 
 
 
 
 
 
【人事に関する計画の有無及びその進捗状

況】 
・ 常勤職員、任期付職員の計画的採用状況 
定年制職員・キャリア形成職員のうち、

研究者及びエンジニアの採用は、機構の

められる。また、波及効果としてエ

ンジニア職にも女性の活用が進ん

だことは高く評価できる。引き続

き、更なる女性研究者や研究支援

者・技術者の育成・確保が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．任期付き研究者のキャリアパス構

築及び職員の適切な処遇に努めて

いると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．人材マネジメントに努めた取組を

行っていると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【人事に関する計画の有無及びその

進捗状況】 
・研究者およびエンジニアの採用計画

や女性研究者の更なる活用のための

採用割合目標等も適切と認められる。



113 
 

た長期的視野に

立った職員の能

力開発など、人

材マネジメント

を継続的に改善

する。 

 の進捗は順調か。 
・ 人事管理は適切

に行われているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．上記の評価基準

以 外 の 事 項 で 、

CSTI 指針を踏ま

え評価すべき事項 
（科学技術イノベ

ーション、創出・課

題解決のためのシ

ステムの推進の観

点、研究者、研究開

発マネジメント人

材の育成・支援の観

点） 
 

人材企画委員会において研究分野別に採

用計画を立てるとともに、女性研究者の

採用割合目標（15％）を持って実施して

いる。女性研究者の在籍者割合を増やす

ため、前年度に引き続き、女性だけが対

象の採用公募枠を設けた。また、H26 年

度は女性研究者研究活動支援事業（連携

型：お茶の水女子大学、芝浦工業大学、

NIMS）に提案し採択され、この一環とし

て今後 3 年間に女性研究者の在籍者割合

の更なる増加を目指す。また、事務職員

の採用については人材補充が必要な部署

を確認し、優先順位をつけるなど、計画

的に採用を実施している。任期制職員は、

年度毎の研究計画により計画的な採用を

実施している。 
 
 
職員の採用公募にあたってはホームペー

ジを始めとした各専門誌、ジャ 

ーナル、Nature-Job 等を利用して、国内

外に広く宣伝し、外国人定年制 

研究職員の採用や ICYS（若手国際研究セ

ンター）からの採用希望者へ 

の特別選考、女性研究者の専用応募枠の

設定等、また、イブニングセミ 

ナーを活用した若手研究者のプレゼンス

キルの育成や、研究者とエンジ 

ニアを対象とした英語研修を実施した。

また、研究者及びエンジニアの 
採用は、機構の人材企画委員会において

研究分野別に採用計画を立 
てるとともに、事務職員の採用について

は人材補充が必要な部署を確 
認し、優先順位をつけ、計画的に採用を実

施した。 

人事管理は適切に行われていると評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・イノベーションを担う研究人材の育

成・流動化を図るための多くの施策や

活躍促進のための取組を推進してい

ることは評価できる。また、人材育成

やキャリアパス展開も適切に実施し

ていると評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  中期目標期間を

超える債務負担

については、研

究開発を行う施

設・設備の整備

等が中期目標期

間を超える場合

で、当該債務負

担行為の必要性

及び資金計画へ

の影響を勘案し

合理的と判断さ

れるものについ

て行う。 

中期目標期間

を超える債務負

担については、

研究開発を行う

施設・設備の整

備等が中期目標

期間を超える場

合で、当該債務

負担行為の必要

性及び資金計画

への影響を勘案

し合理的と判断

されるものにつ

いて行う。 

 

 

【中長期目標期間

を超える債務負担】 
・ 中長期目標期間

を超える債務負

担は有るか。有る

場合は、その理由

は適切か。 
（適正性の観点）、

（研究開発環境の

整備・充実の観点） 
 
 
 
 
・上記の評価基準以

外の事項で、CSTI
指針を踏まえ評価

すべき事項 
該当なし 

【中長期目標期間を超える債務負担と

その理由】 
・施設の省エネルギー化投資（ESCO

事業）を 10 年リース（平成 20 年 4

月から平成 30 年 3 月）で行っている。

省エネルギー効果による光熱費の節

減額からリース料を賄う事業であり、

投資効果を最大限に活かすため長期

契約となっている。また、大規模シミ

ュレーション等に用いるスーパーコ

ンピュータを 5 年リース（H26 年 12

月から平成31年11月）で行っている。 

 

【中長期目標期間を超える債務負担】 
・中長期計画を超える債務負担の理由は適

切であると評価できる。 
 

評定 Ｂ 
中長期目標期間を超える債務負担

の理由は正当であり、計画に沿っ

て着実に実施されている。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―４ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  前期中期目標期

間の最終年度に

おいて、独立行

政法人通則法第

44 条の処理を行

ってなお積立金

があるときは、

その額に相当す

る金額のうち文

部科学大臣の承

認を受けた金額

について、以下

の も の に 充 て

る。 

前期中期目標

期間の最終年度

において、独立

行政法人通則法

第44条の処理を

行ってなお積立

金があるとき

は、その額に相

当する金額のう

ち文部科学大臣

の承認を受けた

金額について、

以下のものに充

てる。 

・中期計画の剰

余金の使途に規

定されている、

重点研究開発業

務や中核的機関

としての活動に

【積立金の使途】 
・ 積立金の支出は

有るか。有る場合

は、その使途は中

長期計画と整合

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以

外の事項で、CSTI
指針を踏まえ評価

すべき事項 
該当無し 

 

【積立金の支出の有無及びその使途】 
・前中長期目標期間の最終年度より繰り

越された前中長期目標期間繰越積立金の

うち 3 百万円を当事業年度に取り崩して

いる。その使途は、過年度に受託収入で

取得した償却資産の減価償却費負担等に

充当している。 

【積立金の使途】 
・使途は中長期計画と整合しており、

適切であると評価できる。 
 

評定 Ｂ 
積立金の使途は中長期計画と整合

が取れたものであり、計画に沿って

着実に実施されている。 
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必要とされる業

務に係る経費、

研究環境の整備

に係る経費、知

的財産管理・技

術移転に係る経

費、職員教育に

係る経費、業務

の情報化に係る

経費、広報に係

る経費 

・自己収入によ

り取得した固定

資産の未償却残

高相当額等に係

る会計処理 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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